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1.1 背景 

1.1.1 歴史学研究 

歴史学研究は、歴史資料（以下、資料）の調査・整理に始まり、資料の複写、分析研究、成

果の公開、そして資料保存という過程をたどるものである[1]。この過程について、本研究では

図 1-1に示すように、その性格および活動主体の観点から、歴史学研究を構成するプロセ

スを「資料管理」「資料研究」「成果公開」の三つに大別して扱う。 

「資料管理」プロセスは、資料の収集や目録データの整理を行い、利用と保存を目的とし

た資料の複写（デジタル化）を行う。「資料研究」プロセスでは、歴史研究者（以下、研究者）

が研究素材としての資料を収集・読解・分析し、各々の研究者が設定した研究課題を解明す

る。「成果公開」プロセスでは、展示会等を通じた研究成果の公開を行い、研究者だけでなく

一般利用者に向けた啓蒙・普及活動を行う。 

 

 

 

図 1-1 歴史学研究を構成するプロセス 

研究成果

資料提供 資料提供研究成果 展示成果

研究課題

• 資料調査・整理
• 資料の複写
• 資料の保存

• 研究者が設定した
研究課題の解明

• 展示会等を通じた
研究成果の公開

資料管理

資料研究 成果公開
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歴史学研究の発展には、各々のプロセスを効率化するだけでなく、これらを相互補完的に

進めることが必要である。例えば国立歴史民俗博物館では、本研究における名称とは異なる

が、上述した三つのプロセスがそれぞれに相互連関を持ち、全体で有機的な連関をもつ研

究スタイル『博物館型研究統合[2]』を提唱、実践している。 

1.1.2 デジタルアーカイブ 

歴史学研究において、デジタルアーカイブは重要な役割を担うシステムである。「デジタル

アーカイブ」という用語には様々な解釈が存在するが、一般的には図書・出版物、公文書、

美術品・博物品・歴史資料等をデジタル化し、インターネット上で共有・利用できる仕組みとし

て理解される[3]。インターネットの発展とともに、これまで数多くのデジタルアーカイブが構築

されている。研究者がデジタルアーカイブを利用することにより、時間的・地理的な制約を超

えた資料へのアクセスが可能となり、研究者が資料収集に要する労力を削減する効果をもた

らしている。 

一方、今日のデジタルアーカイブに共通する課題として、これまでは資料の保存と公開に

主眼が置かれ、その利用方法に関する検討が十分になされてこなかった点が挙げられる。こ

の課題に対し、馬場ら[1]は、デジタルアーカイブの意義をその構築自体に置くのではなく、

歴史学研究における利用の観点から考えるべきであると述べ、研究成果を公開する手段・技

術としての活用を提案している。さらに、自然言語処理や画像処理技術を用いた検索や分析

支援に関する研究も数多く行われており、人文科学分野への情報技術の活用が盛んに進め

られている。 

1.1.3 Linked Data 

デジタルアーカイブに関する近年の潮流として、Linked Dataの活用が注目されている。

Linked Data とは、Web上で機械可読な構造化データを公開する技術の総称であり、分野や

システムを超えたデータ共有や再利用が容易となる利点を持つ[4]。本技術をデジタルアー

カイブ構築に活用することにより、複数のデジタルアーカイブ間の連携や、第三者によるシス

テム構築などの利用が容易となる。Linked Dataによるデータ公開は、再利用・再配布によっ

て新たな価値を創造することを目的としており、データの利活用がスコープに含まれている。
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これが従来の資料公開を目的としたデジタルアーカイブに対する活用の視点を与え、

Europeana[5]の取り組みに代表される複数の文化施設を横断して検索可能なポータルサイト

の構築等が進められている。 

1.2 目的 

上記において、「歴史学研究におけるデジタルアーカイブの活用方法に関する検討の必

要性」および「Linked Dataを用いたオープンデータ化の潮流」について述べた。 

これらの背景を踏まえ、本研究では歴史学研究の支援を目的として、デジタルアーカイブ

と Linked Dataの実践的な活用方法を提案する。具体的には、歴史学研究を構成する「資料

管理」「資料研究」「成果公開」プロセスで取り扱う情報を Linked Data を用いて記述し、それ

らを統合的に管理する。また、デジタルアーカイブを単なる資料公開のツールとしてではなく、

各プロセスの成果物を相互に運用可能なプラットホームとして捉え、そのようなシステムの在り

方を検討および構築する。さらに、東京大学柏図書館が所蔵する『平賀譲文書』や東洋文庫、

東京大学文書館の所蔵資料などを対象とした複数の歴史学研究事例への適用を通じ、提案

手法および構築したシステムの有用性を示す。 
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1.3 本論文の構成 

本論文の構成を図 1-2に示す。 

第 2 章では、本研究に関連する技術や研究事例を挙げ、本研究の位置づけについて述

べる。 

第 3 章では、デジタルアーカイブの活用による歴史学研究の支援手法について述べる。

特に、Linked Data を用いた歴史学研究の構成プロセスにおける成果物の記述手法につい

て詳述する。 

第 4章では、前章で提案した手法を実装したシステムについて述べる。 

第 5章から第 7章は、提案手法と構築したシステムを用いた適用事例について述べる。具

体的には、第 5 章ではデジタルアーカイブの構築による資料管理事例、第 6 章では資料研

究事例、第 7章ではデジタル展示を用いた成果公開事例について述べる。 

第 8章では、適用事例を通じた提案手法の有用性について考察する。 

第 9章では、結論と今後の展望について述べる。 
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2.1 はじめに 

本章では、本研究に関連する技術および既存研究を概観し、研究の位置づけを述べる。 

2.2 関連技術 

2.2.1 Linked Data 

Linked Data とは、構造化されたデータをWeb上で相互に関連づけ、それらを公開する一

連の仕組みを提供する技術の総称である[6]。これは、セマンティック・ウェブ[7]の提唱者であ

るティム・バーナーズ＝リーによって提唱された[8]。Linked Dataの基本原則を以下に示す。 

1. あらゆる事物に URIを付与すること。 

2. 誰でも事物の内容が確認できるように、URIは HTTP経由で参照できること。 

3. URIを参照したときには、標準の技術（RDFや SPARQL等）を使用して関係する有

用な情報を利用できるようにすること。 

4. より多くの事物を発見できるように、他の URIへのリンクを含めること。 

 

公開された Linked Dataを集めるプロジェクトは「Linked Open Data」と呼ばれる。主要な

Linked Open Data として、Wikipediaから情報を抽出して構造化データとして公開するコミュ

ニティプロジェクトである「DBpedia[9]」や、その日本語版である「DBpedia Japanese[10]」など

が挙げられる。 

 

また、Linked Dataはセマンティック・ウェブで検討されてきた知識の構造化手法を基本と

する。セマンティック・ウェブの目的はウェブページの閲覧という行為に対して、データの交換

の側面に加えて、意味の疎通を付け加えることであり、「メタデータ」と「オントロジー」が重要と

なる。メタデータとは、データについてのデータという意味で、あるデータが付随して持つその

データ自身についての付加的なデータを指す。また、オントロジーとは「ある特定分野の概念

や知識、分類体系や推論ルール」のことを指す。オントロジーで表現された知識を利用して、

エージェントが高度な検索を行う研究などが数多く行われている[11][12][13][14]。セマン
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ティック・ウェブを実現するための要素技術体系を図 2-1に示す。Linked Dataは、この要素

技術体系の下層に位置する URI（Uniform Resource Identifier）や RDF（Resource 

Description Framework）といった技術を用いて、機械可読な形式でデータを公開・共有す

る。以下では、これらの要素技術から、本研究との関係が強い技術について説明を加える。 

 

 

図 2-1 セマンティック・ウェブの階梯[15] 

 

2.2.2 URI 

URIは、URL（Uniform Resource Locator）を拡張した識別子であり、Web空間上の「もの

（リソース）」を一意に指し示すために用いる。この URIは、それを付与した機関が提供する

データセットの中だけでなく、他の機関が作成するデータセットの中でも使用することができ

る。この URIの例として、2.2.1で述べた Linked Open Dataの一つである「DBpedia 
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Japanese」では、人物「平賀譲」は URI「http://ja.dbpedia.org/resource/平賀譲」によって表現さ

れている。 

また、「名前空間（Name Space）」を利用し、URIの記述を簡略化することができる。例え

ば、先の人物「平賀譲」の URIについて、名前空間 URI「http://ja.dbpedia.org/」に対して接

頭辞（Prefix）「ja-dbpedia」を与えることにより、「ja-dbpedia:平賀譲」のように記述することがで

きる。この記述方法を QName（Qualified Name）と呼ぶ。 

 

以下の説明において、特に断りがない限り、接頭辞「ex」は名前空間 URI

「http://example.org/」を示すものとする。 

2.2.3 RDF 

RDFはW3Cによって標準化されたデータ形式であり、1つの情報を主語、述語、目的語

の 3つ組で表現し、これを「RDF トリプル」と呼ぶ。RDFで表現する場合、目的語はリテラル

（単なる文字列）でも良いが、主語と述語は URIで表現されたリソースである必要がある。ま

た、RDF トリプルを格納するデータベースを、特に「RDF ストア」とよぶ。 

例えば、次の文「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp というホームページの名前は『デジタルアー

カイブの構築と活用』であり、作成者は『中村覚』である」を RDFによって記述する。この RDF

のグラフ表現例を図 2-2に示す。RDFグラフでは、リソースを楕円、述語をアーク（矢印）、リ

テラルを長方形で表現する。アークの矢印は主語を始点とし、目的語を終点とする。 

 

 

図 2-2 RDF のグラフ表現例 

http://apps.is.k.u
-tokyo.ac.jp

ex:SNakamura
中村覚

デジタルアーカイブ
の構築と活用

ex:creator

ex:name

ex:name

PREFIX ex: <http://example.org/>

Namespace
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この RDFに関連する技術として、「Named Graph」がある。Named Graphは RDF トリプル

の集合に名前を与え、URI（以下、Named Graphを指し示す URIを「Graph URI」と呼ぶ）に

よって参照可能にするために用いる。図 2-3に示す例では、Named Graphによって二つの

RDF トリプルの集合が存在することを示す。Named Graphは Graph URIによって同定される

ため、そのグラフ集合に関するメタデータも RDFによって記述することができる。 

 

 

図 2-3 Named Graph 

 

2.2.4 RDFスキーマ 

RDFはリソースの述語やリソース間の関係を記述するモデルを提供するが、そこで用いら

れる述語そのものについては定義しない。RDF スキーマは、述語や一般的なリソースのカテ

ゴリを表現する「クラス」を定義するために用いられる。 

例として、RDF スキーマを用いて、クラス「ex:Homepage」と、その作成者を意味する述語

「ex:creator」を定義する。クラス「ex:Homepage」の定義について、例えば RDF スキーマの基

ex:A

B
ex:graphY

D
E

ex:C

ex:graphX

ex:graphY

Y

Z

PREFIX ex: <http://example.org/>

Namespace

RDFトリプルのグラフ集合
（Named Graph）

グラフ集合に関する
メタデータ記述

Graph URI
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本クラス「rdfs:Class」のサブクラスとして定義することで、クラス派生を実現する。また、述語

「ex:creator」の定義について、基本クラス「rdf:Property」のインスタンスとして定義する。さら

に、述語の主語および目的語として与えられたリソースに関するクラス指定について、それぞ

れ「rdfs:domain」「rdfs:range」を用いる。例えば、述語「ex:creator」に対して、「rdfs:domain」と

してクラス「ex:Homepage」、「rdfs:range」として人物クラスを示す「ex:Person」を与えた場合、こ

の述語によって関連づけられる RDF トリプルの主語はクラス「ex:Homepage」のインスタンス、

目的語はクラス「ex:Person」のインスタンスであることを示す。この RDF スキーマのグラフ表現

例を図 2-4に示す。 

 

 

図 2-4 RDF スキーマのグラフ表現例 

 

この RDF スキーマを利用して、現在では様々なドメインに応じた語彙が提供されて

いる。主要な語彙の例を表 2-1 に示す。例えば、ウェブや文書の作者、タイトル、作成日と

いった書誌的な情報を記述するための語彙「Dublin Core[16]」や、人に関するメタデータを記

述するための語彙「FOAF (Friend of a Friend)[17]」などがある。 

 

ex:SNakamura

rdfs:Class

rdf:Property

ex:creator

ex:Homepage ex:Person

http://apps.is.k.u
-tokyo.ac.jp

中村覚

デジタルアーカイブ
の構築と活用

rdfs:subClassOf

rdf:type

rdfs:domain rdfs:range

ex:creator

ex:name

ex:name

rdf:type

rdf:type

rdfs:subClassOf

PREFIX ex:
<http://example.org/>

Namespace

RDF スキーマ
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表 2-1 主要な既存語彙の例 

 

 

2.2.5 SPARQL 

SPARQL とは RDF クエリ言語である。SPARQLによるクエリは、未知の部分を変数（半角

クエスチョンマーク（?）で始まる名前）として RDFグラフを記述し、変数にあてはまる URIやリ

テラル値を取得する[18]。簡単な例として、図 2-2に示した RDFからサイト名を発見するた

めの SPARQL クエリを図 2-5に示す。 

 

 

図 2-5 SPARQL のクエリ例 

 

語彙名 接頭名詞空間 接頭辞の例 説明

DCMI Metadata Terms http://purl.org/dc/terms/ dcterms

ダブリンコアメタデータイニシアチブ

（DCMI）が定めるプロパティ等のメ

タデータ記述語彙

Dublin Core Metadata

Element Set
http://purl.org/dc/elements/1.1/ dc

ウェブや文書の作者、タイトル、作

成日といった書誌的な情報に関する

メタデータ記述語彙

FOAF Vocabulary http://xmlns.com/foaf/0.1/ foaf
人に関する情報をRDFで記述するた

めの語彙

RDF Vocabulary
http://www.w3.org/1999/02/22-

rdf-syntax-ns#
rdf

RDFモデル構文の名前空間で定義さ

れる語彙

RDF Schema Vocabulary
http://www.w3.org/2000/01/rdf-

schema#
rdfs

RDFスキーマの名前空間で定義され

る語彙

OWL Web Ontology

Language
http://www.w3.org/2002/07/owl# owl

ウェブ・オントロジー言語による情

報資源の記述に使用する語彙

NDL Metadata Terms http://ndl.go.jp/dcndl/terms/ dcndl
国立国会図書館が独自に定義するプ

ロパティ等のメタデータ記述語彙

PREFIX  ex: <http://example.org/>

SELECT  ?name

WHERE  { 

<http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp>   ex:name ?name

}
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変数を含むグラフのパターンは、半角波括弧（{}）で囲み、WHERE句に記述する。また、

取り出したい変数は SELECT句に列挙する。さらに、PREFIX句を用いて名前空間 URIの

接頭辞を宣言することで、URIを修飾名として利用できる。 

また、第三者によるデータ共有・再利用を支援する上で重要な技術として「SPARQL 

Endpoint」がある。SPARQL Endpointは図 2-6に示すように、RDF ストアに登録されたデー

タを SPARQLを用いて検索し、XMLや JSONなどのフォーマットに変換して検索結果を取

得するためのWeb APIである。これを利用することにより、インターネット上で公開されている

RDFデータに対して、プログラムやアプリケーションからの利用が可能となる。 

 

 

図 2-6 SPARQL Endpoint 

 

  

PREFIX  ex:

<http://example.org/>

SELECT  ?url ?name

WHERE  { 

?url ex:name ?name

}

SPARQL
Endpoint

?url ?name

http://apps.is.k
.u-tokyo.ac.jp

デジタルアーカイブ
の構築と活用

RDFデータ
（XML, JSONなど）

SPARQLクエリ

アプリケーション利用
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2.3 関連研究 

ここでは、1.1.1で述べた歴史学研究を構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」の三

つのプロセスの観点から、今日の研究動向や既存研究を概観する。 

2.3.1 資料管理 

ここでは、「資料管理」プロセスにおいて主要な役割を担うデジタルアーカイブと、その活用

事例について述べる。 

 デジタルアーカイブ 

1.1で述べたように、「デジタルアーカイブ」という用語には様々な解釈が存在し、国内外に

おいてもその意味が異なる。国内においては、1990年代中頃、東京大学名誉教授である月

尾嘉男によって、デジタルアーカイブという言葉が初めて使われた[19]。海外においては、

「アーカイブ」の本来の意味である「歴史資料の集積」という観点で用いられることが一般的で

あり、先述したような公開や利用の側面を含めたものは「Digital (Cultural) Heritage」と呼ばれ

る[20]。ただし、本研究では国内における認知度の観点から、「デジタルアーカイブ」という用

語を用いる。 

デジタルアーカイブによって期待される効果として、「資料の破損・劣化防止」「新しい表現

の実現」「時間的、地理的な制約を超えた資料提供」「様々な角度からの資料検索」などが挙

げられる。「資料の破損・劣化防止」に関しては、資料をデジタル化することにより、破損を恐

れることなく貴重資料の提供が可能となる。資料を保護するために制限がある複写について

も、印刷することで提供が可能となる。「新しい表現の実現」については、複数の資料の映像

を部分的に切り出し、再合成することや、様々な解説・音声などを付け加えることにより、元の

資料と比較して多くの情報を含んだ形での情報提供が可能となる。「時間的、地理的な制約

を超えた資料提供」については、計算機を用いることによって、いつどこからでも資料へアク

セスすることが可能となり、複数の利用者が同時に資料を閲覧することを可能とする。「様々

な角度からの資料検索」については、データベース化によって様々な角度から資料の検索

や分類を行うことが可能となり、資料を新たな切り口から閲覧・分析することが可能となる点が

利点として挙げられる。 
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また近年では、2.2で述べた Linked Dataを用いたデジタルアーカイブの活用が注目され

ている[21]。以下では、このような取り組みの中から、代表的な例を取り上げて説明する。 

 海外における研究動向 

Europeana[5]は欧州委員会の主導により 2008年開設したプロジェクトである。欧州 35 ヶ

国、3,000以上の図書館・美術館・博物館・文書館等の文化施設が保有する 3,600万件以上

の文化資源へのアクセスを可能とするポータルサイト（図 2-7）である。また SPARQL 

Endpoint[22]を提供し、分野やシステムを超えたコンテンツやメタデータの共有・利用を促進

している[23]。 

 

 

図 2-7 Europeana のインタフェース例[5] 

 

その他、2013年に開設した米国デジタル公共図書館（DPLA: Digital Public Library of 

America）[24]は、1,300以上の文化施設が参加し、700万件以上のデジタル文化資源が閲

覧可能である。また、オーストラリア国立図書館 Trove[25]は、オーストラリア国内の文化・学

術資源 4億件以上のメタデータを一括で検索可能なポータルサイトを提供している。 

 

このような複数の文化資源に対する横断検索ポータルの構築には、メタデータの記述方式

の標準化が重要となる。国際標準として、2.2.4で述べた Dublin Coreに加え、MLA

（Museum：博物館、Library：図書館、Archives：文書館）の所蔵資料の違いに応じ、メタデー

タの標準化が進められてきた。例えば、歴史資料を主な管理対象とするアーカイブズ（文書
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館界）では、これまで米国アーキビスト協会（SAA：Society of American Archivists）などが提

示した「EAD（Encoded Archival Description）」が広く利用されている[26]。このメタデータ記

述は、資料の出所原則を階層構造で記述することにより、歴史資料の管理に優れた特徴を

有する。一方、検索者による資料の発見には適さないという課題から、今日では先述した

Europeanaが「EDM（Europeana Data Model）」を提唱している[27]。EDMは歴史資料だけで

なく、書籍や美術品などを含めたメタデータ記述の語彙を RDF形式で提供するため、

Linked Data との親和性が高い。このため、EADを EDMに変換するためのマッピング手法

を提案する研究[28]などが行われている。また他の取り組みとして、アメリカを中心として世界

各国の大学や研究機関で構成される機関である OCLC（Online Computer Library Center）

は、典拠データや各種コード類の Linked Dataをサービスとして実現している[29]。 

 国内における研究動向 

国内における主要な事例として、まず国立国会図書館（NDL：National Diet Library）[30]

が挙げられる。NDLは国立国会図書館サーチの書誌データや、Web NDL Authoritiesの典

拠データ[31]等について、RDFデータとして取得可能な APIを提供している。また、情報資

源の組織化および利用提供のためのメタデータ標準として「国立国会図書館ダブリンコアメタ

データ記述（DC-NDL）」を定めている[32][33]。 

他の事例として、国内における大規模デジタルアーカイブの一つである「文化遺産オンラ

イン[34]」を運営する国立情報学研究所（NII）[35]は、CiNiiで RDFデータを取得可能な

API（図 2-8）を提供し、一括ダウンロード用のデータセットを公開している[36]。 
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図 2-8 国立情報学研究所のメタデータ・API[37] 

 

ただし、国内では上記の組織を除き、実装レベルでの Linked Dataを活用する取り組みは

少ない[21]。Linked Dataを用いた横断検索ポータルサイトの構築などへの活用は、欧米と比

較して遅れているのが現状である。 

2.3.2 資料研究 

ここではデジタルアーカイブを活用し、「資料研究」プロセスの支援を目的とした既存研究

について述べる。研究の方向性から、「検索支援」「分析支援」に大別して説明する。 

 検索支援に関する既存研究 

デジタルアーカイブに対する資料検索支援を目的とした既存研究について、「デジタル

アーカイブにおける検索効率の向上」を目的とした研究と「横断検索ポータルサイトの構築支

援」を目的とした研究に大別して説明する。 

 

「デジタルアーカイブにおける検索効率の向上」を目的とした既存研究として、研谷ら[38]

は様々な形態・内容の資料を統合的に扱うことを目的とし、歴史上の事物の関係を記述する

ためのオントロジーを設計する手法を提案した。また、図 2-9に示す資料間の関係を可視化

した検索システムを開発している。 
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図 2-9 「事物つながり検索」における相関図[38]  

 

Gonzalez ら[39]は、絵画や写真といった画像に対して、タグとして用いられる語の関係をオ

ントロジーによって定義し、既存タグの標準化を半自動的に行う手法を提案した。Castells ら

[40]は新聞記事を公開するデジタルアーカイブを対象とし、記事の属性（医療や政治）、記事

の種類（見出しやまとめ）、およびキーワードによる 3つのクラスをオントロジーによって定義

し、メタデータの表記揺れを吸収する手法を提案した。また、小早川ら[41]は、ウェーブレット

変換と高次局所自己相関特徴量を用いた画像データ索引を自動生成する手法を提案し、ス

ケッチ画像や輪郭画像、例示画像などをクエリとする対話的類似画像検索システムを開発し

た。 

 

「横断検索ポータルサイトの構築支援」を目的とした研究として、Costilla ら[42]は個々の

アーカイブの情報をWrapperによって XML形式に変換し、それをオントロジーによって実

装されるMediatorによって管理することで、異なるアーカイブを統合して検索対象とする枠

組みを提案した。久山ら[43]は、複数の異種浮世絵データベース間における同一作品の同

定を目的とし、Linked Dataを用いた多言語統合アクセスによる同定手法を提案した。林ら
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[44]は Linked Dataを活用し、人文系データベースの相互運用を考慮したリポジトリシステム

を開発し、その適用事例として先祖由緒并一類附帳データベースを構築している。 

 分析支援に関する既存研究 

資料分析支援を目的とした既存研究について、「可視化による分析支援」を目的とした研

究と、「アノテーション管理による分析支援」に関する研究に大別して説明する。 

 

「可視化による分析支援」を目的とした既存研究として、伊東ら[45]は歴史研究に利用され

る歴史資料の特徴から支援を必要とするポイントを整理した。さらに、特に時間と場所からな

る二次元空間に資料を可視化し、全体像の俯瞰を支援するシステムを開発している。赤石ら

[46]は、伊東らが開発したシステムを基盤とし、資料を三次元空間に配置し、歴史研究にお

ける仮説作成や検定を支援するシステムを構築した。久保[47]らは、研究資源を時間軸、空

間軸、研究テーマ軸の三次元で共有・分析可能なプラットホームの開発を目的とし、時間軸

と研究テーマ軸において資源を可視化する「HuTime」、および空間軸とテーマ軸において資

源を可視化する「HuMap」などのツールを開発している。 

 

「アノテーション管理による分析支援」を目的とした研究として、馬場[48]は地図に関する情

報を記述するためのメタデータを定め、複数の古地図を比較可能なシステムを構築した。倉

持ら[49]は歴史情報を有する写真を研究対象とし、歴史写真の特性を記述するメタデータス

キーマを定め、画像の比較分析を支援するシステムを構築した。山田[50]は地域研究の発

展に向けたフィールドノートの活用を目的とし、ノートに記載されたテキストからのトピック抽出

を行い、フィールドノートが対象としている場面の特徴抽出を支援する手法を提案している。

また、Nagasaki[51]らは「大正新脩大蔵経」と呼ばれる仏典のテキストを複数人で翻刻し、そ

のテキストデータを一般に公開している。Yu[52]らは三次元モデルとして表現された美術品

を対象とし、作品の部位や特徴に基づく比較研究を支援するシステム「3DSA」を開発した。

Sato ら[53]はデータベースに蓄積されたアノテーションデータを用い、新たなアノテーション

を推薦する手法を提案している。 
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2.3.3 成果公開 

デジタルアーカイブを研究成果などの公開手段として活用し、特に歴史になじみのない一

般利用者への普及展示活動に応用する取り組みについて述べる。 

馬場ら[1]は、歴史学研究プロセスにおけるデジタルアーカイブの作成目的を資料の効率

的な利用と保存、および公開にあると位置づけ、資料のデジタル化から研究利用、博物館展

示による一般公開までの一連の過程を紹介している。デジタル化された収蔵物の鑑賞手段と

しての仮想ミュージアムの構築を目的とした研究として、Zhu[54]は三次元空間内のコミュニ

ケーションの円滑化を可能とする手法を提案している。White[55]は、XMLベースで展示物

の階層構造を記述し、Webページや仮想ミュージアムをテンプレートに沿って作成可能な手

法を提案している。また、Kiourt[56]らは、Web空間上でバーチャル展示を可能とするシステ

ム「DynaMus」を開発している。DynaMusで用いる展示資料の情報源の一つとして、

Europeanaが公開する Linked Dataを用いることにより、資料形態をはじめとする書誌情報を

利用している。近藤ら[57]は、大量の歴史資料から自動的にコンテンツを作成することを目的

とし、デジタルアーカイブを説明する文書をストーリーラインに見立て、仮想ミュージアムを構

築する手法を提案した。その他、個人が撮影した写真群から撮影時間や画像自体の内容に

基づき、アルバムを自動構築する研究[58]なども存在する。さらに、渡辺ら[59]は事象に対す

る多面的・総合的な理解を促すことを目的として、事象に関する情報を Google Earth上に

マッピングし、それらに対してユーザがコメントを付与および閲覧可能なシステムを開発した。 
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2.4 本研究の位置づけ 

これまで概観したように、「資料管理」支援を目的として、メタデータの標準化や複数の組

織が所蔵する資料に対する横断検索ポータルサイトの構築が進められている。また、「資料

研究」支援を目的とした検索支援や可視化による資料分析支援、「成果公開」支援を目的と

したデジタル展示の活用など、歴史学研究を構成する各々のプロセス支援を目的とした研究

は数多く存在する。 

これに対し、本研究では既存研究の成果を再利用しつつ、各々のプロセスの成果物の相

互利用を支援する手法の提案およびシステムを構築し、歴史学研究の発展に寄与すること

を目的とする。この目的に対し、Europeanaなどは SPARQL Endpoointによるデータ公開を

実施し、第三者によるデータ利用が可能な環境を提供しているが、その具体的な活用方法

は十分に確立されていない点が課題として述べられている[60]。本研究では、歴史学研究を

構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」プロセスを包括的に扱い、複数の事例への適

用を通じた Linked Dataの実践的な活用方法を提案する点に既存研究との差異がある。ま

た、欧米では各々の活動内容を専門とする職員が存在するのに対し、国内ではこの区分が

あいまいである点が議論の対象となるが、この日本独自の特徴が上記の研究目的を実践す

る上で適した環境だと考える。 

また他の観点として、近年、学術論文に代表される研究成果だけでなく、研究過程で利用

したデータの社会への発信や共有に重点を置く研究方法論「オープンサイエンス」の確立が

期待されている[61]。このオープンサイエンスの推進には、その親和性の高さから Linked 

Dataの活用が注目されている[62]。これに関して、論文の査読プロセスにおけるオープン

データの活用方法の提案[63]や、学術論文に関する執筆者や所属組織に関するデータの

Linked Data化を行う研究[64]がなされている。本研究では歴史学という研究プロセスを対象

とし、研究過程で利用する資料や研究データを Linked Data として管理する手法を提案す

る。本研究の取り組みは、オープンサイエンスという新たな方法論における実践的な活用方

法を提案する点に新規性を持つ。 
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3.1 はじめに 

本章では、まず歴史学研究支援に向けた提案手法の全体像について述べ、それを構成

する「資料管理」「資料研究」「成果公開」プロセスの各々に対する支援手法について述べる。 

 

3.2 歴史学研究支援に向けた提案手法 

3.2.1 用語の定義 

本研究では、歴史学研究を「資料管理」「資料研究」「成果公開」の三つのプロセスに大別

して扱うと 1.1.1において述べた。ここでは、本論文において使用するこれらの用語の定義を

行う。また、これらのプロセスの活動主体として用いる「アーキビスト」や「キュレーター」といっ

た用語の定義も合わせて行う。この理由として、これらの用語が示す意味は国内外で異なり、

また「アーカイブズ学」「図書館情報学」「博物館学」などの専門分野において各々の定義が

存在する。本研究では、これらの分野における厳密な定義とは異なり、上述した「資料管理」

や「成果公開」プロセスの活動主体の呼称として利用する。 

 「資料管理」プロセス 

「資料管理」プロセスは、図書館や文書館などが管理対象とする資料を収集・デジタル化

し、資料の表題や作成日などの「目録データ」を整備、提供することを目的としたプロセスとす

る。また、この資料提供の方法として、デジタルアーカイブの利用を前提とする。さらに、この

プロセスを担当する活動主体を「アーキビスト」と呼ぶ。 

 「資料研究」プロセス 

「資料研究」プロセスは、活動主体である研究者が各々設定した研究課題の解明を目的と

して、資料の収集や整理、分析を行うプロセスとする。また、資料の収集や整理の過程にお

いて、研究者が各々の目的に応じて蓄積・管理するメモや二次資料などの中間生成物、分

析から得られた知見などの成果物をまとめて「研究データ」と呼ぶ。 
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 「成果公開」プロセス 

「成果公開」プロセスは、特に展示企画を通じ、資料や研究成果を広く一般に公開し、啓

蒙活動を行うプロセスとする。展示企画においては、専門家だけでなく、歴史になじみのない

一般利用者が対象となるため、資料に対する理解を補助するキャプションや背景知識を補完

するキーワードの整理、地図や年表などを用いた視覚的な情報提供が求められる。本研究

では、これらの展示に必要となるデータをまとめて「展示データ」と呼ぶ。さらに、展示企画や

資料のキャプション作成、資料の展示方法の検討などを含む活動の主体を「キュレーター」と

呼ぶ。 

 

3.2.2 要件定義 

ここでは歴史学研究の支援に向けた要件定義を行う。1.1.1で述べたように、歴史学研究

の発展には、それを構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」の各々のプロセスを相互

補完的に進めることが求められる。この実現には、各々のプロセスの取り扱う情報や成果物を

相互に利用可能な環境が必要である。 

しかし、現在は各々のプロセスが独立して進められており、情報や成果物の管理方法は統

一されていないことが一般的である。これは、各々のプロセスで求められる成果物、それを生

み出す方法、および対象プロセスを担当する主体が異なることが一つの原因として挙げられ

る。表 3-1に歴史学研究を構成するプロセスに関する特徴の比較例を示す。 
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表 3-1 歴史学研究の構成プロセスに関する特徴の比較例 

 

 

上述したように、歴史学研究を構成するプロセスは各々異なる特徴を有する。したがって、

歴史学研究の支援には、性格の異なる情報を統合的に管理する環境が必要となる。さらに、

歴史学研究を構成する各々のプロセスの特徴の違いを考慮し、各々のプロセスを支援するこ

とに加え、異なるプロセスの成果物を相互補完的に利用可能な環境の構築が必要である。 

 

3.2.3 データ記述手法の選定 

歴史学研究を構成する各プロセスにおける成果物の統合管理に向け、その実現に向けた

データ記述手法の選定を行う。具体的には、小坂[65]による RDB（Relational Database）と

RDFの特徴比較に基づき、先に定義した要件に合致するデータ記述手法を決定する。 

RDBでは、管理対象とするデータの全体最適を考慮し、管理対象とするデータの種類を

記述するスキーマ定義に基づき、タプルというレコードを記述する。つまり、トップダウン・アプ

ローチによるデータ記述手法であり、スキーマ定義が確立された、またはデータの種類が不

変な資料管理等に適している。 

 

一方、RDFは 2.2.3で述べたように、主語・述語・目的語から構成される一つの RDF トリプ

ルが完結した情報を記述する。RDBのフィールド名が RDFの述語に該当し、RDBのタプル

プロセス 成果物の例 活動内容 管理対象とするデータ 活動主体

資料管理
資料への効率的な

アクセス環境

・資料の収集と保存

・目録データの整理

・デジタルアーカイブの構築

・資料画像

・目録データ
アーキビスト

資料研究

研究者が設定した

研究課題に対する

知見

研究課題に応じた資料の収

集・整理・分析

「研究データ」

・研究メモや知見

・二次資料

研究者

成果公開
資料や研究成果を

公開する展示会

・展示テーマの企画

・展示資料やキャプションの

整理

・展示方法の検討

「展示データ」

・展示テーマ

・資料のキャプション

や関連知識

キュレーター
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は複数の RDF トリプルに対応する。この観点から、RDFにおいては事前に指定されたフィー

ルドをすべて埋める必要はなく、利用者や作成者が必要とする情報に基づき、RDF トリプル

を自由に設けることができる。つまり、ボトムアップ的なアプローチを意味する。 

 

これらの特徴を考慮し、本研究では RDFを用いたデータ記述手法を採用する。これは、

近年デジタルアーカイブのデータ記述方式として、RDFがデファクトスタンダードとなりつつ

あるという潮流への対応という観点に加え、RDFの技術的特徴が以下に示す本研究の目的

に合致するためである。 

1. 歴史学研究を構成するプロセス間の成果物の相互利用 

2. 「資料研究」プロセスにおける管理項目の多様性 

 

一点目は、本研究の主題である歴史学研究を構成するプロセス間の成果物の相互利用

において、RDFのボトムアップ的な記述手法が有用であるためである。本研究では、これら

の成果物が独立して管理されている課題に対して、その連携による歴史学研究の発展への

寄与を目的とし、その具体的な連携方法を検討することも本研究のスコープに含む。この観

点から、適用ドメインやタスクに応じて、プロセス間の成果物における有用な関係性を検討す

る上で、必要とする関係性のみを RDF トリプルとして記述していくアプローチが有用であると

考える。 

また二点目について、デジタルアーカイブの構築に代表される「資料管理」や、展示企画

による「成果公開」プロセスにおいては、2.3.1で述べたように、既に様々な標準スキーマが提

供されている。一方、「資料研究」プロセスにおいては、研究者が設定する研究課題や目的

に応じて、管理対象とするデータが多様である特徴を有する。このような特徴を持つプロセス

におけるデータ管理手法としては、高い柔軟性を持つ RDFが有用であると考えられる。 

これらの観点から、本研究ではデータ記述形式として RDFを採用し、歴史学研究プロセス

における成果物の統合管理を行う。 
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3.2.4 提案手法の全体像 

歴史学研究支援に向け、本研究で提案する手法の全体像を図 3-1に示す。 

 

 

図 3-1 歴史学研究支援に向けた提案手法の全体像 

 

歴史学研究を構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」プロセスで取り扱う情報および

成果物を統合的に管理することを目的とし、それらの情報を RDFによって記述し、Web空間

上の RDF ストアにて公開する。また、RDF ストアに格納された情報を利用するシステムを構

築することにより、各プロセスの支援を行う。さらに、各々のシステムが異なるプロセスにおけ

る成果物を関連づけて利用することにより、プロセス間の連携を支援する。 

 

以下、「資料管理」「資料研究」「成果公開」の各々プロセスの支援手法について述べる。

なお、本論ではこれ以降、2.2.4で述べた既存の語彙については接頭辞を用いて記述する。 

 

  

デジタル
アーカイブ

デジタル展示
システム

資料研究
支援システム

Web空間

アーキビスト

キュレーター

資料管理

成果公開

外部Linked Data一次資料

展示データ

目録データ研究者

資料研究

研究データ

二次資料

Private
Area

API API

API
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3.3 「資料管理」プロセスの支援手法 

本節では、歴史学研究における「資料管理」プロセスの支援に向け、既存プロセスの整理

に基づく要件定義を行い、その実現に向けた手法について述べる。 

3.3.1 要件定義 

 既存プロセス 

所蔵資料の管理や公開において重要な役割を持つ要素の一つとして、デジタルアーカイ

ブの構築が挙げられる。総務省が取りまとめたデジタルアーカイブの構築プロセス[66]を図 

3-2に示す。 

 

 

図 3-2 デジタルアーカイブの構築プロセス[66] 

本手法の支援対象
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構築プロセスは、「準備段階」「構築段階」「運用段階」の三つに大別される。このうち、本研

究では「構築段階」の支援を対象とする。さらに「構築段階」は、「対象物のデジタル化」「メタ

データスキーマの整理」「基本機能・連携機能の確定」「デジタルアーカイブ構築」の四つの

サブプロセスから構成される。ただし、「対象物のデジタル化」については既に数多くサービ

スが提供されているため、本研究では非対象とした。 

 

「メタデータスキーマの整理」は「メタデータスキーマの決定」が主要なプロセスである。具

体的には、博物館や美術館で所蔵品の目録を作成する作業を指し、対象物によってメタ

データの項目が異なり、また作成する人物による違いも生じる。したがって、メタデータの記述

項目や記述形式を定めるメタデータスキーマを定め、メタデータの作成規則を整える必要が

ある。 

 

「基本機能・連携機能の確定」については、「基本機能の確定」と「連携機能の確定」から

構成される。「基本機能の確定」については、データベースや検索エンジンなどを選定し、目

録データの管理方法、およびデータの登録や編集、削除のための機能設計が必要となる。

加えて、構築するシステムのインタフェース設計も必要となる。「連携機能の確定」について

は、単一のデジタルアーカイブ構築に留まらず、他のデジタルアーカイブとの連携を視野に

入れた機能設計が求められる。横断検索やメタデータの一括提供機能など、連携する機関

に応じたシステムの情報を収集し、必要となる環境を整える。 

 

「デジタルアーカイブ構築」は、「システム基盤の確定」と「システムの構築」から構成され

る。「システム基盤の確定」については、サーバやソフトウェアを購入しそれを組織内やデータ

センター等に設置する「オンプレミス」か、クラウドサービスを利用した「クラウドコンピューティ

ング」かを選択する行為などを指す。また、「システムの構築」については、要件に合わせて

一から開発する「スクラッチ開発」や、既存のソフトウェアの利用や若干の修正を加えて利用

する「パッケージ開発」などのシステム開発手法を確定することを指す。 
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 必要要件 

上記の考察から、「資料管理」プロセスの中核をなすデジタルアーカイブの構築支援に向

け、以下に示す要件が必要となる。 

 目録データを記述するためのスキーマ定義 

 デジタルアーカイブ構築における基本機能やインタフェースの設計・構築 

 複数のデジタルアーカイブ間の連携を目的としたシステム設計 

 

3.3.2 支援手法の概要 

先に定義した要件定義に基づき、ここでは「資料管理」プロセスにおいて支援対象とする

デジタルアーカイブの構築手法について述べる。本手法の概要を図 3-3に示す。 

 

 

図 3-3 提案するデジタルアーカイブ構築手法 

 

本手法では LODを用いたシステム構築プロセスに基づき、データとシステムの関係が疎

結合になるように設計する。具体的な構築手順として、既存の目録データを RDFデータに

変換し、Web空間上の RDF ストアで管理する「データ作成」プロセスと、SPARQL Endpoint

を用いて RDFデータに対する検索や検索結果の可視化を行う「システム構築」プロセスから

構成される。 
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このような設計手法を用いることにより、3.3.1.2で定義した必要要件に対して、以下のよう

に対応する。 

「データ作成」については、記述形式が RDFに統一される。さらに、記述規約を定めるス

キーマに関しては、2.2.4で紹介した既存の語彙を利用することにより、定義内容の再利用

や、デジタルアーカイブの連携における管理項目の意味共有を支援する。 

「システム構築」においては、まずデータベースが RDF ストアに限定され、「基本機能の確

定」プロセスにおける目録データの管理方法を定める。また、SPARQL Endpointの利用によ

り、データベースに対する入出力が「SPARQL クエリ」と「JSON（JavaScript Object Notation）」

等の形式に統一される。これにより、データベース構築や接続のための APIが共通化され、

システム開発者はユーザインタフェースの設計や構築に注力することができる。さらに、本手

法の特徴として、このデータの入出力形式が統一化される利点を活用し、デジタルアーカイ

ブ構築に共通して必要となる機能やインタフェースを標準機能として提供するパッケージシス

テムを開発・利用する。これにより「システム構築」プロセスにおける構築手法の選択プロセス

を省略し、またシステム構築に要するコストの削減を行う。 

また、「連携機能の確定」プロセスにおけるデジタルアーカイブ間の連携環境の整備につ

いては、RDFによるデータ記述および SPARQL Endpointによるデータ公開環境の構築に

よって対応する。図 3-4に SPARQL Endpoint を用いた複数のデジタルアーカイブに対する

横断検索システムの構築手法を示す。連携対象とするデジタルアーカイブが公開する

SPARQL Endpoint を選択することにより、個々のデジタルアーカイブが管理する目録データ

に対し、横断的にアクセス可能なシステムを構築する。 
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図 3-4 SPARQL Endpoint を用いた横断検索システムの構築手法 

 

以下では、目録データを RDFによって表現する「データ作成」の方法について詳述する。

「システム構築」については、次章で説明する。 

  

検索

検索

検索

検索

個々のデジタル
アーカイブ

SPARQL 
Endpoint

複数のデジタルアーカイブ
に対する横断検索システム
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3.3.3 データ作成 

ここでは、デジタルアーカイブで公開対象とする目録データを RDFによって記述するため

の方法について述べる。RDFデータの作成には、図 3-5に示す三つのプロセスを踏む。以

下、それぞれについて説明する。 

 

 

図 3-5 RDF による目録データの記述手順 

 

 目録データ作成 

資料の管理や公開を行う組織では、一般的に表計算ソフトや RDBを用いて目録データを

管理している。本手法では、まずMS Excelを用いて、これらの目録データを表 3-2に示す

ような形式で作成、または既存データを再構成する。各列が管理対象とする目録データの項

目（以下、目録項目）、各行が一つの資料に対応する。 

目録データ作成

スキーマ定義
- URIマッピング
- プロパティのスキーマ定義

RDFデータ作成
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表 3-2 MS Excel によって管理する目録データ例 

 

 

 スキーマ定義 

次に前プロセスで作成した目録データについて、RDFによって記述するためのスキーマ

定義を行う。本プロセスは目録項目の「URIマッピング」と「プロパティのスキーマ定義」の二

つのサブプロセスから構成される。 

 

「URIマッピング」については、表 3-3に示すように、既存の目録項目のそれぞれに対して

URIのマッピングを行う。表中の右端の列がユーザが定義する情報を示す。目録項目につ

いては、ドメインおよび資料の性格によって様々であるため、本手法では必須項目と任意項

目を設け、適用ドメインの違いに対応する。 

 

ID

中

分

類

ID

小

分

類

ID 標題 文書種類 文書記述形式 枚数 年月日〔新〕

1001 1 1 製艦費ノ減少ニ就テ 意見書 海軍罫紙タイプ印刷 29 1929/2/28

1002 1 1 〔人名一覧〕 人名一覧 万国工業会議用箋タイプ 1

1002 1 2
〔打合会延期通知〕

打合会延期通

知 万国工業会議用箋タイプ 1 1929/8/20

1002 1 3 〔平賀宛書翰〕 平賀宛書翰 便箋ペン書き 1

1002 1 4 〔講演題目？〕 講演題目？ 罫紙ペン書き 1

1002 2 1

昭和四年十月廿三日　万国工業会

議会議委員長　稲田三之助　平賀

譲殿 平賀宛書翰

万国工業会議用箋ペン書

き 2 1929/10/23

1002 3 1

EXTRA EDITION OF OFFICIAL

BULLETIN THE WORLD

ENGINEERING CONGRESS

TOKYO 1929

万国工業会告

示 英文印刷物 1 1929/10/31

1002 4 1

昭和四年十月廿七日　万国工業会

議会議委員長　稲田三之助　平賀

譲殿 平賀宛書翰 万国工業会議用箋タイプ 2
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表 3-3 目録項目の URI マッピング 

 

 

必須項目は三つの項目を設定する。一つ目は資料名を表現するための「dcterms:title」で

ある。「タイトル」や「資料名」、「表題」等の項目名によって管理されることが想定されるが、こ

れらには既定の URI「dcterms:title」をマッピングする。二点目は、RDFによって表現するグラ

フ群における一つのノードが資料であることを明示するための項目であり、新たに「rdf:type」

を追加し、その値として「dcndl:BibResource」を与える。この URIは、DC-NDLによって書誌

情報のクラスを定義するリソースを示す。また三点目の必須項目として、デジタルアーカイブ

で公開した際に資料へアクセス可能な URLを与える項目「rdfs:seeAlso」を新たに追加する。

これは、資料の同定に用いる URIは必ずしもインターネット上に存在するリソースである必要

がないため、対象リソースにアクセス可能な URLを明示的に記述する。 

任意項目としては、「作成日」や「数量」といった目録項目が想定される。これらについて

は、適用ドメインにおける管理対象とする目録項目に応じ、ユーザが自由に URIをマッピン

グする。基本的には 2.2.4で述べたような既存の語彙を利用し、それらではマッピングできな

い場合には、ユーザが独自に URIを定める。 

 

次にマッピングした URIによって表現される「プロパティのスキーマ定義」を行う。これは、

管理対象とする目録項目に関する情報を定めることにより、記述規約の制定や対象項目に

既存の目録項目

※（）内は新たに追加する項目
値の例

必須／

任意

URI

(*は既定のURIを用いる)

1 表題 製艦費ノ減少ニ就テ 必須 * dcterms:title

2 （資料のタイプ）
http://ndl.go.jp/dcndl/

terms/BibResource
必須 * rdf:type

3 （資料の参照リンク）

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/sho

w?id=10010101

必須 * rdfs:seeAlso

4 登録年 2007^^xsd:gYear 任意 dcndl:dateDigitized

5 資料ID 10010101^^xsd:integer 任意 dcndl:localCallNumber

6 作成日 1929-02-28^^xsd:date 任意 dcterms:date

7 枚数 29^^xsd:integer 任意 dcterms:extent
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関する意味共有を支援する。具体的には、前プロセスでマッピングした各目録項目に対し、

表 3-4に示すスキーマを定義する。本表は必須の目録項目の一つであるプロパティ

「dcterms:title」を例としている。 

 

表 3-4 プロパティのスキーマ定義 

 

 

定義する項目は四項目であり、「rdfs:label」「rdfs:comment」はそれぞれ目録項目の表示名

（名称）、その内容説明である。三つ目の「rdfs:range」は対象目録項目の値のタイプを指定す

るためのスキーマであり、「rdfs:Literal」や「rdfs:Resource」などの「rdfs:Class」の下位クラスを

指定する。四つ目の「rdf:type」は、マッピングした URIによって表現されるリソースがプロパ

ティであることを明示するためのスキーマであり、すべての目録項目に対して「rdf:Property」を

与える。 

 

 RDFデータ作成 

MS Excelの RDFデータへの変換については、Open Refine[67]などオープンソフトウェア

を利用する。MS Excelを用いて作成した目録データと前プロセスで定義したスキーマを用い

て構築される RDFデータの例を図 3-6に示す。図上部はプロパティに関するメタデータ、図

中央部と下部は資料の目録データを示し、それぞれ必須項目と任意項目を示す。 

 

URI 説明 値域
値の例

（*は既定のURIを用いる）

1 rdfs:label 表示名 rdfs:Literal 表題

2 rdfs:comment 説明 rdfs:Literal
資料の表題を記述するため

の目録項目

3 rdfs:range

値域

（値はrdfs:Classの

サブクラス）

rdfs:Resource rdfs:Literal

4 rdf:type
記述対象のリソース

のタイプ
rdfs:Resource * rdf:Property
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図 3-6 RDF による目録データの記述例 

 

  

http://gazo/.../sho
w?id=21611001

dcndl:
BibResource

軍艦長門改正図

1916-11-
08^^xsd:date

http://gazo/.../v
iewer?id=21611
001&page=2

dcterms:title

dcterms:date
dcterms:source

rdf:type

21611001

dcndl:localCallNumber

必須項目

任意項目

dcterms:title

rdf:Property表題

rdf:type

資料の表題を記
述する。

rdfs:Literal

rdfs:rangerdfs:comment

rdfs:label

プロパティのメタデータ
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3.4 「資料研究」プロセスの支援手法 

本節では、歴史学研究における「資料研究」プロセスの支援に向け、既存プロセスの整理

に基づく要件定義を行い、その実現に向けた手法について述べる。 

3.4.1 要件定義 

 既存プロセス 

三浦[68]の研究を参考とし、既存の「資料研究」プロセスを図 3-7に示す。「資料研究」プ

ロセスの目的は、研究者が資料を用いて自ら設定した問題・仮説に対する証明や検証を行う

ことである。また、本プロセスは資料の「収集」「整理」「分析」の三つのサブプロセスから構成

される。 

 

 

図 3-7 「資料研究」プロセス 

 

資料の収集では、研究者の研究目的に応じ、仮説の立案や検証に必要となる資料を収集

する。資料は各地に分散されているため、資料を保有している文書館や史料館に赴き、必要

な資料をデジタルカメラ等で撮影し、各研究者の PCなどの媒体に保存する。このプロセスに

は多大な労力を要する点が課題として挙げられている。 

 

収集 読解・整理

分析

書誌情報

内容

歴史的背景

様式

• 比較
• 並び替え

仮説の立案・検証

研究目的の多様性幅広い情報源か
らの資料収集

研究者の主観に
基づく資料分類

収集した資料の
全体像の俯瞰
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資料の整理では、研究者の目的に応じて必要となる情報を資料から抽出し、テキスト化な

どによって管理することを指す。資料の所蔵館が作成した目録データは主に資料に関する書

誌情報であり、研究者の多様な研究目的に合致する情報がすべて整理されていることは稀

である。したがって研究者は資料を通読し、研究目的に応じた情報を別途管理する必要があ

る。この管理の方法としては、研究者へのヒアリングから、MS Excel等のツールを用いて管理

する方法が一般的であることを確認した。 

 

資料の分析では、収集した資料から研究者の目的に応じて抽出した情報に基づき、それ

らを様々な観点から俯瞰することで、研究課題に対する仮説の立案や検証を行う。具体的に

は、資料の分類や並べ替えによる比較を行い、収集した資料群の特徴やその変化を捉える

ことが必要となる。 

 必要要件 

上記の既存プロセスの把握に基づき、本プロセスの支援に向けた必要要件を以下に示

す。 

 デジタルアーカイブとの連携 

 複数研究者による資料の収集や整理、分析を可能とする環境 

 資料や目録データと研究データの関連づけ 

 

資料の収集プロセスに関して、デジタルアーカイブが公開する資料および目録データ

の活用を考える。デジタルアーカイブはインターネットを利用することで、時間的・空

間的制約を超えた資料へのアクセスを可能とする。しかし、既存のデジタルアーカイブ

の多くは資料の閲覧機能の提供に留まり、それらの資料を研究者の目的に応じて整理・

分析する環境は整えられていない。よって、各研究者が資料や研究データを蓄積可能な

環境を Web 上に構築し、デジタルアーカイブが公開する資料および目録データを活用

することにより、幅広い情報源からの資料収集を支援する。 

一方、研究者が必要とする資料のすべてがデジタルアーカイブ上で公開されていると

は限らないため、各研究者が独自に収集した資料も管理対象とする必要がある。この点

については、複数の研究者が Web 上に構築されたデータベースを共有し、共同で資料

を管理可能な環境が必要となる。これにより、複数の研究者による資料管理および共有
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を可能とし、資料収集における労力の低減を支援する。 

 

資料の整理プロセスについても、複数研究者による資料や研究データの整理が可能な

環境が必要となる。この点について、研究データに関する記述規約を与えることにより、

複数研究者間の知識共有を支援する必要がある。一方、研究者へのヒアリングの結果、

各研究者が得た知見は研究の独自性につながるという観点から、共有する情報の取捨、

および公開範囲の制限が求められることを確認した。よって、複数研究者による情報共

有を目的とし、個々の研究者による研究データを管理する環境構築に加え、共有対象と

する他の研究者を設定可能な機構が必要となる。 

 

資料の分析プロセスでは、資料を俯瞰するために情報が一定の基準で整理され、それ

らを再利用可能な形で管理することが求められる。この点について、研究者へのヒアリ

ングから、資料と研究データを異なる環境やツールを用いて管理していることを確認し

た。よって、資料や目録データと研究データを関連づけ、相互に利用可能な管理手法が

必要となる。さらに、分析対象とする資料が膨大となった際には、人手による俯瞰的な

分析には限界がある。したがって、計算機を利用した分析を可能とする環境も必要とな

る。これにより、研究者に対して新たな気づきを与え、分析過程における仮説の立案や

検証を支援する。 

 

3.4.2 支援手法の概要 

必要要件の実現に向けて、本研究では図 3-8に示す資料研究環境を提案する。Web空

間上の RDF ストアに研究者毎の記述領域を設けることにより、各研究者が収集した資料や

目録データ、および研究データの蓄積を可能とする。さらに、これらの記述領域を共有するこ

とにより、複数研究者による資料の収集、整理、分析を可能とし、協調的な資料研究を支援

する。 

また、資料研究プロセスを構成する「収集」「整理」「分析」のそれぞれについて、Web空間

上で実行可能なシステムを構築し、上述した RDFストアとWeb APIを介して連携する。収集

プロセスでは、研究者が PC等で管理している資料やデジタルアーカイブが公開する資料に



 

 

 

提案手法 

42 

ついて、その目録データとともに RDF ストアに登録する。整理プロセスでは、システムが提供

する整理機能を用い、収集した資料から得た研究データを RDF ストアに登録する。分析プロ

セスでは、RDF ストアに登録された目録データや研究データを利用することで、研究目的に

応じた資料の分類や比較を支援する。 

 

 

図 3-8 提案する資料研究支援環境 

 

提案した資料研究環境を用いた具体的な手順を図 3-9に示す。「問題設定・仮説立案」

プロセスについては、研究者の目的に応じて設定する項目であるため、それ以外のプロセス

について詳述する。 

なお、図 3-8の右下部に示したシステムについては、次章で詳述する。 

 

RDFストア（WEB空間）

Digital Archive User A

資料研究支援システム

収集機能

分析機能 整理機能

ログイン

User B

API

API

煙突2本

dbpedia-ja:
長門_(戦艦)

ex:note

dcterms:
subject

http://gazo/...
/show?id=216

11001

軍艦長門改正図

http://gazo/.../v
iewer?id=21611
001&page=2

大正5年（1916）
11月8日

dcterms:
date

https://drive.
google.com/…

目録データ

ex:reference

dcterms:
title

dcterms:
source

dbpedia-ja:
陸奥_(戦艦)

dbpedia-ja:
長門型戦艦

dbpedia-ja:
戦艦

研究者Aの記述領域「graph:userA」

研究者Bの記述領域
「graph:userB」

研究データ
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図 3-9 提案する資料研究手順 

 

3.4.3 ユーザ設定 

資料研究は研究課題毎に研究者またはそのグループが編成され遂行される。したがっ

て、その主体となる研究者毎に研究データを管理する必要がある。 

この要件に対し、本手法では研究者の情報、および研究者が取り扱うデータを格納する領

域を RDFによって管理する。この例を図 3-10に示す。本図では、図左部にユーザ情報を

示し、図右部に各ユーザに与えられる記述領域を意味するデータ記述領域を示す。 

 

 

ユーザ設定

資料収集
- ローカルストレージの資料登録
- 公開済みの資料登録

資料整理
- メタデータとしての研究データの整理
- 年表情報の整理

資料分析
- 定性的・定量的な分析の組み合わせ

問題設定・仮説立案
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図 3-10 ユーザ情報と記述領域を記述する RDF 例 

 

ユーザ情報の記述については、各々のユーザに対して一意の URIを与え、一つのリソー

スとして表現する。さらに、ユーザ名をプロパティ「foaf:name」を用いて与える。また対象リソー

スが人物であることを示すために、プロパティとして「rdf:type」、目的語として人物クラスである

「foaf:Person」を与える。この例では、userA と userBの二人のユーザを表現している。 

図右部のデータ記述領域の表現については、各研究者がデータの蓄積や参照を行う領

域を 2.2.3で述べた Graph URIによって区分する。さらに、それぞれの Graph URIに対し、

その説明をプロパティ「rdfs:comment」によって与える。この例では、userAの記述領域を示す

Graph URI「graph:userA」と userBの記述領域を示す Graph URI「graph:userB」を定義してい

る。さらに、あるデジタルアーカイブ Xを研究対象とすると仮定し、対象アーカイブが公開す

る目録データの管理領域を Graph URI「graph:archiveX」で表現している。 

上述したユーザに関するリソースとデータ記述領域に関するリソースをプロパティ

「foaf:currentProject」を用いて関連づけることにより、各々のユーザのデータ記述領域を確保

し、さらに研究対象とする目録データや他のユーザのデータ記述領域を追加・共有する。 

 

このようなユーザ設定によって、デジタルアーカイブが公開する目録データ、および研究

者毎の研究データを RDFによって記述した例を図 3-11に示す。 

 

ex:userA

ex:userB

graph:userA

graph:userB

graph:
archiveX

foaf:Person

rdf:type

rdf:type

foaf:currentProject

foaf:currentProject

userA

userAの記述領域

userB

foaf:name

foaf:name

rdfs:comment

userBの記述領域

rdfs:comment

ユーザ情報 データ記述領域（Graph URI）

archiveXの目録データ

rdfs:comment

ユーザ間の情報共有
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図 3-11 RDF による目録データと研究者毎の研究データの記述例 

 

本図は、Graph URI「ｇraph:archiveX」を用いて目録データを公開するデジタルアーカイブ

の一資料「http://gazo/.../show?id=21611001」に対して、研究者 A と研究者 Bがそれぞれ研

究メモや参考資料のリンクなどの研究データを管理している例を示す。それぞれの研究者が

管理する情報は、先に定義した Graph URIによって表現される記述領域に格納されるため、

一般に公開する目録データと、各研究者が蓄積する研究データを区分して管理する。これに

より、研究データの特徴である「データの信頼性」、および「研究の新規性・秘匿性」の保護を

実現し、また複数研究者間の情報共有を支援する。 

3.4.4 資料収集 

次に、資料の収集方法について説明する。本手法では研究対象とする資料をWeb空間

にアップロードし、そのメタデータを RDF ストアで管理することにより、収集資料の管理を行

う。この RDF ストアを用いた資料収集の方法を図 3-12に示す。 

ここで収集対象とする資料は、研究者が個々に撮影等を行い、ローカルストレージに管理

されている資料と、既にデジタルアーカイブで公開されている資料の二種類を考える。図左

部は前者を対象とした資料収集方法であり、図右部は後者を対象とした場合を示す。 

煙突2本

dbpedia-ja:
長門_(戦艦)

ex:note

dcterms:
subject

軍艦長門改正図

http://gazo/.../v
iewer?id=21611
001&page=2

大正5年（1916）
11月8日

dcterms:
date

https://drive.
google.com/…

目録データ

ex:reference

dcterms:
title

dcterms:
source

dbpedia-ja:
陸奥_(戦艦)

dbpedia-ja:
長門型戦艦

dbpedia-ja:
戦艦

研究者Aの記述領域「graph:userA」

研究者Bの記述領域
「graph:userB」

研究データ

http://gazo/...
/show?id=216

11001

graph:archiveX
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図 3-12 資料の収集方法 

 

 ローカルストレージの資料登録 

研究者のローカルストレージにある資料については、Dropboxや OneDrive、Google Drive

などのオンラインストレージを利用する。これらにアップロードされた資料には一意の URLが

付与されるため、この URLを利用し、RDFデータとして管理する。この RDFデータの記述

方法については、3.3.3で述べた RDFによる目録データの記述と同様の方法を採用する。 

 公開済みの資料登録 

後者については、さらに SPARQL Endpointの提供の有無によって二通りに分かれる。

SPARQL Endpoint を用いて目録データが公開されている資料を収集対象とする場合には、

SPARQL クエリを発行し、RDFデータとしてダウンロードした目録データを RDF ストアに登録

する。一方、SPARQL Endpoint を利用できない場合には、公開資料の URLを取得し、ロー

カルストレージにある資料登録プロセスと同様に、手動で目録データを作成し、RDF ストアに

登録する。 

アップロード

オンラインストレージ

研究者のローカルストレージ

Linked Open
Data

国立国会
図書館

ローカルストレージの資料登録

公開済みの資料登録

SPARQL Endpoint
提供あり

SPARQL Endpoint
提供なし

手動登録 手動登録

自動登録

Linked Data
（研究データ）

凡例
資料への
リンク

目録データの
登録方法
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3.4.5 資料整理 

資料の整理プロセスは、後述する資料分析に必要となる研究データを蓄積する作業を指

す。ここでは、研究メモや参考文献へのリンクなどの資料のメタデータとして管理する研究

データと、変遷史の分析などに利用する年表情報に分け、以下それぞれについて述べる。 

 メタデータとしての研究データの整理 

図 3-11右部に示したような資料のメタデータとして管理する研究データは、資料の読解を

通じて得られた翻刻結果（全文情報）や、研究メモ・ノートなどの文字列データ、参考文献や

二次資料へのリンクなどのリソース形式の情報などを指す。 

これらの研究データの項目は研究者の研究目的・課題設定に応じて様々なものが考えら

れるため、本手法では研究者が管理項目を自由に追加し、目的に応じたメタデータを追記・

更新可能な環境を提供する。この管理項目の追加に関しては、3.3.3.2で述べた「資料管理」

プロセスの支援手法の中で述べたスキーマ定義と同一の手順を踏む。これにより、管理項目

の意味定義が明示化され、複数研究者間における知識共有を支援する。また、研究データ

の記述形式が項目と値のセットで構造化されるため、個々の研究者による記述形式のあいま

いさを防ぐとともに、資料のメタデータに基づく定量的な分析を支援する。 

 年表情報の整理 

ここでは、主に資料の変遷史分析に用いる年表情報の記述方法について説明する。年表

に関する情報も RDFデータとして記述することにより、研究対象資料やプロセス毎の成果物

との相互利用を可能とする。 

本提案手法では年表情報を記述するための RDF スキーマとして、RDF Calendarプロジェ

クトが提供する「iCalendar[69]」を用いる。iCalendarは、スケジュール管理に関するさまざまな

情報を扱うことを目的とし、イベント情報を記述するための語彙や構文を定めている。 

目録データの記述と同様、イベントに関する情報は適用ドメインによって多様であることを

考えられるため、ここではイベント情報を記述するための必須項目を定める。 

表 3-5にイベント情報を記述するための必須スキーマを示す。iCalendarが提供する語彙

を利用し、イベントの件名や開始日、その種別を記述するカテゴリ情報を記述する。なお、接
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頭辞「i」は接頭名詞空間「http://www.w3.org/2002/12/cal/icaltzd#」を示す。 

 

表 3-5 イベント情報に関する必須スキーマ 

 

 

また、図 3-13にイベント情報の具体的な記述例を示す。この例は「戦後昭和史」というカ

テゴリに含まれるイベント「ex:event1」が、「1950年 1月 7日」に発生し、内容として「1000円

札発行」であることを記述している。 

 

 

図 3-13 イベント情報の記述例 

 

URI 説明 定義域 値域
値の例

(*は既定のURIを示す)

1 i:summary
イベントの件名に相当

する要約。
i:Vevent rdfs:Literal 1000円札発行

2 i:dtstart イベントの開始日。 i:Vevent
rdfs:Literal

（date形式）
1950-01-07^^xsd:date

3 i:categories イベントのカテゴリ。 i:Vevent rdfs:Literal 戦後昭和史

4 rdf:type タイプ rdfs:Resource rdfs:Resource * i:Vevent

ex:event1

1950-01-
07^^xsd:date

i:Vevent1000円札発行

XXX YYY

i:summary

i:categories

i:dtend
i:description
etc...

dcterms:subject, etc...

rdf:type

戦後昭和史

i:dtstart

PREFIX i: 
<http://www.w3.org/20
02/12/cal/icaltzd#>

Namespace
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RDFによって記述された年表情報を RDF ストアにて管理することにより、資料の目録デー

タや研究データと同様、SPARQL Endpointを用いたシステムからの利用が可能となる。 

3.4.6 資料分析 

資料分析プロセスでは、資料のメタデータとして登録された研究データを利用するこ

とにより、資料を研究目的に応じて分類し、比較などによる分析を行う。特に本研究で

は、デジタルアーカイブの利用により、大規模なデータを対象とした資料分析が可能と

なる利点を生かし、定性的な分析と定量的な分析を組み合わせた分析手法を提案する。

この概要を図 3-14 に示す。 

 

 

図 3-14 定性的な分析と定量的な分析を組み合わせた資料分析手法 

 

図左部は定性的な分析手法を示し、資料の読解や関連文献の調査などのプロセスを指

す。従来は資料収集コストの観点から、大規模なデータに基づく定量的な分析は困難で

あった。一方、図右部に示す定量的な分析手法は、デジタルアーカイブが公開する目録

データなどを活用することにより、大規模なデータを用いた資料の出現頻度の変遷史な

どに基づく分析を行う。これらの分析手法を組み合わせることにより、例えば定性的な

分析によって得た仮説に対する定量的な仮説検証や、変遷史の可視化などの定量的な分

析を通じた研究者への新たな気づきの提供等を支援する。 

 

  

定量的
な分析

定性的
な分析

• 仮説立案
• 仮説検証
• 気づきの提供

• 仮説立案
• 仮説検証

• 研究ノート
• 関連リンク

• 資料の読解
• 関連文献の

調査

プロセス

利用項目

• 資料の頻度
• 変遷史の定

量化

プロセス

• 年表

利用項目
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3.5 「成果公開」プロセスの支援手法 

3.5.1 要件定義 

 既存プロセス 

歴史資料や研究成果の普及展示による啓蒙活動では、所蔵する資料や研究成果を広く

社会一般に展示することが目的となる。ここでは、国立歴史民俗博物館（以下、歴博）の展示

に関する基本方針[2]を例に説明する。歴博における展示の基本理念を以下に示す。 

 多様な歴史像と柔軟な歴史認識の社会一般への提供 

 専門的研究者集団のもつ専門知の相対化 

 歴史研究における現代的視点の獲得 

 

「多様な歴史像と柔軟な歴史認識の社会一般への提供」については、歴史になじみのな

い一般利用者に対する啓蒙活動を目的とした理念である。これに対し、「専門的研究者集団

のもつ専門知の相対化」と「歴史研究における現代的視点の獲得」については、それぞれ

「成果公開」プロセスから「資料研究」「資料管理」プロセスへの寄与を意味する。これらが有

機的に結びつくことにより、歴史学研究全体の発展に寄与すると述べられている。 

具体的な活動の内容としては、展示会の開催が挙げられる。近藤ら[57]の研究を参考と

し、展示会の開催に向けた企画プロセスを図 3-15に示す。 

 

 

図 3-15 ミュージアムの展示の構成[57] 
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まずキュレーターなどの展示企画者が自身の知識を元に、情報を収集しながら展示のアイ

ディアを考察し、それをストーリーラインにまとめる。次に、そのストーリーラインに沿って資料

を収集し、展示の実施に至る。 

収集した資料の展示方法の例を図 3-16に示す。この例は、東洋文庫の企画展「ア！教

科書で見たゾ」の展示資料を示す。展示テーマとして「教科書に掲載されている見覚えのあ

る資料」をストーリーラインとし、資料の選定や構成を行っている。個々の展示資料について

は、表題や作成年月日等の書誌情報だけでなく、図左部に示すように資料の内容や作成さ

れた経緯に関する説明（キャプション）を整理し、閲覧者の資料に対する理解を助ける。また

図右部に示すように、年表を用いた時代背景説明や地図へのマッピング等を通じた視覚的

な情報提供などの工夫がなされている。 

 

 

図 3-16 展示で用いる情報の例 

 

成果公開を目的とした展示企画プロセスにおける課題として、近藤らは「ストーリーライン」

の作成や、それに即した展示品の選定における属人性を挙げている。この課題に対し、彼ら

はストーリーラインの半自動的な構築手法を提案している。 

また他の課題として、過去の展示における成果物の再利用の困難性が挙げられる。展示

地図

年表

資料説明

資料

キーワード
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会には常設展示と企画展示の二種類が存在する。特に後者における企画展示の性格上、

限られたスペースにおいて異なるテーマの展示会を企画する必要があり、過去に開催した展

示テーマや展示品は企画展示終了後に利用されないことが多い。 

本研究では後者の課題解決を目的とし、デジタルアーカイブを用いたデジタル展示による

成果公開プロセスの支援を行う。Web空間を利用することにより、物理的なスペースの制約

を超え、複数の展示テーマの公開や、永続的な資料展示を可能とする。 

 必要要件 

本研究ではデジタル展示に向けた必要要件を以下のように定める。 

 展示データを記述するための RDF スキーマの設計 

 デジタル展示に向けた多角的な情報提供手法の設計 

 

一点目は展示に必要な情報の記述規約や記述手法の設計である。本研究では Linked 

Dataを用い、歴史学研究を構成する各プロセスの成果を相互に利用することを目的としてい

る。このため、RDFによって記述した目録データと、展示に必要となる展示データをどのよう

に管理・記述するかを検討する必要がある。 

二点目はWeb空間を用いた資料の展示方法の設計である。特にWeb空間を利用する

利点として、マルチメディアの活用が容易となり、物理的に開催する展示会とは異なる方法に

よる資料提供が期待される。これらを実装するためのインタフェースを含め、一般利用者への

多角的な情報提供を目的とした機能設計が必要となる。 

3.5.2 支援手法の概要 

ここでは 3.5.1.2で定義した必要要件に基づき、「成果公開」プロセスを支援するための手

法について述べる。本手法の概要を図 3-17に示す。 
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図 3-17 デジタル展示による成果公開手法 

 

基本的なシステム構成は 3.3.2で述べた資料管理プロセスの支援を目的としたデジタル

アーカイブの構築手法と同一である。異なる点として、「データ作成」プロセスにおける対象

データと、「システム構築」プロセスにおけるパッケージシステムの提供機能の違いが挙げら

れる。前者については、キャプションやキーワードなどの展示データを対象とする点である。さ

らに、後述する DBpediaなどの外部の LOD との連携を行う点に特徴がある。また後者につ

いては、パッケージシステムが提供する標準機能として、年表や地図を用いた可視化インタ

フェースを提供する点に違いがある。さらに、本パッケージシステムは展示データだけでな

く、目録データや研究データを合わせて利用することにより、デジタルアーカイブで公開され

ている画像資料を用いたデジタル展示を行い、歴史学研究を構成する各プロセスの活動成

果の公開を実現する。 

 

以下では、図 3-17の左部に示した展示データを RDFによって表現する「データ作成」の

方法について詳述する。図右部に示した「システム構築」については、次章で説明する。 

3.5.3 データ作成 

ここでは、デジタル展示で公開対象とする展示データを RDFによって記述するための方

法について述べる。RDFデータの作成には、図 3-18に示す三つのプロセスを踏む。以下、

それぞれについて説明する。 

RDF変換
（URIマッピング）

デジタル展示
パッケージ
システム

設定
情報

• 検索（SPARQL）
• CRUD操作

結果
（JSON）

アップロード

A.データ作成 B. システム構築

一覧
UI

年表
UI

地図
UI

＋アドオン機能
展示

データ

Web空間

目録データ 展示データ

研究データ

Web
API
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図 3-18 RDF による展示データの記述手順 

 

 展示テーマの RDFデータ作成 

展示会ではそれぞれ展示テーマを定め、対象とする展示テーマに合致する資料群を展示

する。したがって、まずデジタル展示で対象とする展示テーマを RDFによって記述する方法

について述べる。展示のテーマを記述するための RDF スキーマを表 3-6に示す。各展示

テーマを一つのリソースとして捉え、独自に定義した展示テーマを示すクラス「kd:Exhibition」

のインスタンスとして定義する。さらに、対象とする展示会の情報（メタデータ）を記述するた

め、展示のテーマ名と説明文を記述する「rdfs:label」と「rdfs:comment」の二つのプロパティを

定義した。 

 

展示テーマのRDFデータ作成

展示資料のRDFデータ作成

DBpediaを用いたキーワード付与
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表 3-6 展示テーマを記述するためのスキーマ 

 

 

 展示資料の RDFデータ作成 

次に、展示資料に関する情報を記述するための RDF スキーマを表 3-7に示す。 

 

表 3-7 展示資料を記述するためのスキーマ 

 

 

URI 説明 値域
値の例

(* は既定のURIを用いる)

1 rdfs:label 展示会名 rdfs:Literal 軍艦設計者としての平賀譲

2 rdfs:comment
展示会の

説明
rdfs:Literal

大正5年（1916）5月以降、平賀は艦

政本部で米海軍を仮想敵国とした新

造戦艦8隻と新造巡洋戦艦8隻を根幹

とするいわゆる八八艦隊計画の主力

艦の基本計画を担当し…

3 rdf:type タイプ rdfs:Resource * kd:Exhibition

URI 説明 値域
値の例

(* は既定のURIを用いる)

1 dcterms:title
展示資料

名
rdfs:Literal 軍艦長門改正図

2 dcterms:abstract 説明 rdfs:Literal
資料の表題を記述するためのプロパ

ティ。

3 dcterms:subject
キーワー

ド
任意

http://ja.dbpedia.org/resource/長門

_(戦艦)

4 dcterms:isPartOf
属する展

示会
rdfs:Resource

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/exhibitionList?id

=designer#59

5 rdf:type タイプ rdfs:Resource * kd:Exhibit

6 dcterms:source
資料への

リンク
rdfs:Resource

http://gazo.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/hiraga2014/images/large

/21611001/21611001-002_001.jpg
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各々の展示資料を表現するリソースについて、独自に定義した展示資料を示すクラス

「kd:Exhibit」のインスタンスとして定義する。また、対象資料が属する展示テーマをプロパティ

「dcterms:isPartOf」を用いて記述する。その他、図 3-16で述べた展示資料の例を参考とし、

展示資料の説明文（キャプション）、キーワードなどについて、Dublin Coreが提供する語彙を

用いて記述する。さらに、資料の作成日や画像資料へのリンクなどについては、「資料管理」

プロセスの成果物である目録データを活用する。 

 DBpediaを用いたキーワード付与 

特に、展示資料のキーワードについては、DBpedia[9]で定義されているリソースを付与す

る。これにより、DBpediaが提供するキーワードの概要説明や関連事項、位置情報等の利用

が可能となり、資料のキャプション内で用いる専門用語の補足や、地図へのマッピングなどに

活用することができる。 

図 3-19に DBpediaのインタフェースおよび利用可能な情報の例を示す。 

 

 

図 3-19 DBpedia Japanese のインタフェースと公開データの例 

QName 説明 値の例

rdfs:comment 概要

阿片戦争は、清とイギリスとの間で

1840年から2年間にわたって行われた

戦争である。

dbpedia-

owl:thumbnail
サムネイル画像

http://commons.wikimedia.org/wiki/

Special:FilePath/Destroying_Chinese

_war_junks,_by_E._Duncan_(1843).j

pg?width=300

dbpedia-

owl:wikiPageWikiLink

他リソースへの

リンク
dbpedia-ja:乾隆帝

dbpedia-

owl:wikiPageWikiLink

他リソースへの

リンク
dbpedia-ja:清

prop-ja:place 場所 dbpedia-ja:中華人民共和国

rdfs:label ラベル 阿片戦争
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Wikipediaで公開されている各記事のラベル名や概要、サムネイル画像のリンクが RDF

形式で記述されている。さらに人物については「出生地」や「生年月日」、出来事については

「発生場所」や「発生日」など、対象リソースの位置情報や時代情報を提供する。本手法で

は、タイムラインや地図と組み合わせた可視化インタフェースを用いたデジタル展示を構築

するにあたり、これらの情報を利用する。 

 RDFによる展示データの記述例 

上述した RDF スキーマ用いて記述した展示データの例を図 3-20に示す。 

 

 

図 3-20 展示データの記述例 

 

図左部で示した領域は目録データを示し、Web上で公開された資料に関する表題や作成

年月日等を RDFによって記述した例である。図右部は展示データを示し、右上部に展示

テーマ、右中央部に展示資料に関する情報を記述した例を示す。さらに図右下部に示すよう

に、各資料のキーワードを DBpediaで定義されているリソースを用いることにより、概要説明

や関連事項、位置情報などを関連づけて記述する。 
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3.6 まとめ 

本章では歴史学研究支援のための提案手法について述べた。歴史学研究プロセスを構

成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」の各々のプロセスについて、デジタルアーカイブ

と Linked Dataを用いた手法を提案した。また、特に RDFによる中間生成物や成果物の

データ記述方法について述べた。この結果、図 3-21に示すように、異なるプロセスで生成さ

れるデータを統合的に管理する。次章では、歴史学研究支援に向け、このデータを活用する

システムについて述べる。 

 

 

図 3-21 歴史学研究プロセスにおける成果物の RDF 記述例 
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4.1 はじめに 

本章では、第 3章で述べた提案手法を実装するために開発したシステム群について述べ

る。開発したシステム群は、図 4-1に示すように四つのウェブアプリケーションから成る。 

 

 

図 4-1 開発したシステム群の関係図 

 

一つ目は、後述する三つのアプリケーション開発に用いる基盤システム「KASHIWADE」

であり、RDF ストアに対する CRUD操作等のWeb APIを提供する。二つ目は、3.3で述べた

「資料管理」プロセスの支援手法を実装するためのシステムであり、デジタルアーカイブの構

築を支援するパッケージシステムである。三つ目は、3.4で述べた「資料研究」プロセスの支

援手法を実装する資料研究支援システム「PHR（Platform for Historical Study）」である。デジ

タルアーカイブが公開する静的な目録データに対し、研究者が研究目的に応じて動的に研

究データの登録や更新を行い、資料分析を実行するための環境を提供する。四つ目は、3.5

で述べた「成果公開」プロセスの支援手法を実装するためのシステムであり、デジタルアーカ

イブを用いたデジタル展示を支援するパッケージシステムである。以下では、それぞれのシス

テムについて説明する。 

アプリケーション開発基盤
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なお、システムの実装には Javaを使用し、Webブラウザ「Google Chrome」で動作確認を

行った。また、オープンソフトウェアである「Vitruoso[70]」を RDF ストアとして利用している。 

 

4.2 アプリケーション開発基盤「KASHIWADE」 

「KASHIWADE」は、富士通株式会社との共同研究で開発したデジタル資産管理システム

である[71]。本システムは図 4-2に示すように、RDB（Relational Database）や RDF ストアを用

い、画像や Office文書等の各種ファイルに関する情報（メタデータ）を RDFによって管理す

るシステムである。 

 

 

図 4-2 KASHIWADE の概要図 

 

システムが提供する機能は「ファイル管理機能」「RDFモデル管理機能」「プラグイン管理

機能」に大別される。「ファイル管理機能」は各種ファイルのアップロードやダウンロードを行う

機能を提供する。「RDFモデル管理機能」では、各種ファイルのメタデータを用いた

SPARQL検索機能や、メタデータの追加・更新・削除等を行う機能を提供する。「プラグイン
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管理機能」では、システム内に登録されたデータを用い、新たなメタデータの追加や利用を

行うことを目的とし、利用者が目的に応じてプラグインを開発し、それをシステムから呼び出す

ことによって実行可能な機能を提供する。 

KASHIWADEは上述した構想のもと、各種ファイルを管理する単体システムとして開発し

たが、本研究では Linked Dataを用いたアプリケーション開発における基盤システムとして位

置付ける。SPARQL Endpointを用いたアプリケーション開発時に共通して必要となる機能を

KASHIWADEが提供するWeb APIを用いて実行することにより、開発者がアプリケーション

開発やインタフェース設計に注力可能な環境を提供する。KASHIWADEを用いたアプリ

ケーション開発のイメージを図 4-3に示す。 

 

 

図 4-3 KASHIWADE を用いたアプリケーション開発 

 

KASHIWADEがデータを格納する RDBや RDF ストアとの接続設定や機能連携を担当

し、また各種データベースに対するデータ追加や更新、削除等に関するWeb APIを提供す

る。これにより、アプリケーション開発者は KASHIWADEが提供するWeb APIを用いること

で、データベースに対する CRUD操作が可能となる。この利点として、開発者は HTML コー

ディングなどのクライアントサイドの開発に注力することができ、適用ドメインに応じたインタ

Prototype
(Application)

Client

Application

Database

RDB

RDF Store

Common base
“KASHIWADE”

Request

JSONResult

Call API

Query

Result

Web API

Developer

View

Html Coding

Upload file & RDF

Plugin Store

Develop plugin



 

 

 

開発したシステム 

63 

フェース設計を支援する。さらに、データベースに登録されたデータの閲覧や編集を行うイン

タフェースや、データの一括登録や削除を行うための機能およびインタフェースも合わせて

提供する。 

以下、これらのWeb API とインタフェースについて詳述する。 

4.2.1 CRUD操作 API 

KASHIWADEが提供するWeb APIの一覧を表 4-1に示す。KASHIWADEが対象とす

る「RDB」「RDF ストア」「プラグイン DB」毎に CRUD操作を行うWeb APIを提供する。 

 

表 4-1 KASHIWADE が提供する Web API 例 

 

 

例えば、「RDF ストア」に対する「Create」操作を行う場合の使用例を表 4-2に示す。実行

対象とするWeb APIのパスに加え、追加する RDF トリプルの主語（subject）、述語

（predicate）、目的語（object）、そのタイプ（type）、および追加対象とする Graph URIを引数と

して指定する。これにより、あらかじめ KASHIWADEで接続設定を行った RDFストアに対し

て、指定した RDF トリプルが登録される。 

その他のWeb APIに関する説明は、Javadoc[72]で確認することができる。 

 

Objective Target DB Function API Path

Create /resource/add

Read /resource/get

Update /resource/update

Delete /resource/delete

Create /metadata/add

Read /sparql

Update /metadata/update

Delete /metadata/delete

Create /plugin/add

Read /plugin/get

Delete /plugin/delete

Execute /plugin/execute

File API

RDF API

Plugin API

RDB

RDFストア

File Directory
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表 4-2 Web API の使用例 

 

 

4.2.2 RDFデータの管理インタフェース 

ここでは、アプリケーション開発者向けに提供するインタフェースについて述べる。 

 RDFデータの閲覧インタフェース 

RDFデータを閲覧するためのインタフェースの例を図 4-4に示す。 

 

 

図 4-4 RDF データの閲覧インタフェース 

url

subject http://example.com#subject

predicate http://example.com#predicate

object http://example.com#object

type RESOURCE

graphUri http://example.com

<KASHIWADEのURL>/metadata/add

引数
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本インタフェースでは、指定した RDF トリプルの主語について、その述語と目的語、対象ト

リプルが格納されている Graph URIの一覧が表示される。また、述語およびタイプがリソース

である目的語については、そのリソースを主語とする同インタフェースへ遷移するリンクを持

つ。さらに、それぞれの RDF トリプルには編集ボタンが付与されており、データの更新や削

除を行うことができる。 

 

 RDFデータの一括登録インタフェース 

図 4-5に示すインタフェースは、主に RDFデータの一括登録や削除、ダウンロードを行う

ための機能を提供する。RDFデータを一括登録する場合には、登録対象とする RDFファイ

ルと Graph URIを指定して登録する。 

 

 

図 4-5 RDF データの一括登録インタフェース 
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4.3 デジタルアーカイブ構築支援パッケージシステム 

ここでは、デジタルアーカイブの構築支援を目的としたパッケージシステムについて述べ

る。本システムは、3.3で定義した資料管理プロセスの支援要件に基づき、3.3.2で示した支

援手法における「システム構築」プロセスを担う。具体的には、スキーマ定義や資料登録など

の管理者向けのインタフェースと、資料の検索や閲覧などの閲覧者向けインタフェースの二

種類を提供し、デジタルアーカイブ構築時に共通して必要となる標準機能群を提供する。以

下、それぞれの機能について説明する。 

なお、本システムはデータベース接続や RDFデータに対する CRUD操作については、

KASHIWADEが提供するWeb APIを呼び出して利用している。 

4.3.1 パラメータ設定 

多様な資料やドメインを対象としたデジタルアーカイブ構築を支援することを目的とし、適

用要件に応じた違いをパラメータ変更によって対応する。パラメータの設定項目としては、本

システムがアクセス対象とするデータベースやアプリケーションなどに関する「接続設定」と、

管理対象とする目録データの公開／非公開、および表示／非表示を設定する「プロパティ設

定」の二種類から成る。以下、それぞれについて説明する。 

 接続設定 

本システムは 3.3.2のデジタルアーカイブの構築支援手法で述べたように、目録データを

公開する RDF ストアに対し、SPARQL Endpointを用いてアクセスし、抽出結果を検索結果イ

ンタフェースや資料閲覧インタフェース上で可視化するシステムである。そのため、アクセス

対象とする RDF ストアや RDFデータを変更することにより、様々な組織への適用を可能とす

る。この接続設定を行うパラメータとして、表 4-3に示す三項目を設ける。 
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表 4-3 パッケージシステムにおける接続パラメータ 

 

 

一つ目は連携対象とする KASHIWADEの URLである。本項目の設定値に基づき、4.2.1

で述べたWeb APIが利用可能となり、連携対象とするデータベースに対する CRUD操作を

行う。二つ目は検索対象とする Virtuosoサーバが公開する SPARQL Endpointの URLを設

定する項目である。ここで指定された SPARQL Endpointに対し、SPARQL クエリを発行し、

目録データに対する検索を行う。三つ目は検索対象とする Graph URIである。本研究では

目録データ、研究データ、展示データを一元的に管理する手法を提案するため、Graph URI

によって検索対象とするデータの指定を行う。 

 

 プロパティ設定 

デジタルアーカイブの構築においては、資料の検索や閲覧、登録などのインタフェースが

共通して必要となるが、各々のインタフェースにおいて表示する項目は、適用ドメインや資料

の性格によって異なる。このため、適用ドメイン毎にインタフェースの変更が必要となり、構築

コストの増加につながる。 

本パッケージシステムではこの課題の解決を目的とし、アプリケーション側で目録項目の表

示設定などをプロパティのメタデータとして管理する。これは、RDFがプロパティをリソースと

して記述し、プロパティに関するメタデータを記述可能な特徴を活用する。これにより、デジタ

ルアーカイブの構築において、本システムのインタフェースは適用ドメインによらず共通して

利用することができ、また適用ドメインに応じて使用する項目を動的に変更可能とする。 

プロパティの表示・非表示等の選択に利用する設定項目の一覧を表 4-4に示す。設定値

による表示の変化については、後述する各インタフェースの説明時に補足する。これらのパラ

設定項目 設定値の例

1 連携対象とするKASHIWADEのURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/kashiwade/

2 連携対象とするVirtuosoのURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8890/sparql

3 検索対象とするGraph URIのURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/
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メータは 3.3.3.2で述べたプロパティに関するメタデータの一つとして位置づけられる。 

 

表 4-4 プロパティの設定パラメータ 

 

 

4.3.2 スキーマ管理機能 

ここでは 3.3.3.2で述べたスキーマ定義を行うための機能について説明する。3.3.3.2で述

べたように、デジタルアーカイブが扱う資料は、その適用ドメインや資料の性格により、管理

対象とするメタデータ項目（プロパティ）は様々である。したがって、適用ドメインに応じてプロ

パティを設定可能な機能が必要となる。 

上記の実装に向け、ここでは資料のプロパティ定義に用いる RDF スキーマを管理する機

能について述べる。本機能はシステムに登録済みのプロパティを閲覧する「スキーマ閲覧イ

ンタフェース」と、プロパティの追加や更新、削除を行うための「スキーマ編集インタフェース」

から構成される。 

 スキーマ閲覧インタフェース 

図 4-6にデジタルアーカイブが管理対象とするプロパティの一覧を閲覧するためのインタ

フェースを示す。登録済みのプロパティが一覧形式で表示され、それぞれ 3.3.3.2で述べたメ

タデータが表示される。具体的には、各プロパティの URI（QName）、ラベル、説明、値域、お

よび 4.3.1.2で述べたアプリケーションが取り扱うための設定情報が表示される。 

パラメータ名 説明

1 検索項目フラグ
メタデータ検索の項目として

利用するか
TRUE FALSE

2 カテゴリフラグ
検索結果画面の集計項目とし

て利用するか
TRUE FALSE

3 一覧表示フラグ
検索結果画面の各資料の概要

項目として利用するか
TRUE FALSE

4 入力必須フラグ
資料登録時に必須メタデータ

として利用するか
TRUE FALSE

5 Date形式フラグ
対象項目の値をDate形式で扱

うか
TRUE FALSE

値
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図 4-6 スキーマ閲覧インタフェース 

 スキーマ編集インタフェース 

また、スキーマの新規登録や更新、削除を行うための機能を提供するインタフェース例を

図 4-7に示す。各プロパティのメタデータに関する入力欄を用い、プロパティを編集する。 

 

 

図 4-7 スキーマ編集インタフェース 
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4.3.3 資料登録機能 

 個別登録機能 

ここでは、資料を新規に追加するための機能について述べる。資料を登録するためのイン

タフェースを図 4-8に示す。入力欄は必須項目と任意項目から構成される。この項目の必須

／任意の設定は、4.3.1.2で述べた設定情報に基づいて動的に変更させることができる。具

体的には、「入力必須項目」が「TRUE」を持つ場合には必須項目、「FALSE」を持つ場合に

は任意項目として表示される。 

 

 

図 4-8 資料登録インタフェース 

 

 一括登録機能 

組織が管理する大規模な目録データは、MS Excel等によって整理されていることが多

い。このように、整理済みの大規模データを対象としたデジタルアーカイブ構築においては、

3.3.3.3で述べた手法に基づいて RDFデータを作成し、4.2.2.2で述べた KASHIWADEの

RDFデータの一括登録インタフェースを用い、接続対象の RDF ストアへデータを登録する。 
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4.3.4 検索機能 

 検索インタフェース 

図 4-9に資料検索のためのインタフェースを示す。メタデータ別の検索を可能とすることを

目的とし、メタデータ項目（プロパティ）を選択し、その値として検索語を入力する。また、その

値の性格を考慮し、図上部に示す文字列の部分一致による検索と、図下部に示す期間に基

づく検索の二種類を検索方法を提供する。 

 

 

図 4-9 検索インタフェース 

 

先述したように、デジタルアーカイブの適用ドメインにより、検索項目として利用する項目は

様々であり、また値についても「部分一致」や「期間指定」など検索条件に違いがある。このド

メインに応じた違いを 4.3.1.2で述べたパラメータ設定によって対応する。 

具体的には、プロパティのメタデータとして「検索項目フラグ」に「TRUE」が与えられている

場合には、本インタフェースに表示される検索項目の対象とする。さらに、「Date形式フラグ」

に「TRUE」が与えられている場合には、開始年月日と終了年月日を指定する期間に基づく

検索項目として扱われ、図 4-9下部に示したインタフェースの一項目として表示される。 
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 検索結果インタフェース 

検索結果を表示するインタフェースを図 4-10に示す。本インタフェースの画面右部には、

各資料の表題やサムネイル画像などの一覧が表示される。また画面左部には、検索結果とし

て得られた項目毎の資料数の集計結果が表示される。具体的には、検索結果に含まれる対

象項目を持つ資料数と割合、およびその項目に含まれる値別の数量と割合が表示される。

本機能を用いることにより、資料の絞り込みや検索結果の全体像の俯瞰を支援する。 

 

 

図 4-10 検索結果インタフェース 

 

本インタフェースにおいても、パッケージシステムとしての汎用性の確保を目的とし、プロパ

ティ毎のメタデータに基づき、表示する内容を動的に変更する。 

まず、図 4-10の左部に集計結果を表示する項目は、メタデータとして「カテゴリフラグ」に

「TRUE」を持つ各プロパティを表示する。このようなオプションを導入する理由として、「表題」

などの各資料におおむね一意に与えられる項目や、「備考」などの集計を必要としない項目

などが存在するためである。また、図 4-10の右部には、表題やサムネイル画像に加え、「種

別」などの任意のメタデータを表示可能としている。この項目の表示選択について、プロパ
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ティのメタデータ「一覧表示フラグ」の値によって動的に変化させることができる。 

 目録データの閲覧インタフェース 

検索結果の一覧に表示された各資料の表題に付与されたリンクから、図 4-11に示す目

録データの閲覧画面に遷移する。本インタフェースでは、資料画像とその目録データの一覧

が表示される。資料画像をクリックすると、対象画像を拡大・縮小して閲覧可能なインタフェー

スに遷移する。 

 

 

図 4-11 目録データの閲覧インタフェース 

 

また管理者権限でログインしたユーザには、目録データの追加や更新、削除を行う機能を

提供する。図 4-12に目録データの編集インタフェースを示す。資料の各メタデータに対し、

値の更新、およびメタデータの削除が可能である。また、入力する値の表記揺れを防ぐことを

目的とし、選択したプロパティに基づいて、登録済みの値が一覧表示される。 
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図 4-12 目録データの編集インタフェース 
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4.4 資料研究支援システム「PHR」 

ここでは、資料研究支援を目的として開発したシステム「PHR（Platform for Historical 

Study）」について述べる。本システムは 3.4.2に提案した資料研究手法の各プロセスを実現

するための機能群を提供する。本手法の手順を図 4-13に再掲する。以下、この手順に沿っ

て本システムが提供する機能およびインタフェースについて説明する。 

なお、本システムも 4.3で述べたデジタルアーカイブの構築支援パッケージシステムと同

様、SPARQL Endpoint と KASHIWADEを利用するアプリケーションである。 

 

 

図 4-13 提案する資料研究手順（再掲） 

 

ユーザ設定

資料収集
- ローカルストレージの資料登録
- 公開済みの資料登録

資料整理
- メタデータとしての研究データの整理
- 年表情報の整理

資料分析
- 定性的・定量的な分析の組み合わせ

問題設定・仮説立案
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4.4.1 ユーザ設定機能 

本機能は 3.4.3で述べた本システムを利用する研究者のユーザ情報を設定するための機

能である。「資料研究」プロセスにおいては、研究者毎に問題を設定し、その問題解決に向

けた資料の収集や整理、分析を行う。そのため、ユーザ毎にデータ記述領域を設け、複数研

究者間の情報共有を目的とした他者のデータ記述領域との関連づけや、デジタルアーカイ

ブが公開する目録データと研究者が蓄積する研究データを Graph URIを用いて区分する。 

図 4-14にユーザ情報を表示するインタフェースを示す。 

 

 

図 4-14 ユーザ情報および管理対象 Graph URI の閲覧インタフェース 

 

3.4.3で述べたユーザ情報を表現する RDFデータに基づき、各ユーザが取り扱う Graph 

URIの一覧が表示される。本システムから研究対象とする目録データや研究データを検索

する際、本画面に表示される Graph URI群が割り当てられた RDFデータが検索対象とな
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る。また、各ユーザが追加や更新を行う研究データについては、ユーザ毎に与えられたデー

タ記述領域を示す Graph URIが割り当てられた RDFデータが変更対象となる。 

また、本インタフェースは研究対象とする Graph URIの追加や更新、削除を行う機能も合

わせて提供する。本機能を利用することにより、研究者が目的に応じて、研究対象資料とす

るデータの追加や変更を行うことができる。 

4.4.2 収集機能 

ここでは 3.4.4で述べた資料収集プロセスを対象とし、収集した資料をシステムに登録する

ための機能について述べる。本機能は研究者が個々に資料を登録するための機能と、他の

システムが提供する SPARQL Endpointを用いてデータを一括登録する機能の二つから構

成される。これらの機能は基本的に 4.3.3で述べたデジタルアーカイブ構築支援パッケージ

が提供する資料登録機能と同一の機能およびインタフェースを提供する。 

前者については、まず研究者のローカルストレージに保存された資料をオンラインストレー

ジにアップロードし、資料にアクセス可能な URLを取得する。次に、4.3.3.1で示した資料登

録インタフェースから対象 URLを用いた資料情報の登録を行う。 

後者については、研究資料を公開する SPARQL Endpointに対して検索クエリを発行し、

研究者が必要とする資料および目録データに関する情報をMS Excel形式で取得する。次

に、3.3.3で述べたプロセスに基づき、スキーマ定義を行った上で RDFデータを作成し、

4.3.3.2で述べた機能を用いてシステムに一括登録する。 

4.4.3 整理機能 

ここでは 3.4.5で述べた資料整理プロセスを対象とし、研究データを資料のメタデータとし

て登録する機能と、変遷史分析に用いる年表情報を登録する機能について述べる。 

 研究データの管理機能 

4.3.2のデジタルアーカイブ構築支援パッケージにおけるスキーマ管理機能で述べたよう

に、管理対象とする資料のメタデータは利用目的や資料の性格によって異なる。特に、「資

料研究」プロセスにおいては、研究者毎に問題を設定するため、その解決に向けた資料整
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理および分析に必要なメタデータは様々である。そのため、本システムも 4.3.2で述べたス

キーマ編集インタフェースを提供し、研究者が目的に応じたプロパティを定義する。これによ

り、研究者が研究の進行に応じて、項目の追加や更新を動的に行う。さらに、項目の説明や

値域を定義することにより、複数研究者間の情報共有を支援する。 

4.4.2で登録された資料の一覧およびその詳細は 4.3.4で述べたインタフェースと同一の

機能を用いて管理する。特に検索結果の一覧画面では、項目毎の集計結果および一覧表

示する資料の概要情報として表示する項目を動的に変更し、利用者（研究者）の研究目的に

応じた資料管理を行う。また資料情報の詳細を表示するインタフェースにおいては、研究目

的に応じたプロパティを用い、資料の閲覧と並行して研究者が必要とする情報をメタデータと

して登録する。 

 

 年表情報の管理機能 

本機能は 3.4.5.2で述べた年表情報を管理するためのインタフェースを提供する。3.4.5.2

で述べたように、本研究では年表と資料の出現頻度に基づく定量的な分析を行うことにより、

資料分析を支援する。その実装に向け、ここでは年表情報の登録、および管理インタフェー

スについて述べる。 

年表情報の登録については、4.3.3で述べた資料登録機能と同等の機能を用い、年表の

個別登録および一括登録を行う。特に個別登録機能については、3.4.5.2で述べた年表を記

述するために定義したスキーマ（プロパティ）に基づいて入力項目が表示され、各々のプロパ

ティのメタデータ「入力必須フラグ」の値によって、必須項目か任意項目かの振り分けを行う。 

登録した年表情報の閲覧については、図 4-15に示すインタフェースを用いる。年表の「カ

テゴリ」情報毎に出来事をタイムライン形式で表示する。なお、本インタフェースの構築には、

jQuery ライブラリである「vis.js[73]」を用いた。 
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図 4-15 年表情報の閲覧インタフェース 

 

4.4.4 分析機能 

本機能は 3.4.6で述べた資料分析を支援するインタフェースを提供する。3.4.6で述べたよ

うに、本研究ではデジタルアーカイブが公開する大規模な目録データを活用し、定量的な資

料分析を支援する。定量的な分析を支援する機能として、年表と資料の出現頻度に基づく

「変遷史の可視化機能」と「分類結果の可視化機能」の二つを提供する。 

 変遷史の可視化機能 

図 4-16に年表と資料の出現頻度に基づく変遷史の分析を支援するインタフェースを示

す。画面上部には年表情報、画面下部には資料の出現頻度がタイムライン形式で表示され

る。それぞれタイムスケールを変更することができ、一方を変更すると、他方も同一のタイムス

ケールに変更される。また、資料の出現頻度を表示する棒グラフをダブルクリックすることで、

対象資料の一覧を閲覧することができる。これらの機能を用いることより、ある出来事に関す

る資料の出現頻度やその一覧を確認することができ、変遷史の資料分析を支援する。 
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図 4-16 年表と資料の出現頻度に基づく変遷史分析インタフェース 

 

表示する年表、および資料の種別は図 4-17に示すインタフェースから選択することがで

きる。また設定項目とそのオプションの一覧を表 4-5に示す。「タイムライン」または「棒グラ

フ」から選択する可視化方法や、横軸・縦軸として用いる資料のプロパティを設定することが

できる。さらに、「タイムライン」形式による可視化を選択した際には、横軸に用いる年代情報

のスパンや、表示する年表のカテゴリを複数選択可能な入力項目が表示される。これらを

ユーザが自由に設定することにより、研究目的に応じた資料分析を支援する。 
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図 4-17 分析項目の設定インタフェース 

 

表 4-5 設定項目とオプションの一覧 

 

表示名 説明 値 値の説明 備考

Timeline タイムライン形式

Bar graph 棒グラフ形式

Horizontal axis 横軸の項目 「作成日」など 項目の一つ

Vertical axis 縦軸の項目 「資料」など 項目の一つ

Day 日別

Month 月別

Year 年別

Category 年表の種類
「戦後史年表」

など

年表情報のカテゴ

リ（複数）

Graph Typeで

「Timeline」

を選択時

stack 積み上げ

sideBySide 並列

SPARQL Query クエリ ※任意

Graph Typeで

「Timeline」

を選択時

Graph Option
グラフの表

示方法

Timespan
横軸の時間

間隔

Graph Type 可視化方法
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 分類結果の可視化機能 

資料分析を支援するもう一つの機能として、図 4-18に示す分類結果の可視化インタ

フェースを提供する。本機能は 4.4.3.1で述べた資料のメタデータとして管理する研究データ

を利用し、各プロパティの値ごとに資料の出現頻度を棒グラフと円グラフで表示する。これら

の分類結果が検索クエリ毎に自動生成されるため、研究者が目的に応じて分類した資料群

の全体像を俯瞰することを支援する。 

 

 

図 4-18 分類結果の可視化インタフェース 
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4.5 デジタル展示パッケージシステム 

ここでは、デジタルアーカイブを用いたデジタル展示を目的としたパッケージシステムにつ

いて述べる。本システムは、3.5で定義した要件に基づき、3.5.2で示した支援手法における

「システム構築」プロセスを担う。具体的には、展示資料の登録インタフェースと可視化を行う

展示インタフェースの二つを提供する。以下、それぞれの機能について説明する。 

なお、本機能は 4.2で述べたデジタルアーカイブ構築支援パッケージのアドオン機能とし

て用い、導入対象とするデジタルアーカイブの一機能として用いる。 

4.5.1 パラメータ設定 

本システムは 3.5.2のデジタル展示を用いた成果公開プロセスの支援手法で述べたよう

に、目録データや研究データ、展示データを管理・公開する RDF ストアに対し、SPARQL 

Endpointを用いてアクセスし、地図や年表との組み合わせによる多角的な資料提供を行うシ

ステムである。そのため、検索および可視化対象とするデータを変更することにより、様々な

組織への適用を可能とする。これらは 4.3.1のデジタル構築支援パッケージシステムにおけ

る接続パラメータと同一であるため、詳細はそちらを参照されたい。 

4.5.2 登録機能 

展示資料および展示テーマの登録については、4.3.3で述べた資料登録機能と同等の機

能を用い、個別登録および一括登録機能の二つの提供する。特に個別登録機能について

は、3.5.3で述べた展示資料および展示テーマを記述するためのスキーマ（プロパティ）に基

づいて入力項目が表示され、各々のプロパティのメタデータ「入力必須フラグ」の値によっ

て、必須項目か任意項目かの振り分けを行う。 

4.5.3 展示機能 

ここでは、登録した展示資料を可視化するインタフェースについて述べる。可視化の方法

については、展示テーマに基づいて様々な方法が考えられるが、本手法では東洋文庫をは
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じめとする過去の企画展において、展示テーマによらず共通する情報提供手法を標準機能

として定めた。具体的には、展示資料の一覧表示インタフェース、年代に基づくタイムライン

表示インタフェース、および位置情報に基づくマップ表示インタフェースの三つを標準機能と

して提供する。その他、階層構造に基づく可視化や事物のつながりに基づくネットワーク表示

などのインタフェースについては、適用ドメインに応じてアドオン機能として構築する。 

以下では本パッケージシステムが提供する標準機能について述べる。 

 一覧表示インタフェース 

図 4-19に展示資料の一覧表示インタフェースを示す。本インタフェースでは、システムに

登録された展示テーマ毎に展示資料が一覧表示される。各展示資料には、3.5.3で定義した

スキーマに基づき、「展示資料名」や「キャプション」、展示資料に関するキーワードが表示さ

れる。キーワードに関しては、DBpediaから抽出した各記事の「ラベル名」「コメント」および

「サムネイル画像」などを合わせて表示する。 

 

 

図 4-19 展示資料の一覧表示インタフェース 

 

展示資料名

キャプション

キーワード

展示品一覧
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 タイムライン表示インタフェース 

資料の年代情報に基づくタイムライン表示インタフェースを図 4-20に示す。展示資料の

プロパティ「dcterms:date」の値を利用し、資料をタイムライン形式で表示する。タイムライン上

の資料を選択すると、画面上部に「キャプション」や「キーワード」などの対象展示資料の詳細

情報が表示される。また、3.4.5.2で述べた RDFデータによって記述する年表情報を利用す

ることにより、展示資料だけでなく、関連する出来事を同一インタフェース上に合わせて表示

する。これにより、展示資料が作成された意図や時代背景などの補完を支援する。 

 

 

図 4-20 年代情報に基づく展示資料のタイムライン表示インタフェース 

 

 マップ表示インタフェース 

図 4-21に資料の作成場所や出版地などの位置情報に基づくマップ表示インタフェースを

示す。DBpediaから抽出した緯度経度に関する位置情報を利用し、該当する展示資料を

Google Map上にマッピングする。また、それぞれの位置情報毎に資料数がマーカー上に表

示される。このマーカーを選択することにより、その位置情報の詳細情報や関連資料の一覧

が表示され、展示資料に対する視覚的な理解を支援する。 
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図 4-21 位置情報に基づくマップ表示インタフェース 

 

4.6 まとめ 

本章では、第 3章で述べた提案手法を実装するために開発したシステム群について述べ

た。具体的には、歴史学研究プロセスを構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」の

各々のプロセスを支援するシステム群、およびそれらのシステム構築に共通する機能をWeb 

API として提供するアプリケーション開発基盤「KASHIWADE」について述べた。 

各々のシステムは SPARQL Endpointを利用したアプリケーションであり、成果は Linked 

Data として一元管理される。これにより、RDF ストアに蓄積されるデータを異なるプロセス間

で相互に利用し、開発したシステム群全体で歴史学研究を支援する。 
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5.1 はじめに 

本章では、3.3で提案した手法をデジタルアーカイブ構築事例に適用し、有用性と汎用性

の検証を行う。具体的には、Web上で資料の検索や閲覧が可能なデジタルアーカイブを構

築し、提案手法および 4.2で述べたシステムが提供する機能群の有用性を検証する。汎用

性については、複数のデジタルアーカイブ構築事例への適用を通じて評価する。 

 

本章で対象とする事例の一覧を表 5-1に示す。構築目的は大きく二種類に分けられ、「組

織におけるデジタルアーカイブ構築」と「複数のデジタルアーカイブに対する横断検索を可

能とするポータルサイト構築」とする。前者は既に目録データの整備が完了している組織を対

象とし、対象データの RDFデータ化、および SPARQL Endpointを用いたシステム構築を行

う。後者は SPARQL Endpointを提供するデジタルアーカイブを対象とし、それらのデジタル

アーカイブが個別に公開している資料を横断して検索可能なポータルサイトの構築を目的と

する。 

以下、それぞれの適用事例について述べる。 

 

表 5-1 デジタルアーカイブの構築対象とする資料一覧 

 

 

  

節 目的 対象資料 資料数

5.2 平賀譲文書（柏図書館） 5,491件

5.3 東洋文庫 399,873件

5.4 東京大学文書館 23,234件

5.5
複数のデジタルアーカイブに対す

る横断検索ポータルサイトの構築

東京大学で公開されてい

るデジタルアーカイブ群
45,481件

各組織を対象としたデジタルアー

カイブの構築
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5.2 平賀譲文書 

本節では、東京大学柏図書館が所蔵する『平賀譲文書』を対象としたデジタルアーカイブ

の構築事例について述べる。 

5.2.1 はじめに 

海軍造船中将および第 13代東京帝国大学総長であった平賀譲は生涯を通じて、艦艇計

画・建造関係の技術資料を中心とする約 44,000点の資料を収集・所蔵していた。その後、遺

族が保管していたものを、平賀譲の高弟であった元海軍造船大佐牧野茂氏、平賀総長最後

の卒業式訓辞を船舶工学科卒業生として聞かれた内藤初穂氏が中心となって整理し、東京

大学史史料室に寄託されていたものが『平賀譲文書』である。平賀譲文書には図面や日記、

写真など様々な資料が含まれており、造艦史・海軍史・教育史などの研究において有益とな

りうる資料が多数含まれている。 

図 5-1は八八艦隊計画の第一号艦であった戦艦「長門」の改正図である。機関や弾火薬

庫のある主要部のみを徹底的に防御し、前後は多数の防水区間を設けて浸水の拡大を防ぐ

集中防御方式などを確認することができる[74]。 
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図 5-1 軍艦長門改正図[75] 

 

しかし平成 14（2002）年当時は段ボール二十数箱に整理されており、また青焼き図面など

資料の破損や劣化が進んでいるものが数多く存在した。この平賀譲文書の保存と一般公開

に向け、資料をデジタル化し、インターネット上で公開したものが「平賀譲デジタルアーカイ

ブ」である。この資料のデジタル化と目録データの整理は、平成 19（2007）年度の科学研究

補助金「平賀譲文書のディジタルアーカイブ公開並びに研究体制構築と産業技術史的研

究」によって体制が整備され、前出の畑野氏の協力を持って進められた。そして平成 20

（2008）年 4月に東京大学附属図書館の電子化コレクションの一つとして公開が開始された

が、平成 26（2014）年 5月にセキュリティ上の問題のため一旦閉鎖された。 

本適用事例では、この一旦閉鎖された平賀譲デジタルアーカイブの再公開にあたり、

Linked Dataを用いたデジタルアーカイブの再構築を行う。 
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5.2.2 データ作成 

 目録データ例 

MS Excelによって管理された平賀譲文書の目録データの例を表 5-2に示す。約 44,000

点の資料が 5,232件の目録データに分類され、それぞれに表題や作成年月日、カテゴリ等

のメタデータが整理されている。 

 

表 5-2 MS Excel で管理された平賀譲文書の目録データ例 

 

 

 スキーマ定義 

この目録データに基づき、表 5-3に示す RDF スキーマを定義した。 

必須項目として、dcterms:titleには目録項目「標題項目」を与えた。また任意項目として、

表 5-3に示したプロパティを与え、基本的には dcndlや dctermsが提供する既存の語彙を

利用した。また、「カード目録」や「文書記述形式」などの既存の語彙では対応付けができな

い項目については、名前空間「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/hiraga/property」を独自に定義

し、接頭辞として「hp」を与えた。 

ID

中

分

類

ID

小

分

類

ID 標題 文書種類 文書記述形式 枚数 年月日〔新〕

1001 1 1 製艦費ノ減少ニ就テ 意見書 海軍罫紙タイプ印刷 29 1929/2/28

1002 1 1 〔人名一覧〕 人名一覧 万国工業会議用箋タイプ 1

1002 1 2
〔打合会延期通知〕

打合会延期通

知 万国工業会議用箋タイプ 1 1929/8/20

1002 1 3 〔平賀宛書翰〕 平賀宛書翰 便箋ペン書き 1

1002 1 4 〔講演題目？〕 講演題目？ 罫紙ペン書き 1

1002 2 1

昭和四年十月廿三日　万国工業会

議会議委員長　稲田三之助　平賀

譲殿 平賀宛書翰

万国工業会議用箋ペン書

き 2 1929/10/23

1002 3 1

EXTRA EDITION OF OFFICIAL

BULLETIN THE WORLD

ENGINEERING CONGRESS

TOKYO 1929

万国工業会告

示 英文印刷物 1 1929/10/31

1002 4 1

昭和四年十月廿七日　万国工業会

議会議委員長　稲田三之助　平賀

譲殿 平賀宛書翰 万国工業会議用箋タイプ 2
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表 5-3 目録データを記述するための RDF スキーマ 

 

 RDFデータ作成 

既存の目録データと定義した RDF スキーマを用いて作成した RDFデータの例を図 5-2

に示す。これを 4.2.2.2で述べた RDFデータの登録機能を用い、対象とする RDF ストアに登

録した。なお、登録する Graph URI として「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/hiraga/」を用いた。 

 

 

図 5-2 作成した RDF データの例 

QName 既存の項目名 値の例 値域
必須/

任意

1 dcterms:title 表題 製艦費ノ減少ニ就テ rdfs:Literal 必須

2 rdf:type クラス

【固定】

http://ndl.go.jp/dcndl/terms/Bib

Resource

rdfs:Resource 必須

3 rdfs:seeAlso 文書種類

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/show?id=100

10101

rdfs:Resource 任意

4 dcndl:dateDigitized 登録年 2007^^xsd:gMonth rdfs:Literal 任意

5 dcndl:localCallNumber 資料ID 10010101^^xsd:integer rdfs:Literal 任意

6 dcterms:date 作成日 1929-02-28^^xsd:date rdfs:Literal 任意

7 dcterms:description 備考 rdfs:Literal 任意

8 dcterms:extent 枚数 29^^xsd:integer rdfs:Literal 任意

9 dcterms:publisher 所蔵 東京大学柏図書館 rdfs:Literal 任意

10 hp:card 目録 製艦費ノ減少ニ就テ rdfs:Literal 任意

11 hp:category カテゴリ 論文 rdfs:Literal 任意

12 hp:format 文書記述形式 海軍罫紙タイプ印刷 rdfs:Literal 任意

13 hp:type 文書種類 意見書 rdfs:Literal 任意
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5.2.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.3で述べたデジタルアーカイブの構築支援パッケージシステムを用い、システム構

築を行う。4.3.1で述べたパラメータの設定値を表 5-4に示す。 

 

表 5-4 平賀譲デジタルアーカイブの構築におけるパラメータ設定 

 

 

 システム概要 

構築したデジタルアーカイブの概要を表 5-5に示す。提供資料数は 5,491件であり、明

治 16（1883）年から平成 5（1933）年に作成された資料を対象としている。 

 

表 5-5 平賀譲デジタルアーカイブのシステム概要 

 

 

設定項目 設定値の例

1
連携対象とするKASHIWADEの

URL

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/kashiwade8891/

2 連携対象とするVirtuosoのURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8891/sparql

3 検索対象とするGraph URIのURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/

資料数 5,491件

対象年 明治16（1883）年～平成5（1933）年

システムURL http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/hiraga/
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 ユーザインタフェース例 

図 5-3に平賀譲デジタルアーカイブの検索インタフェースを示す。4.3.1.2で述べたプロパ

ティのパラメータ設定を利用し、図左部に表示するカテゴリ項目として、資料の分類を示す

「目録」「カテゴリ」や資料の「作成日」、葉書や写真、図面などを値として持つ「文書種類」、

青焼き図面や手書きなどを値として持つ「文書記述形式」などを設定した。これにより、軍艦

の設計図面をはじめとする技術資料や、平賀の行動記録に関する日記や写真など、多様な

観点からの資料検索・閲覧を支援する。 

 

 

図 5-3 平賀譲デジタルアーカイブの検索インタフェース 

 

図 5-4には資料の閲覧インタフェースを示す。画面左部には資料の目録データの一覧が

表示され、画面右部には画像資料が表示される。それぞれ画像資料は拡大表示することが

可能であり、設計図面などの細部を閲覧することができる。 
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図 5-4 平賀譲デジタルアーカイブの資料閲覧インタフェース 

 

また、平賀文書が画像資料である特徴を考慮し、アドオン機能として画像情報に基づく類

似画像検索インタフェースを提供する。ある軍艦の一般配置図の形状をクエリとし、類似画像

を一覧表示した例を図 5-5に示す。目録データだけでなく、画像情報を用いることにより、多

角的な観点による資料検索を支援する。なお、本機能については本研究のスコープとは異

なるため詳細は割愛するが、画像特徴量として局所エッジヒストグラム[76]を用い、実装には

オープンソースライブラリである LIRE[77]を利用している。 
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図 5-5 平賀譲デジタルアーカイブの類似画像検索インタフェース 
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5.3 東洋文庫 

本節では、東洋文庫の所蔵資料を対象としたデジタルアーカイブの構築事例について述

べる。 

5.3.1 はじめに 

東洋文庫[78]は、広くアジア全域の歴史と文化に関する東洋学の専門図書館ならびに研

究所である。東洋文庫の蔵書は、漢籍を含むアジア諸地域歴史文献（チベット語、タイ語、ア

ラビア語、ペルシア語、トルコ語など諸言語文献）、欧文資料および和書の三つに大別され、

所蔵総数は約 95万冊である。これらの文献資料は原則としてすべて公開され、オンライン検

索に対応するためのデータベース化も進められている。 

 所蔵資料の特徴 

東洋文庫の特徴として、アジア諸地域をはじめ、管理対象とする資料の対象領域が広いこ

とが挙げられる。そのため、図 5-6に示すように、所蔵資料は雑誌や古典籍などの資料種

別、および欧米や東アジアなどの地域によって分類されている。 

 

 

図 5-6 東洋文庫の所蔵図書類 
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東洋文庫の所蔵資料検索の課題として、所蔵図書類毎に異なるインタフェースおよびシス

テムによって管理されており、これらを横断して検索することできない点が挙げられる。本適

用事例では、これらの所蔵図書類を横断して検索可能なデジタルアーカイブを構築すること

を目的とする。 

5.3.2 データ作成 

資料種別の一つ「日本語逐次刊行物」に含まれる資料の目録データをMS Excelによって

記述した例を表 5-6に示す。 

 

表 5-6 MS Excel で管理された資料種別「日本語逐次刊行物」の目録データ例 

 

 

この目録データに基づき、表 5-7に示す RDF スキーマを定義した。 

必須項目として、dcterms:titleには「タイトル責任表示項目」を与えた。また任意項目とし

て、表 5-6に示すプロパティを与えた。基本的には dcndlや dctermsが提供する既存の語

彙を利用した。また、継続元や継続先などの既存の語彙では対応付けができない項目につ

いて、名前空間「http://kashiwade.org/2012/09/kd#」を独自に定義し、接頭辞として「kd」を与

えた。さらに上述した資料種別については、プロパティ「dcterms:isPartOf」を用いた。 

URL タイトル責任表示 出版事項
形態的記

述
所蔵 発行国 発行頻度 請求記号 資料種別

http://124.33.215.236/open/

show_detail_open_jpmag.ph

p?targetid=404788117

華西大学博物館専刊

= West China Union

University Museum

Monograph Series

成都 : 華

西大学博

物館

B5

単行書扱

(→CV-5-

C-87)

cc
管替[単

中]

日本語逐次

刊行物

http://124.33.215.236/open/

show_detail_open_jpmag.ph

p?targetid=566183

東洋文化國際學術會

議論文集 =

Academic

Conference for

Asiatic Studies

ソウル

[Seoul] :

成均館大

學校大東

文化研究

院

B5

単行書扱

(→KVII-

3-1336)

ko
管替[単

韓]

日本語逐次

刊行物

http://124.33.215.236/open/

show_detail_open_jpmag.ph

p?targetid=509037

南島文化 = Bulletin

of the Institute of

Ryukyuan Culture

宜野湾 :

沖縄国際

大学南島

文化研究

所

B5

1号

(1979)-

29,31-32

号(2010)

ja 年刊 JX-141-+
日本語逐次

刊行物
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表 5-7 目録データを記述するための RDF スキーマ 

 

 

既存の目録データと定義した RDF スキーマを用いて RDFデータを作成し、4.2.2.2で述

べた RDFデータの登録機能を用い、対象とする RDF ストアに登録した。なお、登録する

QName ラベル 値の例 値域
必須/

任意

1 dcterms:title タイトル責任表示

文明のクロスロード = Museum

Kyusyu.  The Crossroads of

Civilizations

rdfs:Liter

al
必須

2 rdf:type Type
http://ndl.go.jp/dcndl/terms/BibResou

rce

rdfs:Reso

urce
必須

3 rdfs:seeAlso SeeAlso
http://124.33.215.236/open/show_deta

il_open_jpmag.php?targetid=508556

rdfs:Reso

urce
必須

4 kd:heading1 heading1 Museum Kyusyu編集委員会
rdfs:Liter

al
任意

5 kd:ISSN ISSN 0287-2757
rdfs:Liter

al
任意

6 kd:一般注記 一般注記
rdfs:Liter

al
任意

7 kd:出版事項 出版事項 福岡 : 博物館等建設推進九州会議
rdfs:Liter

al
任意

8 kd:叢書名 叢書名
rdfs:Liter

al
任意

9 kd:版 版
rdfs:Liter

al
任意

10 kd:継続元 継続元
rdfs:Liter

al
任意

11 kd:継続先 継続先
rdfs:Liter

al
任意

12
dcndl:publicationPla

ce
発行国 ja

rdfs:Liter

al
任意

13
dcndl:publicationPer

iodicity
発行頻度 季刊

rdfs:Liter

al
任意

14 dcndl:volumeRange 所蔵
1巻1号(通巻1号)(1981)-8:2,8:4-10:1,17

巻4号(通巻66号)(2000)

rdfs:Liter

al
任意

15
dcndl:localCallNumb

er
請求記号 JX-207

rdfs:Liter

al
任意

16 dcterms:isPartOf 上位階層 日本語逐次刊行物
rdfs:Liter

al
任意

17 dcterms:extent 形態的記述 B5
rdfs:Liter

al
任意



 

 

 

資料管理事例 

100 

RDFデータの Graph URI として「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/toyo/」を用いた。 

5.3.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.3で述べたデジタルアーカイブの構築支援パッケージシステムを用い、システム構

築を行う。4.3.1で述べたパラメータの設定値を表 5-8に示す。 

 

表 5-8 東洋文庫デジタルアーカイブの構築におけるパラメータ設定 

 

 

 システム概要 

構築したデジタルアーカイブの情報を表 5-9に示す。提供資料数は 339,873件であり、

資料種別数は 54件である。 

 

表 5-9 東洋文庫デジタルアーカイブのシステム概要 

 

 

設定項目 設定値

1
連携対象とするVirtuoso

のURL

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8890/sparql

2
連携対象とする

KASHIWADEのURL

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/kashiwade8

890/

3
検索対象とするGraph

URI

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/toyo/

資料数 399,873件

資料種別数 54件

システムURL http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/toyo/
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 ユーザインタフェース例 

図 5-7に東洋文庫デジタルアーカイブの検索結果インタフェースを示す。図左部に示す

ように、異なる資料種別を持つ資料を横断して検索可能なインタフェースを提供する。 

 

 

図 5-7 資料種別を横断した資料検索 

 

また、東洋文庫では図書だけでなく、論文や展示資料をそれぞれ管理しているため、それ

らを統合的に検索するインタフェースをアドオンとして構築した。例えば「アヘン戦争」に関す

る図書、論文、展示資料を表示したインタフェース例を図 5-8に示す。本機能の実装におい

ては、5.3.2で述べた RDFデータ作成プロセスにおいて、図書資料だけでなく、論文、展示

資料についてもそれぞれプロパティを定義し、さらにメタデータとして「アヘン戦争」などの

資料種別を横断した資料検索
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キーワードを与えた。このプロセスによって作成した RDFデータに対して検索を行うことで、

共通のキーワードを持つ図書、論文、展示資料を横断して表示することができる。 

 

 

図 5-8 図書、論文、展示資料の統合検索インタフェース例 

 

  

展示情報図書情報

論文情報 DBpedia
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5.4 東京大学文書館 

本節では、東京大学文書館の所蔵資料を対象としたデジタルアーカイブの構築事例につ

いて述べる。 

5.4.1 はじめに 

 東京大学文書館 

東京大学文書館とは、東京大学百年史編集室および東京大学史史料室で収集した資料

及び成果を引き継ぎ、以下を使命とする組織である。（東京大学文書館 HP[79]より抜粋） 

 

“東京大学にとって重要な法人文書及び本学の歴史に関する資料等の適正な管理、保存

及び利用等を行うことにより、本学の教育研究に寄与する”  

 

本文書館が所蔵する資料は大きく『特定歴史公文書等』と『歴史資料等』の二種類に分け

られる。『特定歴史公文書等』とは、東京大学の教職員が職務上作成・収受し、組織的に用

いてきた文書等（法人文書等）のうち、歴史資料として重要なものとして東京大学文書館に移

管された資料である。『歴史資料等』は、歴史的・文化的な資料、または学術研究用の資料と

して、東京大学に関係する団体や個人等から収集した資料である。 

 

 文部省往復 

前者の『特定歴史公文書等』に含まれる資料の一つに『文部省往復』がある。文部省往復

とは以下に示す資料である。（東京大学文書館 HP[80]より抜粋） 

 

“東京大学と文部省との間でやりとりされた公文書綴です。日本近代高等教育の成立期の

稀少な歴史資料です。これは 2013年 2月に重要文化財指定を受けており、学術的に重要

な資料として評価を得ています。”  
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東京大学文書館では、科学研究費プロジェクト「文部省往復を基幹とした近代日本大学史

データベース」（吉見俊哉教授代表・課題番号 15HP8023）を通して、明治期分 137簿冊分

のデジタル画像化・メタデータ作成作業を完了させている。 

具体的には、東京大学の前身である南校において記録・保存された日誌や諸省とのやり

取りの記録、職員録などが含まれる。文部省往復の例を図 5-9に示す。1872年に作成され

たお雇い外国人の給与に関する記述のある資料や、1877年に文部省より「東京大学と称す

る」と通達された資料などが含まれる。 

 

 

図 5-9 文部省往復の例 

 

これらの成果物は本文書館の HP[80]にて公開されている。ただし、現在は簿冊毎のメタ

データを表形式で表示するWebページを設け、対象簿冊の画像をまとめた PDFファイルと

ともに提供する公開方法を採っている。このため、「簿冊を横断した資料検索ができない」「画

像とメタデータ（目録データ）を人手で紐づける必要がある」などの課題が存在する。 

本適用事例では、上記の課題解決に向け、文部省往復を対象としたデジタルアーカイブ

の構築を目的とする。 
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5.4.2 データ作成 

表 5-10に『文部省往復』の目録データをMS Excelによって記述した例を示す。 

 

表 5-10 MS Excel で管理された目録データ例 

 

 

この目録データに基づき、表 5-11に示すプロパティを定義した。必須項目として、

dcterms:titleには目録項目「title」を与えた。また任意項目として、表 5-11に示すプロパティ

を与えた。基本的には dcndlや dctermsが提供する既存の語彙を利用した。また、差出人名

前や受取人名前などの既存の語彙では対応付けができない項目については、名前空間

「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/utarchives/property/」を独自に定義し、接頭辞として「ap」を用い

て URIを与えた。 

 

identifier title 差出人名前 受取人名前 簿冊名　※漢数字（全角表記）目次分類（部）

シリーズ名 簿冊番号 整理番号（件番号）

S0001 Mo001 1 御雇教師仏人カロー御暇相成
度旨伺済之処猶三月期迄差置

文部省 南校 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 2 大学大丞加藤弘之ニ本官ヲ以
テ孛語字彙対訳専務被仰付候

太政官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 3 大学大助教肥田昭敷大学権少
丞正七位ニ任叙ノ旨太政官ヨリ

太政官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 4 大学中博士箕作麟祥大博士正
六位ニ任叙ノ旨太政官ヨリ達書

太政官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 5 緒方儀一ヲ地理権正従七位ニ
任叙ノ旨太政官ヨリ達書

太政官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 6 大学大博士兼大典醫佐藤尚中
ヲ大学大丞兼大学大博士大典

太政官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 7 長大学少丞ヲ制度局兼勤仰付
之旨弁官ヨリ達書

辯官 大學 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 8 大学少博士河津祐之謹慎被免
候旨太政官ヨリ達書

太政官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 9 大学少丞長炗欽差大臣伊達宗
城エ随行ノ旨弁官ヨリ達書

辯官 南校 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 10 小中村清矩神祇官大史エ転任
ニ付当校当任被免ノ旨弁官ヨリ

辯官 大學 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 11 権大史長光大学少丞従六位ニ
任叙ノ旨弁官ヨリ達書

辯官 大学 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 12 谷森諸陵助大学出仕ニ被仰付
ノ旨弁官ヨリ達書

辯官 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 13 大学大助教池田政懋副島参議
エ魯国差遣随行ノ旨太政官ヨリ

太政官 大学 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 14 田中大学中助教外二名ヲ大学
大助教従七位ニ任叙ノ旨弁官ヨ

辯官 大学 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 15 松山勤大学大助教被仰付ノ旨
ニテ弁官ヨリ達書

辯官 大學 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 16 林六九蔵ヲ主記ニ任スル旨ニテ
弁官ヨリ達書

辯官 大學 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部

S0001 Mo001 17 従七位木村正辞大学出仕被仰
付ノ旨ニテ弁官ヨリ達書

辯官 大学 文部省及諸向
往復附校内雑

達之部
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表 5-11 目録データを記述するためのプロパティ 

 

 

既存の目録データと定義したプロパティを用いて作成した RDFデータについて、4.2.2.2

で述べた RDFデータの登録機能を用い、対象とする RDF ストアに登録した。なお、登録す

る RDFデータの Graph URI として「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/utarchives/」を用いた。 

URI ラベル 値の例 値域
必須/

任意

1 dcterms:title title

御雇教師仏人カロー御暇相成度旨伺済之処

猶三月期迄差置就テハ仏人リヘロールハ御

雇増ノ宛ニ取計候旨伺之通文部省ヨリ御達

rdfs:Liter

al
必須

2 rdf:type Type http://ndl.go.jp/dcndl/terms/BibResource
rdfs:Reso

urce
必須

3 rdfs:seeAlso SeeAlso

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/utarchives/detail?resource

Uri=http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/bib/S0001/Mo001/1

rdfs:Reso

urce
必須

4 ap:sender 差出人名前 文部省
rdfs:Liter

al
任意

5 ap:receiver 受取人名前 南校
rdfs:Liter

al
任意

6 ap:目次分類（部） 目次分類（部） 達之部
rdfs:Liter

al
任意

7
dcndl:publicationPla

ce
Coverage 東京

rdfs:Liter

al
任意

8 dcndl:seriesTitle 簿冊名
文部省及諸向往復附校内雑記　明治四年ノ

分弐冊ノ中甲号

rdfs:Liter

al
任意

9
dcndl:localCallNumb

er
整理番号（件番号） 1^^xsd:integer

rdfs:Liter

al
任意

10 dcterms:language Language ja
rdfs:Liter

al
任意

11 dcterms:isPartOf 簿冊
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/bib/S0001/Mo001

rdfs:Reso

urce
任意

12 dcterms:extent 数量 2^^xsd:integer
rdfs:Liter

al
任意

13 dcterms:date 作成日 1871-11-13^^xsd:date
rdfs:Liter

al
任意



 

 

 

資料管理事例 

107 

5.4.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.3で述べたデジタルアーカイブの構築支援パッケージシステムを用い、システム構

築を行う。4.3.1で述べたパラメータの設定値を表 5-12に示す。 

 

表 5-12 東京大学文書館デジタルアーカイブの構築におけるパラメータ設定 

 

 

 システム概要 

構築したデジタルアーカイブの情報を表 5-13に示す。提供資料数は 23,234件であり、

明治 14（1881）年から昭和 59（1984）年に作成された資料を対象としている。 

 

表 5-13 東京大学文書館デジタルアーカイブのシステム概要 

 

 

設定項目 設定値

1
連携対象とするVirtuoso

のURL

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8891/sparql

2
連携対象とする

KASHIWADEのURL

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/kashiwade8

891/

3
検索対象とするGraph

URI

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/utarchives/

資料数 23,234件

対象年 明治14（1881）年～昭和59（1984）年

システムURL http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp:8080/utarchives/



 

 

 

資料管理事例 

108 

 ユーザインタフェース例 

図 5-10に東京大学文書館デジタルアーカイブの検索インタフェースを示す。4.3.1.2で述

べたプロパティのパラメータ設定を利用し、図左部に表示するカテゴリ項目として、資料の「作

成日」や「簿冊名」に加え、往復文書の特徴である「差出人名前」と「受取人名前」などを設定

した。これにより、東京大学と文部省のどちらの機関から送付された資料なのか等を考慮しな

がら、資料を検索・閲覧することができる。 

 

 

図 5-10 東京大学文書館デジタルアーカイブの検索インタフェース 

 

また、東京大学文書館では文部省往復の他に、特定歴史公文書等（法人文書）97種や歴

史資料等（寄贈・寄託資料）186種などを所蔵している。このように様々な出所を持つ目録

データの管理方法として、組織文書を管理するためのシリーズ・システムと、収集文書を管理

するためのフォンド・システムを提唱している[81]。2016年 10月 4日時点では、これらのシス

テム化に必要なデータの整備中であり、その準備段階として資料の出所の階層関係に基づ
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く資料提供を行っている。 

本適用事例では、この階層関係に基づく資料検索インタフェースをアドオンとして構築し

た。図 5-11に示す階層検索インタフェースを用いることにより、図左部に示す資料を作成し

た組織や活動内容に基づく資料検索を可能とする。本機能の実装については、5.4.2で述べ

た RDFデータ作成プロセスにおいて、プロパティ「dcterms:isPartOf」の値に対し、さらに活動

内容や組織、所蔵資料の種別などを上位階層として記述し、図に示す階層構造を RDF

データによって表現している。 

 

 

図 5-11 東京大学文書館デジタルアーカイブの階層検索インタフェース 
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5.5 学内 DA横断検索ポータル 

5.5.1 はじめに 

東京大学では、図 5-12に示す東京大学附属図書館における電子化コレクション[82]をは

じめとして、数多くのデジタルアーカイブが公開されている。しかし、これらのデジタルアーカ

イブは分散して構築・公開されており、複数のデジタルアーカイブに対する横断検索を可能

とするような仕組みは提供されていない。 

 

 

図 5-12 東京大学附属図書館電子化コレクション[82] 

 

本適用事例では、これまで構築した「平賀譲デジタルアーカイブ」と「東京大学文書館デジ
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タルアーカイブ」に加え、表 5-14に示すデジタルアーカイブが公開する目録データを RDF

によって記述し、これらのデジタルアーカイブに対する横断検索を可能とするポータルサイト

の構築を目的とする。 

 

表 5-14 連携対象とするデジタルアーカイブの一覧 

 

 

5.5.2 データ作成 

ここでは「平賀譲デジタルアーカイブ」と「東京大学文書館デジタルアーカイブ」以外のデ

ジタルアーカイブが公開する目録データを RDFによって記述する。具体的には、それぞれ

の目録データをMS Excel形式に変換し、これまで構築事例と同様、3.3.3で述べた方法に

基づいて RDFデータを作成した。これを連携対象とするデジタルアーカイブの各々に対して

実行し、表 5-14に示したシステムの URLを Graph URI として用いてシステムに登録した。 

 

5.5.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.3で述べたデジタルアーカイブの構築支援パッケージシステムを用い、システム構

公開場所 デジタルアーカイブ名 資料数 システムURL 備考

1 平賀譲デジタルアーカイブ 5,511件
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/
システム開発

2 鴎外文庫 269件
http://rarebook.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/ogai/
目録データ変換

3
一高旧蔵資料：スタニスラ

ス・プチ
125件

http://gazo.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/petit/
目録データ変換

4 一高旧蔵資料：教育用掛図 84件
http://gazo.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/ichiko/kakezu/
目録データ変換

5 東京大学文書館
東京大学文書館デジタルアー

カイブ
11,823件

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/
システム開発

6
東京大学大学院

法学政治学研究科

明探：明治新聞雑誌文庫所蔵

検索システム
28,032件

http://www.meitan.j.u-

tokyo.ac.jp/
目録データ変換

東京大学電子化

コレクション
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築を行う。4.3.1で述べたパラメータの設定値を表 5-15に示す。 

 

表 5-15 東京大学内連携アーカイブの構築におけるパラメータ設定 

 

 

 システム概要 

構築したデジタルアーカイブの情報を表 5-16に示す。提供資料数は 45,481件であり、

明治 14（1881）年から昭和 59（1984）年に作成された資料を対象としている。 

 

表 5-16 東京大学内連携アーカイブのシステム概要 

 

 

設定項目 設定値 備考

1 連携対象とするVirtuoso
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8891/sparql

2
連携対象とする

KASHIWADE

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp:8080/kashiwade8891/

3
検索対象とするGraph

URI

http://rarebook.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/ogai/
鴎外文庫

4
検索対象とするGraph

URI
http://www.meitan.j.u-tokyo.ac.jp/

明探：明治新聞雑誌文庫

所蔵検索システム

5
検索対象とするGraph

URI
http://gazo.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/petit/

一高旧蔵資料：スタニス

ラス・プチ

6
検索対象とするGraph

URI
http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/hiraga/

平賀譲デジタルアーカイ

ブ

7
検索対象とするGraph

URI

http://gazo.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/ichiko/kakezu/

一高旧蔵資料：教育用掛

図

8
検索対象とするGraph

URI

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/
東京大学文書館

資料数 45,481件

対象年 嘉永7（1854）年～平成5（1933）年

システムURL http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/utcollections/
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 ユーザインタフェース例 

構築した東京大学内連携アーカイブの検索インタフェース例を図 5-13に示す。検索結果

インタフェースにおける分類項目の表示欄において、複数のデジタルアーカイブに対する横

断検索を実現していることを確認できる。 

 

 

図 5-13 東京大学内連携アーカイブの検索インタフェース例 

 

また、本システムの対象資料の出現頻度をタイムライン形式で可視化した結果を図 5-14

に示す。同時期に異なるデジタルアーカイブで公開されている資料が存在することを確認で

き、横断検索の必要性を示唆する結果を示す。また、検索支援だけでなく、複数の資料を一

元的に管理可能となる点も利点の一つとして考えられる。 

 

複数のアーカイブ
に対する横断検索
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図 5-14 東京大学内連携アーカイブの可視化インタフェース例 

 

さらに、本システムの資料情報の閲覧インタフェースを図 5-15に示す。3.3.3.2のデジタル

アーカイブ構築支援手法におけるスキーマ定義で述べたように、個々の資料はプロパティ

「rdfs:seeAlso」を必須項目として与えている。本項目の値には、個別のデジタルアーカイブへ

の URLを管理しているため、これを用いて個々のシステムが提供する資料情報の詳細イン

タフェースへ遷移することができる。 

このようなポータルサイトを提供することにより、個々に構築されているデジタルアーカイブ

の利用促進への寄与も期待できると考える。 
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図 5-15 東京大学内連携アーカイブの閲覧インタフェース例 

 

  

個々のデジタルアーカイブへ遷
移し、詳細情報を確認する。

学内連携アーカイブの
システム画面

鴎外文庫デジタルアー
カイブのシステム画面
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5.6 まとめ 

これまでのデジタルアーカイブの構築事例を通じ、以下に示す有用性を確認することがで

きた。 

1. パッケージシステムを用いたデジタルアーカイブの構築 

2. 複数の組織を対象した横断検索ポータルサイトの構築 

上記について、それぞれ考察を加える。 

5.6.1 パッケージシステムを用いたデジタルアーカイブ構築 

「パッケージシステムを用いたデジタルアーカイブの構築」については、Linked Open Data

のアプリケーション構築プロセスを採用することにより、デジタルアーカイブの構築に共通して

必要となる機能やインタフェースをパッケージシステムとして提供することが可能となった。ま

た、パラメータ設定の変更によって管理対象とする資料やドメインの違いに対応することがで

きた。その結果、本論文では割愛した「わだつみのこえ記念館[83]」の所蔵資料を公開する

デジタルアーカイブなどを含め、図 5-16に示す複数のデジタルアーカイブを構築することが

でき、提案手法および構築したシステムの汎用性を示した。 

 

 

図 5-16 パッケージシステムを用いて構築したシステムの例 
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このパッケージシステムの利用によるデジタルアーカイブ構築が歴史学研究に与える効果

として、より多くの資料がWeb上で公開可能となる点が挙げられる。これは研究者が限られ

た時間の中でより多くの資料にアクセス可能となることを意味し、長期的・間接的な観点から

資料研究プロセスの効率化に寄与できると考える。 

5.6.2 複数の組織を対象とした横断検索ポータルの構築 

また、「複数の組織を対象した横断検索ポータルサイトの構築」については、個々のデジタ

ルアーカイブが提供する目録データを Linked Data形式で公開し、SPARQL Endpointの利

用によって実現した。これにより、連携対象とするデジタルアーカイブが公開する目録データ

に関する Graph URIの選択や指定を行うことで、図 5-17に示すような横断検索ポータルサ

イトの構築を実現した。 

 

 

図 5-17 アーカイブ連携の全体像 

 

これらの結果から、提案手法および開発したシステムが歴史学研究の一プロセスである

「デジタルアーカイブ構築」プロセスの支援に対し、有用に機能したと考える。 
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6.1 はじめに 

本章では、3.4で提案した資料研究支援手法、および 4.4で述べた資料研究支援システ

ムを用いた資料研究を行い、提案手法および開発したシステムの有用性を検証する。具体

的には、資料研究プロセスに対する Linked Dataを活用したデジタルアーカイブの応用、お

よび 3.4.6で述べた定性的な分析と定量的な分析を組み合わせた分析手法の有用性につ

いて検証する。本章で対象とする研究事例の一覧を表 6-1に示す。 

 

表 6-1 本章で対象とする研究事例の一覧 

 

 

まず第 5章で構築したデジタルアーカイブを対象とした資料研究事例として、『平賀譲文

書』と「東京大学文書館」の所蔵資料を対象とし、大規模データに対する定量的な資料分析

を行う。次に、個人研究者を対象として、研究者の資料管理の支援や定性的・定量的な分析

を組み合わせた資料分析を行う。最後に、Linked Open Data としてデータ公開を行う既存の

データベース、具体的には DBpediaを対象とし、提案手法の汎用性を検証する。 

また、それぞれの研究事例において、異なる研究スキルを要する研究者を対象とする。具

体的には、『平賀譲文書』を対象とした資料研究においては研究経験の少ない情報技術者、

『文部省往復』を対象とした資料研究においては大学史を専門とする研究者、外交文書を対

象とした資料研究においては人文社会系の大学院生である。研究スキルの異なる利用者を

対象とすることで、本提案手法および開発したシステムの有用性を評価する。 

  

節 研究遂行者 対象資料 課題設定

6.2 情報技術者
平賀譲文書

（柏図書館）
【学説検証】戦艦の設計変更の原因分析

6.3
歴史研究者

（専門：大学史）

文部省往復

（東京大学文書館）

【学説検証】明治期の東京大学の設立史

に関する分析

6.4
人文社会系

大学院生

外交文書

（外交史料館）

【仮説の検証と立案】外務省来電の送付

先決定過程分析

6.5 情報技術者
Wikipedia記事

（DBpedia）
【学説検証】戦艦の建造史に関する分析
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6.2 平賀譲文書 

6.2.1 はじめに 

 本事例の位置づけ 

本事例は、中村[84]が扱った資料研究事例を利用する。本論文との差異は以下である。 

 提案手法およびシステムの違い 

 設計変更の原因に関する考察の追加 

 

前者について、中村はセマンティック・ウェブ技術を用い、平賀文書を用いた戦艦の設計

変更に関する資料研究を実施した。しかし彼の研究では、平賀譲デジタルアーカイブに限定

した手法の提案に留まっている。これに対し、本研究では Linked Dataを用いて資料研究を

支援するシステムを開発することにより、RDFデータとして目録データを公開する多様なデジ

タルアーカイブに対して適用可能な手法を提案している。この点から、本事例で対象とする

研究課題、およびその解決に用いる資料やプロセスは中村の研究と同様であるが、この資料

研究に用いるシステムおよびその設計が異なる。本事例では、このような既知の研究成果の

再現を目的とし、本研究で提案する手法およびシステムの有用性を評価する。 

また後者については、中村は対象戦艦の設計変更の事実確認のみに留まったが、本事例

ではその原因分析までを対象とする点に差異がある。 

 研究課題の設定 

本適用事例では、書籍『八八艦隊計画[85]』で紹介されている研究を参考とした。本書籍

では、戦艦 8隻・巡洋戦艦 8隻を根幹する艦隊整備計画「八八艦隊計画」の戦艦を担った

軍艦である長門型戦艦「長門」（以下、長門）と加賀型戦艦「加賀」（以下、加賀）において、両

者間の煙突本数が減少した原因に関する研究を行っている。 

本事例で扱う戦艦「長門」および「加賀」に関する略年表を表 6-2に示す。大正 5（1907）

年 5月 12日に戦艦長門の建造訓令が呉海軍工廠に下り、5月 15日に平賀が横須賀海軍

工廠から艦政本部第四部に着任した。その後、同年 10月 9日に高速戦艦 4案（A115・
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A116・A117・A118）を提出し、さらに 12月 26日に 4案（A119・A120・A121・A122）を提案し

た。そして長門型戦艦 2番艦陸奥の実現を目指し、大正 6（1908）年 6月 12日に改正案

A125いわゆる陸奥変体を提案した。また、改正案 A127が大正 6（1909）年 3月 27日に決

定をみた戦艦加賀である。 

 

表 6-2 軍艦長門改正に関する略年表 

 

 

概観したように、戦艦「長門」と「加賀」の両戦艦は同系統かつ近い時期に計画されたにも

関わらず、図 6-1に見るように、煙突本数が前者は二本であるのに対して、後者は一本であ

る。 

 

年月日 出来事 カテゴリ

大正5（1916）年5月12日 長門建造訓令 関連事項

大正5（1916）年5月15日 八八艦隊主力艦の基本計画を平賀が担当 関連事項

大正5（1916）年7月17日 長門改正案 計画案

大正5（1916）年8月3日 Nagato改正案 計画案

大正5（1916）年10月9日 計画案「A116」「A117」「A118」 計画案

大正5（1916）年11月8日 軍艦長門改正図 計画案

大正5（1916）年12月26日 計画案「A119」「A120」「A121」「A122」 計画案

大正6（1917）年1月11日 計画案「A124」「A124’」 計画案

大正6（1917）年6月12日 計画案A125 計画案

大正6（1917）年8月28日 長門起工 軍艦史

大正7（1918）年2月19日 計画案A126 計画案

大正7（1918）年3月27日 計画案A127 計画案

大正7（1918）年6月1日 陸奥起工 軍艦史

大正8（1919）年11月9日 長門進水 軍艦史

大正9（1920）年11月15日 長門竣工 軍艦史

大正9（1920）年5月31日 陸奥進水 軍艦史

大正9（1920）年7月19日 加賀起工 軍艦史

大正10（1921）年10月24日 陸奥竣工 軍艦史

大正10（1921）年11月12日 ワシントン海軍軍縮条約 関連事項

大正10（1921）年11月17日 加賀進水 軍艦史
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図 6-1 戦艦「長門」[86]（上）と「加賀」[87]（下）の煙突本数の違い  

 

先述した書籍において、この煙突本数の減少の原因は搭載汽缶数の減少によると述べて

いる。当時期に搭載されていた汽缶である「ロ号艦本式缶」の技術革新が起こり、一汽缶当り

の容量が増加したことが、搭載汽缶数の減少につながったと考察している。また、この考察の

根拠として、汽缶室面積が減少したことも合わせて述べている。これらの原因分析において、

本書籍は平賀譲デジタルアーカイブで公開されている資料を多く用いている。 

よって本事例では、この原因追究に関するシナリオを本システム上で再現し、煙突本数の

減少に起因する要因を一次資料を用いて確認することを目的とする。具体的には、対象戦

艦に関する設計図面を分析対象とし、煙突本数が減少するまでの過程の整理を行う。さらに
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その結果に基づき、設計変更の原因となった搭載汽缶に関する技術資料を取得し、「長門」

「加賀」の両者間における搭載汽缶数や汽缶室面積の比較を行う。 

6.2.2 ユーザ設定 

4.4で述べた資料研究支援システム「PHR」を用いた資料研究を行うにあたり、研究者

「nakamura」をシステムに登録した。これにより、表 6-3に示すように、ユーザ「nakamura」の

データ記述領域「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/phr/user/nakamura」が RDF ストアに作成され

る。 

 

表 6-3 研究者のデータ記述領域 

 

 

6.2.3 収集 

本研究事例では、平賀譲文書を研究対象資料として扱うため、4.4.1で述べたユーザ情報

の管理インタフェースを用い、表 6-3に示すように、対象デジタルアーカイブの目録データ

に関する Graph URIを PHRに登録した。これにより、本システムから平賀譲デジタルアーカ

イブが公開している目録データを参照することが可能となる。 

6.2.4 整理 

 資料のメタデータ整理 

まず、分析対象とする戦艦「長門」「加賀」に関する資料を収集する。平賀譲デジタルアー

Graph URI 説明 備考

1
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/

平賀譲デジタルアーカイブ

の目録データ
目録データ

2
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/phr/user/nakamura

研究者「nakamura」のデー

タ記述領域
研究データ
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カイブに対して、対象戦艦名をいずれかのメタデータに含む資料を取得し、全 5,213件の資

料から 153件を抽出した。さらに、収集した資料に関して、4.4.3.1で述べたメタデータ編集イ

ンタフェースを利用し、図 6-2に示すように煙突本数に関する情報をメタデータとして登録し

た。具体的には、スキーマ定義インタフェースを用い、プロパティ「kd:numberOfFunnel」を定

義し、煙突に関する情報が確認できた図面資料に対して、その本数を値として登録した。さら

に、資料の「作成日」等の平賀譲デジタルアーカイブにおいて未整理の書誌情報に対して、

関連文献から得た調査結果を追加した。 

 

 

図 6-2 メタデータ編集インタフェースを用いた調査結果の整理例  

 

 年表情報の整理 

ここでは、年表と資料の出現頻度に基づく変遷史の可視化に向け、表 6-2に示した軍艦

長門改正に関する略年表を RDFデータ化し、システムに登録した。この結果をシステム上で

タイムライン形式で可視化した結果を図 6-3に示す。先に整理した煙突本数に関するメタ

データと本年表を用いることによって、煙突本数の減少に関する変遷史の可視化に基づく資

料分析を行う。 

 

デジタルアーカイブの
公開コンテンツ

メタデータ編集
インタフェース
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図 6-3 登録した関連年表の可視化結果 

 

6.2.5 分析 

 煙突本数の変化に関する定量的な分析 

資料の整理プロセスで登録したメタデータに基づき、ここでは資料の分類や比較を行い、

煙突本数が減少するまでの過程の整理を行う。 

まず、プロパティ「kd:numberOfFunnel」をメタデータとして持つ資料を検索し、計 15件の

図面資料を取得した。次に、これらの資料を作成日に関して昇順に並び替え、煙突本数の

変化を確認する。図 6-4に検索結果として得られた資料を時系列に並び替えた例を示す。 
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図 6-4 煙突本数の変遷史分析 

 

この結果、大正 6（1917）年 1月 11日に作成された設計図面「''A124'' BATTLE SHIP」ま

では煙突本数が 2本であるのに対し、大正 7（1918）年 2月 19日に作成された設計図面

「''A126'' BATTLE SHIP」以降は 1本に減少していることを確認した。 

 搭載汽缶数に関する分析 

次に、整理した図面資料に対する分析を行い、検証課題として設定した「搭載汽缶数の減

少」を確認する。また、この減少の理由とされている技術革新による汽缶の大容量化に関し

て、両戦艦の「汽缶室面積の減少」を検証する。 

 

まず、煙突本数の減少確認に利用した図面資料を対象とし、それぞれの汽缶室面積およ

び汽缶室の区画数を比較した。具体的には、図 6-5に示すように、それぞれの図面資料か

ら全長と汽缶室の面積の比率を調査した。 

 

煙突 1本

煙突 2本
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図 6-5 汽缶室面積の算出に利用した図面資料 

 

その比率と公表されている実船の全長に基づき、それぞれの戦艦の汽缶室面積を表 6-4

に示すように算出した。結果として、「長門」の汽缶室面積は約 792𝑚2であるのに対し、

「A126」では約 531𝑚2であり、おおよそ 260𝑚2の汽缶室面積の減少を確認することができ

た。 

 

表 6-4 汽缶室面積の比較結果 

 

 

A126（加賀の設計案）

長門

長門
A126

（加賀の設計案）
差

全長（mm） 165.00 157.00

汽缶室の

総面積（mm2)
532.00 288.00

全長（inch） 660'-7" 700'-0"

全長（m） 201.35 213.36

汽缶室の

総面積（m2）
792.19 531.89 260.3

図面

実船
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本分析過程で作成したMS ExcelやMS PowerPointなどの計算資料については、4.4.2

で説明した資料登録機能を用いて、システム上で管理している。そのインタフェース例を図 

6-6に示す。Google Driveに計算資料群をアップロードし、その URLを用いてシステムに登

録した。また、本資料が一次資料でないことを明示するため、「資料種別」というプロパティを

4.4.3.1で述べたスキーマ定義機能を用いて追加し、値として「二次資料」を与えた。本資料

を一つの資料として扱い、該当する一次資料のメタデータとして本資料を与えることにより、

算出過程で利用した一次資料、つまり知見を見出すために利用した研究データを関連づけ

て管理する。 

 

 

図 6-6 汽缶室面積の比較に用いた計算資料の管理例 

 

さらに、「搭載汽缶数の減少」に関する検証について述べる。それぞれの戦艦に関する技

術資料を調査し、搭載汽缶数に関する情報を調査した。その結果、図 6-7に示す資料か

ら、両戦艦の搭載汽缶数を確認することができた。 
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図上部は「軍艦長門（8/10予行）運転成績摘要」という資料であり、長門には専焼缶 15

缶、混焼缶 6缶の計 21缶が搭載されていたことが分かった。また、図下部は「〔戦艦加賀・

土佐 要目一覧〕」という資料であり、加賀には焼缶 8缶、混焼缶 4缶の計 12缶が搭載され

ていたことがわかった。 

 

 

図 6-7 搭載汽缶数に関する技術資料 

 

6.2.6 まとめ 

上記の結果、戦艦「長門」と「加賀」において、搭載汽缶数が合計 21缶から 12件に減少

し、汽缶室面積に関してもおおよそ 260𝑚2の減少を確認した。これらの結果、平賀譲デジタ

ルアーカイブで公開されている一次資料を用い、研究課題として設定した「図面資料に基づ

く煙突本数の減少」「汽缶室面積の減少」「搭載汽缶数の減少」に関する学説を検証すること

ができた。 
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6.3 東京大学文書館 

6.3.1 はじめに 

5.4.1.2で述べたように、『文部省往復』は明治初期の「大学」の設立過程を検討する上で

重要な資料である。『文部省往復』を研究の中心資料として扱った既存研究として、玉井の研

究[88]がある。彼は文部省往復を用い、制度が大きく変容していく明治初期において、東京

大学の前身である「南校」「第一中学」「開成学校」の対応を考察した。そして、これらの学校

が様々な側面から学校組織を成立させるための環境整備を行っていたことを明らかにしてい

る。 

本研究事例では、このような資料の特徴、および 23,234件の資料に関する大規模なメタ

データを利用可能な利点を生かし、明治初期における東京大学の設立史の全体像を俯瞰

することを目的とする。具体的には、5.4で構築した文部省往復を対象としたデジタルアーカ

イブを用い、東京大学の設立史を定量的に分析する。また、上記で挙げた言及されている知

見に対する定量的な検証を行う。 

6.3.2 ユーザ設定 

PHRを用いた資料研究を行うにあたり、ユーザ名「mo」の研究者を登録した。これにより、

表 6-5に示すように、ユーザ「mo」のデータ記述領域「http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/phr/user/mo」が RDF ストアに作成される。 

 

表 6-5 研究者のデータ記述領域 

 

Graph URI 説明 備考

1
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/

東京大学文書館デジタル

アーカイブの目録データ
目録データ

2
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/phr/user/mo

研究者「mo」のデータ記述

領域
研究データ
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6.3.3 収集 

本研究では東京大学文書館デジタルアーカイブを研究対象資料として扱うため、4.4.1で

述べたユーザ情報の管理インタフェースを用い、表 6-5に示すように、対象デジタルアーカ

イブの目録データを PHRに登録した。 

6.3.4 整理 

 資料のメタデータ整理 

登録した資料に対し、設定した研究課題の解決に向けた分析に必要な情報を追加する。

ここでは、主に資料の定量的な分析に向けた書誌情報の名寄せを行う。 

名寄せ処理のイメージを図 6-8に示す。既存の書誌情報において、例えば「差出人名

前」という項目は「東京大学三学部総理加藤弘之」や「東京大学法理文三学部加藤弘之」な

ど、同一の情報であるにも関わらず表記揺れが存在する。定量的な資料分析を行うにあた

り、これらの表記揺れを吸収した。 

 

 

図 6-8 名寄せ処理のイメージ 

 

東京大学三学部
総理加藤弘之

東京大学法理文
三学部加藤弘之

文部大輔田中不二麿

田中文部大輔

東京大学

東京大学総理

加藤弘之

文部省

文部大輔

田中不二麿

名寄せ処理後名寄せ処理前
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ここでは特に、東京大学の組織名称および役職名称を用いた定量的な分析を行うことを

視野に入れ、表 6-6に示すキーワードを辞書として作成した。具体的には、まず「総理」や

「總理」、「帝国」や「帝國」などの新旧字をすべて新字に変換し、先のキーワードを「差出人

名前」または「受取人名前」に含む資料に対し、該当するキーワードをメタデータとして付与し

た。そして新たなにプロパティとして「組織名称他」を定義し、システムに登録した。 

 

表 6-6 名寄せに用いた辞書 

 

 年表情報の整理 

年表と資料の出現頻度に基づく変遷史の可視化に向け、表 6-7に示す三種類の年表を

RDFデータ化し、システムに登録した。具体的には、文部省往復を用いた東京大学の設立

史の分析に向け、東京大学の歴代総長、歴代文部大臣、および東京大学の歴史に関する

年表について、計 71件の出来事を含む年表情報をシステムに登録した。 

 

表 6-7 登録した年表一覧 

 

キーワード 備考

1 南校 組織名称

2 第一番中学 組織名称

3 開成学校 組織名称

4 東校 組織名称

5 医学校 組織名称

6 三学部 組織名称

7 帝国大学 組織名称

8 総理 役職名称

9 総長 役職名称

カテゴリ名 目的・説明 出典 件数

1 東京大学の歴代総長
総長の変遷史の

把握

東京大学公

式HP
39

2
歴代文部大臣

（文部卿を含む）

文部大臣の変遷

史の把握

文部省公式

HP
11

3 東京大学の歴史
東京大学の設立

史の把握

東京大学公

式HP
21

計 71
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6.3.5 分析 

 東京大学の名称の変遷史分析 

図 6-9に示す東京大学名称の変遷史の可視化したインタフェースを示す。これは先述し

た「組織名称他」の値別に、資料の出現頻度を可視化した結果である。これにより、東京大学

の名称が「南校」→「第一番中学」→「開成学校」→「東京大学三学部」→「東京帝国大学」に

変化していることを確認できる。また、1886年の帝国大学令の公布以降、異なる組織を統合

する役職名が「総理」から「総長」に変わっていることも確認できる。 

 

 

図 6-9 「東京大学名称」の変遷史 

 

 東京大学設立期における名称の出現頻度に関する分析 

先述した玉井の論文において、以下に示す言及がなされている。 

“（文部省往復）に東校、医学校、東京大学医学部と続く組織に関する文書は収められて

いない。これは南校および東校の系列が、明治 10（1877）年に東京大学として合併して以降

も、それぞれ別組織として運営がなされていることに依拠しており、明治 14（1881）年に別組

織を統合する総理が創設されるまで続いた。” 

 

上記を定量的に検証することを目的とし、「東京大学名称」の出現頻度を 4.4.4.2で述べた

1877年：東京開成学校
と東京医学校が合併し
「東京大学」設立

1881年：
東京大学職制を制定（4学
部と予備門を統括）

1886年：工部大学校を統
合し、帝国大学令により
「帝国大学」と改称
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分類結果の可視化機能を用いて表示した結果を図 6-10に示す。この結果、「東校」との往

復文書 5件、「医学校」との往復文書 3件の存在を確認した。これは“東校系列の組織に関

する文書は収められていない”とする既存研究とは異なる結果を示し、『文部省往復』に関す

る新たな特徴を発見することができた。 

 

 

図 6-10 「東京大学名称」の出現頻度 

 

  

5件 3件
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6.3.6 まとめ 

本適用事例では、文部省往復に対する定量的な分析を行い、一次資料の出現頻度から

明治初期における東京大学設立まで変遷史を再現することができた。これに加え、既存の研

究で述べられている知見に対し、定量的な分析に基づく検証を行った結果、既存研究とは

異なる結果を示した。具体的には、既存研究において存在しないと言及されていた「東校」系

列の組織との往復文書の存在を確認した。これは『文部省往復』に関する新たな特徴を発見

したことを意味し、資料研究プロセスに対する提案手法の有用性を示す結果である。 

今後は、資料に対する定性的な分析を加え、得られた知見に対する検証を進める。 

 

 考察 

ここでは、研究者へのヒアリング結果に基づき、本手法が提案する定量的な分析手法の有

用性を考察する。 

本システムを利用した研究者からは、定量的な資料分析に対して高い評価を得た。研究

対象資料および研究領域に対して高い専門性を有する研究者は、その研究経験から、無意

識的に資料群に対する理解を作りあげる危険性があると言及した。これに対し、資料のメタ

データに基づき、出現頻度などを定量的に分析、可視化する本手法は、研究者に対する新

たな視点を与えることが期待できるという点が評価された。具体的には、本適用事例におい

て、『文部省往復』という資料群における「東校系列に関する往復文書は存在しない」という定

説に対して、新たな特徴を見出すことができた点が評価された。 
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6.4 外交文書 

6.4.1 はじめに 

 本事例の位置づけ 

本適用事例は、6.2や 6.3で述べた組織が公開するデジタルアーカイブを利用した資料

研究とは異なり、個人研究者を対象とした資料研究事例について述べる。両者の違いとし

て、個人研究者が行う資料研究では、大規模な目録データが整理されておらず、研究者が

資料研究プロセスと並行して、資料の収集・管理を行う必要がある。加えて、管理対象とする

研究データの項目も、研究過程および研究目的に応じて動的に変化することが考えられる。 

本適用事例では、上述したような特徴を持つ資料研究プロセスに対し、提案手法および開

発したシステムの有用性を評価する。また、実際の歴史研究者と情報技術者が共同で資料

研究を行うことにより、複数研究者の参画による資料収集・整理プロセスの支援や、定性的・

定量的な分析を組み合わせた資料分析手法の評価を行う。 

 

なお、本事例は 6.2 と同様、中村[84]が扱った資料研究事例である。本事例の目的は、本

研究で提案する手法および開発したシステムが、過去に実施した研究プロセスを再現できる

かを評価することにある。さらに、資料の出現頻度と年表を用いた変遷史分析や、メタデータ

に基づく資料の自動分類など、本研究で新たに提案する機能に対する評価も加える。 

 

 研究課題の設定 

本実験では第一次世界大戦後の在外公館からの来電に関する送付決定過程の分析を行

う。外務省における来電の処理過程を図 6-11に示す。 
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図 6-11 外務省における来電の処理過程 

 

来電は在外公館が緊急性を要する報告を行う際に送付される外交文書である。外務省は

まず受領した来電を省内で回覧する。回覧時の基本的なプロセスは「電信課長→（大臣→）

次官→主管局課長→電信課→文書課記録係」であり、省内での回覧後に総理大臣や陸軍、

海軍等の他機関へ送付される。この他機関への送付先は外務省に決定権があり、情報を誰

に公開するかを決定できる点において、他機関に対して優位性を持っていたと考えられる。

しかし省内でこれを決定する権限を有していた人物、つまり来電の送付先を決定していた人

物は明確になっていない。当時の外務省と他機関の関係性を分析する場合などにおいて

は、来電の送付先の傾向等は重要な要素となり、来電の送付先を決定していた人物情報は

特に重要である。 

この送付先決定者の特定を目的として、東京大学文学部の学生（以下、研究者 X）は、送

付先を指示している筆跡に基づく分析を行った。その結果、埴原正直（以下、埴原）が外務

次官に就任する 1919年 9月以前では、電信課長・外務次官・主管局課長の私印や花押が

確認でき、送付先指示の筆跡は一種類のみが確認された。これにより、首相や軍部への送

付判断は外務次官によって行われていたという仮説を立案している。一方、1919年 9月以

降の埴原次官時代では、来電の送付先が複数の筆跡によって記述されていることを確認し

た。当該期間は外務次官が埴原から変化していないことを考慮すると、外務次官以外の人物

が送付先を指示していることを意味する。また同時期に送付先に訂正線が記述されている来

総理大臣

陸軍

海軍

外務省
在外
公館 来電

①緊急性の
ある報告 ②省内で回覧

電信課長、大臣、次官、
局課長、担当官、文書
課記録係・etc…

・
・
・

③送付先
の決定
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電や異なる筆跡で新たな送付先が追記されている来電の存在も確認された。これらの発見

から、埴原次官時代では従来の外務次官が送付先を決定する処理過程に変化が生じてい

ることが示唆された。 

しかし、この先行研究では 50件弱の来電の分析に留まり、送付先を指示または訂正して

いた具体的な人物特定には至らず、これ以上の議論が進められていなかった。よって本適用

事例では、複数の研究者で来電を収集し、閲覧者や筆跡に関する情報をメタデータとして整

理することによって、これらの人物特定を行う。さらに特定した人物に基づき、当時の来電の

送付先の決定過程に関する考察を行う。 

 分析対象資料 

分析対象とする資料は、先行研究によって来電送付の処理過程が変化したことが示唆さ

れた埴原次官時代、1919年（大正 8）年 9月から 1922年（大正 11年）前後の来電とした。 

具体的な来電の例を図 6-12に示す。 

 

 

図 6-12 分析対象とする来電の例 

 

作成年月日
1919（大正8年）年

11月11日

資料名
パリ講2336号

送付先
総（総理大臣）

送付先指示筆跡
筆跡B、赤鉛筆

閲覧者
小川、埴原、武者小
路、？、松田、岡本
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分析対象とする来電には、資料名と作成年月日の他、資料上部にはその来電を閲覧した

人物のサイン、資料左部にはその来電の送付先が記述されている。よって、本事例ではこの

送付先の筆跡に基づいて送付先を指示した人物を特定する。 

また、分析に用いた簿冊名および資料数を表 6-8に示す。 

 

表 6-8 分析に利用した簿冊一覧 

 

 

これら資料は 1918年以降の巴里平和諸条約に関する来電を含む資料である。巴里平和

諸条約とは、1919年 1月 18日から開会され、第一次世界大戦における連合国が中央同盟

国の講和条件等について討議した会議において制定された諸条約である。本会議では世界

各国の首脳が集まり、講和問題だけではなく、国際連盟を含めた新たな国際体制構築につ

いても討議された。なお、これらの資料は外務省外交史料館が「外務省記録[89]」として所蔵

されている資料の一部であり、「外務省記録」とは、日本の外務省により公開された外交に関

する記録文書である。 

6.4.2 ユーザ設定 

本事例では、研究者 X「yoshida」と技術者 Y「nakamura」が共同で資料研究を行うにあた

り、それぞれのデータ記述領域を表現する Graph URIをシステムに登録した。さらに、それぞ

れのユーザが Graph URIを共有することにより、両者の研究データを共有可能とした。例え

簿冊名 巻数 来電数
五国会議 第三巻 51件
五国会議 第四巻 52件
五国会議 第五巻 40件
五国会議 第六巻 63件
巴里最高会議 第一巻 34件
巴里最高会議 第二巻 74件
列国ノ態度及政況 第二巻 30件
列国ノ態度及政況 第三巻 22件
列国ノ態度及政況 第四巻 32件
列国ノ態度及政況 第五巻 73件
合計 10冊 471件
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ば、研究者 X「yoshida」が研究対象とする Graph URIの一覧を表示するインタフェース例を

図 6-13示す。研究者 Xが蓄積するデータとしては、主に資料管理のための RDF スキーマ

や、収集した資料に関するメタデータである。一方、技術者 Yは定量的な分析に向け、関連

年表の登録や、研究者 Xが登録したデータの整形などを担当した。 

 

 

図 6-13 研究対象とするデータ領域の一覧インタフェース例 

 

6.4.3 収集 

まず、研究者 X がアジア歴史資料センターで公開されている資料を閲覧し、分析対

象とする簿冊の選定を行った。本プロセスについては、先行研究等から分析対象期間の

資料や情勢に対する見識を持つ研究者 X が担当した。次に、研究者 X が選定した簿冊

を基に、資料収集者である技術者 Y および資料収集補助者二名が実際に外交史料館に

赴き、三日間を要して計 471 件の来電を撮影した。 

研究者Xのデータ領域

技術者Yのデータ領域
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この収集過程で撮影した資料を 4.4.2で述べた資料収集機能を用い、開発したシステムに

登録した。具体的には、それぞれの資料を Google Driveにアップロードし、与えられた URL

および資料名を資料登録インタフェースから登録した。 

6.4.4 整理 

 資料のメタデータ整理 

次に、研究データを格納するためのプロパティについて、表 6-9 に示すように定義し

た。実際には、これらのプロパティは予め定義するのではなく、資料研究プロセスと並

行して動的に追加や更新を行った。 

 

表 6-9 研究データを記述するためのプロパティ 

 

URI ラベル 値の例 値域
必須/

任意

1 dcterms:title title ウィーン90号
rdfs:Liter

al
必須

2 rdf:type Type http://ndl.go.jp/dcndl/terms/BibResource
rdfs:Reso

urce
必須

3 rdfs:seeAlso SeeAlso http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp:8080/phr/…
rdfs:Reso

urce
必須

4 kd:閲覧者 閲覧者 小川、埴原、堀内、山川、？
rdfs:Liter

al
任意

5 kd:送付先 送付先 総陸海参軍老伊
rdfs:Liter

al
任意

6 kd:簿冊名 簿冊名 列国ノ態度及政況／米国第五巻
rdfs:Liter

al
任意

7 kd:筆跡 筆跡 印
rdfs:Liter

al
任意

8 kd:提出者 提出者
rdfs:Liter

al
任意

9 kd:研究メモ 研究メモ 欧米(電信、次官)
rdfs:Liter

al
任意

9 kd:カテゴリ カテゴリ 米墺間平和条約
rdfs:Liter

al
任意

10 dcterms:date 資料作成日 1921-08-25^^xsd:date
rdfs:Liter

al
任意

11 dcterms:created システム登録日 2013-12-17^^xsd:date
rdfs:Liter

al
任意

12 dcterms:source 資料へのリンク
http://drive.google.com/open?id=0Bw43gZ

pGQ7s3ZXh6aUxfd0VDXzQ

rdfs:Reso

urce
任意
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これらのプロパティを用いて、システムに登録した資料群に関する筆跡や閲覧者等の

情報を付与した。基本的には古文書の読解に長けた研究者 X が中心となってメタデー

タを付与した。具体的には、資料名や作成日といった書誌情報に加えて、閲覧者のサイ

ンに基づいた来電の閲覧者や、送付された組織やその筆跡に関する情報を整理した。 

また、技術者 Y は研究者 X が付与したメタデータの表記揺れの修正や、後述する分

析プロセスにおいて必要となるメタデータの整形を行った。具体的には、閲覧者として

「小川、埴原、堀内、…」のように記述された値に対し、閲覧者別の比較を可能とする

ことを目的とし、「小川」「埴原」「堀内」のように個々の閲覧者名を値とするメタデー

タに変換する作業等を担当した。この作業は、研究者 X がテキスト化したメタデータ

を技術者 Y が確認することで、古文書の読解に長けていない技術者 Y でも担当するこ

とが可能となった。 

 年表情報の整理 

ここでは、年表と資料の出現頻度に基づく変遷史の可視化に向け、表 6-10に示す三種

類の年表を RDFデータ化し、システムに登録した。具体的には、本事例で対象とする 1920

年前後の歴代外務次官の一覧、第一次世界大戦中に起きた主要な出来事、および仮説検

証に用いた皇太子裕仁秦王の欧州訪問に関する出来事の計 34件である。 

 

表 6-10 登録した年表の一覧 

 

 

表 6-11に「第一次世界大戦の年表」に属する出来事を RDFによって記述した例を示

す。3.4.5.2で定義したスキーマに基づき、出来事に関する説明や開始日、カテゴリを割り当

てた。 

カテゴリ名 目的・説明 出典 件数

1 外務次官 歴代の外務次官
外交史事典

（山川出版）
2

2 第一次世界大戦の年表
大戦中に起きた主要

な事件の把握
Wikipedia 31

3 その他 電信課長澤田の動向 外務省年鑑 1

計 34
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表 6-11 RDF による年表情報の記述例 

 

 

システムに登録した年表について、4.4.3.2で述べた年表情報の管理機能を用いて、シス

テム上で可視化したインタフェース例を図 6-14に示す。この年表を利用し、定量的な分析

に基づく仮説の立案や検証を行う。 

 

 

図 6-14 登録した年表の表示例 

URI 値域 値の例
必須/

任意

1
http://www.w3.org/2002/12/

cal/icaltzd#summary
rdfs:Literal

講和会議において、国際

連盟の設立提案が承認さ

れる。

必須

2
http://www.w3.org/2002/12/

cal/icaltzd#dtstart

rdfs:Literal

（date形式）

1919-01-

25^^http://www.w3.org/2

001/XMLSchema#date

必須

3
http://www.w3.org/2002/12/

cal/icaltzd#categories
rdfs:Literal 第一次世界大戦の年表 必須

4
http://www.w3.org/1999/02/

22-rdf-syntax-ns#type
rdfs:Resource

（固定）

http://www.w3.org/2002/

12/cal/icaltzd#Vevent

必須
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6.4.5 分析 

ここでは、6.4.4 で整理した筆跡情報や閲覧者等のメタデータを利用して、資料の分

類や比較などの分析に基づく送付先決定者の人物特定を行う。本プロセスについては、

研究者 X と技術者 Y が共同で実施した。具体的には、研究者 X が資料の整理プロセス

で得た知見や関連する知識に基づいて仮説を立案し、技術者 Y がその検証に必要な情

報を蓄積されたメタデータから機械的に抽出し、仮説の定量的な検証を行う。 

資料整理の結果、対象とする 471 件の来電から図 6-15 に示す四種類の筆跡が確認さ

れた。本実験では、これらの各筆跡に対して「A」「B」「S」「印」というラベルを付与

して説明する。なお、各筆跡によって記述された文字は、すべて総理大臣への送付を意

味する「総」である。 

 

 

図 6-15 送付先の記述における筆跡例 

 

これらの各筆跡の人物特定に向けて、本実験では筆跡と作成日の関係、および筆跡と

閲覧者の関係の二点の観点から分析を行った。以下ではそれぞれの分析の詳細について

述べる。 

筆跡A 筆跡B

筆跡S 印
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 筆跡と作成日の関係に基づいた分析 

まず、来電を時系列に並び替えることで、筆跡の出現時期に基づく分析を行った。

4.4.4.1 で述べた変遷史の可視化機能を用いて、筆跡別の資料の出現頻度を可視化した

結果を図 6-16 に示す。図 6-15 で述べた四種の筆跡が出現していることを確認できる。 

 

 

図 6-16 月別の送付先指示筆跡の出現頻度 

 

この可視化結果を用いて、1919 年 9 月前後の変化点について調査する。歴代の外務

次官に関する年表とともに、資料の出現頻度を拡大して表示した結果を図 6-17に示す。 

この結果から、筆跡 S は 1919 年 9 月以前にのみ登場していることが確認できる。こ

れは幣原喜重郎（以下、幣原）が外務次官を務めていた時期である。これにより、研究

者 X が先行研究で示唆したように、1919 年 9 月以前では外務次官が送付先を決定して

いたという仮説を指示する結果となっている。一方、埴原が外務次官に就任した 9 月以

降では少なくとも筆跡 A、B の二種類の筆跡によって送付先が指示されていることが確

認できるため、外務次官以外の人物が来電の送付先を指示していることがわかる。また

当該期間では「印」による送付先指示が増大していることが確認できるが、この原因に

ついては明らかにすることができなかった。これについては文献調査などを行い、今後

明らかにする必要がある。 

 

 

筆跡「S」のみ 筆跡「印」, 「 A」 , 「 B 」が出現
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図 6-17 1919 年 9 月前後に作成された資料の出現頻度 

 

 筆跡と閲覧者の関係に基づいた分析 

次に、筆跡別の来電における閲覧者の登場割合に基づいた分析を行う。これは研究者 X

が資料の整理プロセスにおいて、埴原が来電閲覧時に記入するサインと筆跡 Bが類似する

という気づきを得たためである。この分析結果を図 6-18に示す。 

この結果から筆跡 Bによって送付先が指示されたすべての来電（19件）において、埴原

が閲覧者として登場していることが分かる。これは研究者 Xが立てた筆跡 Bが埴原であると

いう仮説を支持する一つの定量的な結果である。 

 

幣原喜重郎
の外務次官
就任期間

埴原正直の
外務次官就

任期間

関連
年表
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図 6-18 筆跡 B における閲覧者の登場割合 

 

さらにこの発見に基づき、高い割合で閲覧している人物は送付先を指示した人物である可

能性が高いという仮説を立て、技術者 Yが筆跡 Aによって送付先が指示されている来電に

対して同様の分析を行った。その結果を図 6-19に示す。 

この結果、電信課長であった澤田が高い割合で閲覧していることが分かった。 

 

筆跡Bの資料（全19件）
における閲覧者の出現頻度

すべての資料に
埴原が閲覧者と
して登場する
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図 6-19 筆跡 A における閲覧者の登場割合 

 

また、研究者 Xが文献[90]を調査した結果、1921年 3月 3日から 9月 3日の期間にお

いて、澤田は皇太子の外遊に同行していることが判明した。この事実に基づき、この皇太子

外遊に関する出来事を年表として登録し、1920年前後を拡大した変遷史分析インタフェース

を図 6-20に示す。 

この結果、澤田が皇太子外遊のために国外にいた期間において、筆跡 Aによる送付先指

示が行われていないことが分かった。これらの分析結果は、筆跡 Aが澤田のものであること

を支持する結果である。さらに、筆跡 A と澤田が来電閲覧時に記入するサインを照合した結

果、全 41件中、明らかに筆記具が同一と思われるものが 16件存在することが確認できた。

また、不一致であった残りの 25件中 17件において、澤田の閲了サインに使われている筆跡

は赤鉛筆や青鉛筆であり、事務規定上、送付先指示の際は筆ないしペンに持ち替えた可能

性が示唆された。これは研究者 Xの先行研究から、伝達事項の書き込みに色鉛筆を禁じら

れていたという知見に基づく。これらの検証結果に基づき、本研究では筆跡 Aは澤田による

ものであると結論づけた。 

 

高頻度で電信課長澤
田が閲覧しているこ
とが確認できる

筆跡Aの資料（全41件）
における閲覧者の出現頻度
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図 6-20 1921 年前後に作成された資料の出現頻度 

 

  

電信課長澤田
皇太子外遊に

同行

澤田の不在期間に筆跡
Aの資料が出現しない
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6.4.6 まとめ 

本研究では、分析対象とした 471件の来電において、送付先の指示を行っている各筆跡

の人物を特定した。具体的には、筆跡 Aは澤田電信課長、筆跡 Bは埴原次官、筆跡 Sは

幣原次官であると結論づけた。またこれらの発見から、幣原次官期には外務次官が送付先を

単独決定していたのに対し、埴原次官期には電信課長である澤田が送付先を仮決定し、次

官である埴原が訂正することで最終的な送付先を決定していた、という外交文書の送付先決

定過程の変化に関する仮説を立案することができた。 

 

 考察 

本実験では開発したシステム上で研究者と情報技術者が共同で研究を行うことで、提案手

法および開発したシステムの有用性の評価を目的とした。特に資料収集プロセスについて、

収集コスト（労力・時間）の削減に寄与した。具体的には、本プロセスを三名で分担することに

より、研究対象資料数を先行研究で対象とした 50件弱から 471件まで増加させることができ

た。また、収集時間に関しては一冊当たり 90分要する簿冊を 3日間で 10冊撮影することが

でき、複数研究者で収集した資料および研究データを共有する環境の有用性を示した。 

さらに本実験では、研究者が立案した仮説を情報技術者の定量的な分析によって検証

し、また情報技術者が蓄積された研究データを可視化することによって研究者への新たな仮

説の提案を行った。このように異なる分野の研究者が共同で資料研究に参画することによっ

て、協調的な資料分析が可能となり、本研究で提案する複数研究者による資料研究手法の

有用性を確認した。 
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6.5 DBpedia 

6.5.1 はじめに 

 本事例の位置づけ 

これまでの研究事例では、本研究において構築したデジタルアーカイブを対象とした資料

研究を行った。本事例では、既に LOD としてデータ公開を行うデータベース「DBpedia」を対

象とし、提案手法の汎用性を評価する。 

なお、DBpedia とはWikipediaから情報を抽出して Linked Open Data として公開するコ

ミュニティプロジェクトである。Wikipediaの記事の信憑性の観点から、資料研究において研

究対象として扱うことには課題が残るが、本事例では上述したシステムの評価という観点か

ら、Wikipediaの記事内容を正として扱う。 

 課題設定 

本適用事例では軍艦史、特に「海軍休日」の検証を行う。海軍休日とは、1922（大正 11）

年 2月 6日のワシントン海軍軍縮条約の締結から 1936（昭和 11）年 12月 31日のワシント

ン・ロンドン両軍縮条約の失効まで、戦艦をはじめとする主力艦の建造が禁止された期間を

指す。この事実について、本適用事例ではWikipediaの記事を二次資料として捉え、記事に

記載された情報に基づく検証を行う。具体的には、Wikipediaの戦艦に関する記事を分析対

象とし、当該期間に戦艦が建造されていないことを確認する。 

6.5.2 ユーザ設定 

PHRを用いた資料研究を行うにあたり、研究者「dbpedia」をシステムに登録した。これによ

り、ユーザ「dbpedia」のデータ記述領域「http://apps.is.k.u-tokyo.ac.jp/phr/user/dbpedia」が

RDF ストアに作成される。 
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6.5.3 収集 

資料の収集については、DBpediaから戦艦のインスタンス群を取得する。具体的には、日

本海軍の戦艦のラベル名、起工日・進水日等の建造日を取得するため、DBpediaが公開す

る SPARQL Endpointに対して、図 6-21に示す SPARQL クエリを発行した。なお、日本海

軍の戦艦に関するインスタンスはカテゴリ「Category: Battleships of the Imperial Japanese 

Navy」をメタデータとして持つため、この条件を用いた抽出する情報の絞り込みを行った。こ

の結果、戦艦「長門」「大和」等、計 35件のインスタンスを取得した。 

 

 

図 6-21 DBpedia に対する SPARQL Query 例 

 

6.5.4 整理 

収集した資料について、表 6-12に示すスキーマに基づいてシステムに登録した。本例は

戦艦「長門」に関する記事の RDFデータである。このスキーマ定義にあたり、基本的に
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DBpediaが定義済みのスキーマを採用した。 

 

表 6-12 研究情報を記述するためのスキーマ  

 

 

次に取得した情報に対し、欠落した情報の補完などのデータ整理を行う。例えば、戦艦

「土佐」はラベル名が欠落しているため、資料整理インタフェースを用いたラベルの補完を

行った。また抽出結果には、「長門型戦艦」や「大和型戦艦」等の艦型を示す 11件のインス

タンスが含まれていた。本ケーススタディでは、実際に建造された戦艦の記事を分析対象と

するため、これらのインスタンスを削除することにより、計 24件のインスタンスに絞り込んだ。 

6.5.5 分析 

これまでに登録した情報を用い、戦艦の建造史をシステム上で可視化した結果を図 

6-22、およびその拡大図を図 6-23に示す。この結果、ワシントン海軍軍縮条約の締結から

失効までの期間において、戦艦の建造がないことを確認できた。 

 

QName ラベル 値の例 値域
必須/

任意

1 dcterms:title title 長門 (戦艦)
rdfs:Liter

al
必須

2 rdf:type Type http://ndl.go.jp/dcndl/terms/BibResource
rdfs:Reso

urce
必須

3 rdfs:seeAlso SeeAlso
http://dbpedia.org/resource/Japanese_battles

hip_Nagato

rdfs:Reso

urce
必須

4 foaf:thumbnail
サムネイ

ル画像

http://commons.wikimedia.org/wiki/Special:F

ilePath/Nagato01cropped.jpg?width=300

rdfs:Reso

urce
任意

5 dbo:commisionDate 竣工 1920-11-25^^xsd:date
rdfs:Liter

al
任意

6 dbo:layingDown 起工 1917-08-28^^xsd:date
rdfs:Liter

al
任意

7 dbo:shipLaunch 進水 1919-11-09^^xsd:date
rdfs:Liter

al
任意
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図 6-22 軍艦の建造に関する変遷史の可視化 

 

 

図 6-23 軍艦の建造に関する変遷史の可視化（拡大図） 

 

6.5.6 まとめ 

本適用事例を通じ、海軍休日における主力艦の建造が禁止された歴史的事実について、

二次資料として捉えたWikipediaの記事に基づく検証を実現した。この結果、既存の LOD

に対しても提案手法の応用が可能であることを確認した。 
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6.6 まとめ 

「資料研究」プロセスの支援の要件として、多様な研究ニーズを有する研究者への対応が

求められる点について、提案手法では RDFのデータ記述の柔軟性を活用した。また、

SPARQL Endpoint を活用することにより、公開済みの目録データの活用による資料収集プロ

セスの効率化を実現した。さらに、RDF Schemaによる記述規約を活用することにより、複数

研究者による研究データの共有を支援した。 

また、資料研究支援システム「PHR」を用いることにより、資料を一般に公開するデジタル

アーカイブと、研究者が目的に応じて情報を登録、分析するシステムを区分し、研究者の新

規性の確保や、信頼性の低いデータの取り扱いに対応した。さらに、研究対象ドメインの年

表と、収集した資料の出現頻度を同一画面上で表示するインタフェースを構築することによ

り、研究者へ気づきの提案や、立案した仮説に対する定量的な検証を支援した。 

6.6.1 システムの対象利用者に関する考察 

本適用事例では、6.5のシステム評価を目的とした研究事例を除き、歴史学研究に対する

スキルの異なる利用者を対象とした。具体的には、6.2では情報技術者、6.3では大学史を

専門とする研究者、6.4では人文社会学を専攻する大学院学生である。ここでは、これらの利

用者へのヒアリングに基づき、利用者のスキルに応じた本手法の有用性を考察する。 

6.2の歴史学研究の経験がない情報技術者に対しては、資料の出現頻度と関連年表を同

一画面で表示する変遷史の分析支援インタフェースが高く評価された。これは、研究対象資

料の意味や時代背景を関連年表で補完することにより、研究対象資料や研究領域に対する

背景知識の不足を補い、全体像の俯瞰を支援することにつながった。 

一方、6.4の歴史学研究に対する経験を有する大学院学生からは、資料のメタデータとし

て研究データを記述する資料管理手法が高く評価された。3.4.1.1の資料研究プロセスにお

ける必要要件で述べたように、これまでは研究過程で蓄積する研究データの管理手法が確

立されていなかったため、研究データの記述形式のばらつきや、対象資料と研究データが異

なる環境において管理されていた。これに対し、本手法では、資料のメタデータとして研究

データを記述することにより、研究者は必然的にメタデータ項目と値のペアでデータを記述
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し、研究データを構造化して管理することが可能となった。これにより、研究データに基づく資

料検索が容易となったという意見も得られた。これらは、目録データと研究データを関連づけ

て管理する本手法の有用性を支持する結果である。さらに、一次資料だけでなく、関連文献

などの二次資料も同様に管理可能な点について、立案した仮説や得られた知見の根拠を示

す上で有益であるという評価を得た。 

最後に、大学史を専門とする研究者からは、6.3.6.1で述べたように、定量的な資料分析に

対して高い評価を得た。研究対象資料および研究領域に対して高い専門性を有する研究者

が、無意識的に資料群に対する理解を作りあげてしまう危険性に対して、提案手法が有効で

あるという点が評価された。実際、6.3の適用事例において、既知の学説に対して新たな知

見を得ることができた。 

別の観点では、資料研究の初期段階における研究対象資料の全体像の俯瞰に対して、

本手法の有用性が評価された。具体的には、4.4.4.2で述べた分類結果の可視化機能を用

いることにより、研究対象資料の傾向や特徴を様々な観点で把握できる点が評価された。一

方、資料研究の初期段階を除いては、資料の読解に基づく定性的な分析が重要となるた

め、メタデータに基づく定量的な分析のみでは限界があり、定性的・定量的な分析手法を組

み合わせることが重要であるという意見を得た。 

上述した考察から、表 6-13に示す研究スキルに応じた提案手法の有用性を確認した。 

 

表 6-13 研究スキルに応じた提案手法の有用性の評価 

 

 

節
研究

スキル
研究遂行者 機能 観点

6.2

平賀譲文書
情報技術者

年表を用いた変遷史

の可視化

関連年表による研究対象

資料の時代背景の補完

RDFによる研究デー

タの管理

資料と研究データの関連

付け

定量的な資料分析
定量・定性的な分析によ

る仮説立案・検証支援

6.3

文部省往復

歴史研究者

（専門：大学史）
定量的な資料分析

資料群に対する新たな知

見・気づきの提案

人文社会系

大学院生

6.4

外交文書

低

高
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6.6.2 オープンサイエンスへの活用に関する考察 

2.4の研究の位置づけにおいて、本研究で用いる Linked Dataは近年導入が検討されて

いるオープンサイエンスとの親和性が高いことを述べた。ここでは、適用事例を通じ、本手法

がオープンサイエンスという仕組みの中で果たす役割について考察する。 

オープンサイエンスでは学術成果の公表だけでなく、その成果の導出に利用した研究

データの重要性を説くことが一つの特徴である。これにより、学術成果の審査プロセスにおけ

る客観性の確保や、研究データの公開や共有による研究推進を目的としている。 

これに対し、本研究で提案する資料研究プロセスの支援手法は、研究過程で生成されるメ

モや知見などの中間生成物、二次資料などの関連資料を Linked Dataによって管理する。こ

れにより、研究成果の根拠を示す研究データへのアクセスを容易化する。この具体例として、

6.2の『平賀譲文書』を対象とした資料研究事例では、煙突本数、搭載汽缶数、汽缶室面積

の減少を示す根拠として、一次資料に基づく検証を実施した。この検証に利用した資料およ

び研究データを Linked Dataによって管理することで、これらのデータを公開・管理する

SPARQL Endpointや Graph URIを共有し、第三者とのデータ共有を可能とする。また、6.3

の東京大学文書館、6.4の外交文書を対象とした資料研究においても、対象とした資料の出

現頻度やその可視化に基づいて、研究成果として得られた知見の根拠を示した。これらの研

究事例で用いた研究手法は、オープンサイエンスで求められる「データに基づく研究成果の

客観的な検証」および「研究データの公開」という要件を満たす。この観点から、本研究にお

ける提案手法は資料研究プロセスの支援だけでなく、オープンサイエンスという新たな研究

手法への応用も可能であると考えられる。 
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7.1 はじめに 

本章では、3.5で提案した手法、および 4.5で述べたシステムを用い、デジタルアーカイブ

を用いたデジタル展示を行い、画像資料および研究成果を公開する適用事例について述べ

る。これらの適用事例を通じ、成果公開のためのデジタル展示に対する提案手法および開

発したシステムの有用性および汎用性を検証する。具体的には、過去に開催された展示会

をデジタルアーカイブ上で再現することを目的とし、新たな展示会の企画や展示の質に関す

る考察は対象外とする。 

本章で対象とする資料および展示テーマの一覧を表 7-1に示す。以下、それぞれのデジ

タル展示事例について述べる。 

 

表 7-1 対象とする資料および展示テーマの一覧 

 

 

  

対象組織 展示テーマ テーマ数 延べ資料数

7.2
平賀譲文書

（柏図書館）

「平賀譲とその時代展

　一高生から東大総長へ」
3件 188件

7.3 東洋文庫 東洋文庫で過去に開催された企画展 28件 1,254件

7.4 東京大学文書館
文部省往復を用いた

「東大の歴史をたどる所蔵品展」
1件 16件
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7.2 平賀譲文書 

ここでは、5.2で構築した平賀譲デジタルアーカイブを用い、所蔵資料の公開を目的とした

デジタル展示事例について述べる。 

7.2.1 対象とする展示会 

東京大学では東京大学創設と平賀生誕から数えて 130周年にあたる 2008年 3月 28日

（金）～2008年 5月 23日（金）の期間において、所蔵品展「平賀譲とその時代－一高生から

東大総長へ｣を東京大学教養学部駒場博物館にて開催した。 

本展示会の企画にあたり、展示資料に関するキャプションなどが整理され、また図 7-1に

示す書籍『平賀譲―名軍艦デザイナーの足跡をたどる』[74]も刊行された。ここでは、本企画

展示において整理した展示データを用い、展示会「平賀譲とその時代－一高生から東大総

長へ｣をデジタルアーカイブ上で再現することを目的とする。 
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図 7-1 『平賀譲―名軍艦デザイナーの足跡をたどる』[74] 

 

7.2.2 データ作成 

本プロセスは 3.5.3で述べたデータ記述手順に基づき、「展示テーマ」と「展示資料」それ

ぞれについて RDFデータを作成する。 

 展示テーマの RDFデータ作成 

表 7-2に本適用事例で対象とする展示テーマの一覧を示す。平賀の生涯を「学生時代」

「軍艦設計者」「学者・教育者」の三つに分け、それぞれに関係のある資料を展示する。 
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表 7-2 対象とする展示テーマの一覧 

 

 

展示テーマに関する情報を 3.5.3.1で述べた RDFスキーマを用いて記述した例を表 7-3

に示す。本例は上記の展示テーマの一つ「学生時代の平賀」という展示テーマについて、そ

のテーマ説明やクラスの指定を行った例を示す。 

 

表 7-3 展示テーマの RDF データ例  

 

 

 展示資料の RDFデータ作成 

次に、各展示テーマの展示資料に関する RDFデータを作成する。表 7-4にMS Excelに

よって管理された展示テーマ「学生時代の平賀譲」に属する展示資料の例を示す。展示資

料毎に No.が割り当てられ、それぞれに名称やキャプション、その執筆者が整理されている。 

 

展示テーマ 展示資料数

1 学生時代の平賀譲 46

2 軍艦設計者としての平賀譲 45

3 学者・教育者としての平賀譲 97

合計 188

URI 説明 値域
入力項目

(* は既定のURIを用いる)

1 rdfs:label
展示テー

マ名

rdfs:Liter

al
学生時代の平賀譲

2
rdfs:com

ment

展示テー

マの説明

rdfs:Liter

al

明治11年（1878）3月8日に平賀譲

は海軍主計官平賀百左衛門の次男

として東京三田で生まれた。平賀

の兄姉4人のうち、…

3 rdf:type タイプ
rdfs:Reso

urce
* kd:Exhibition
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表 7-4 MS Excel によって管理された展示情報の例 

 

 

展示資料に関する情報を 3.5.3.2で述べた RDF スキーマを用いて記述した例を表 7-5に

示す。展示資料名「備忘録」という資料について、そのキャプション説明や画像資料へのリン

クを指定している。また任意項目として「キーワード」項目を与え、DBpediaが提供するリソー

スを値として登録した。 

 

No. 名称 年代 所蔵 執筆者 説明

1 備忘録
平賀譲

文書
安達

京橋の泰明小学校を卒業した平賀は、明治

23年4月11日に築地の東京府尋常中学校を

受験し、1番で合格した。なお、尋常中学校

の修業年限は5年である。

2 懐中日記 1892
平賀譲

文書
安達

明治25年4月6日に東京府知事富田鉄之助臨

席の下に厚生館で行われた免状授与式で平

賀は、二年級及第証書および操行学業優等

二等賞として「ユニオン第四読本」と組長

勉励賞として「ロヒンソンクルソー」の原

書を授与された。なお、平賀の第2組は組長

を生徒の選挙で選んだ。

3 懐中日記 1894
平賀譲

文書
安達

海軍兵学校を志し、明治27年8月4日に築地

の海軍大学校で体格検査を受けた平賀は日

記にこう記す。「第一ニ眼科ノ試験ヲ受ケ

シ所不幸ニシテ不合格ナリキ、再試験セラ

レテ復タ不合格、遂ニ全ク失敗セリ、（中

略）眼ノ検査ハ視力ノミナリキ」。視力回

復のため平賀は神田駿河台の眼科医の泰斗

井上達也の門をたたくが、結果ははかばか

しくなかった。
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表 7-5 展示資料の RDF データ例  

 

 

7.2.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.5で述べたデジタル展示パッケージシステムを用い、システム構築を行う。4.5.1で

述べたパラメータの設定値を表 7-6に示す。 

 

表 7-6 デジタル展示パッケージシステムのパラメータ設定 

 

URI 説明 値域
必須／

任意

入力項目

(* は既定のURIを用いる)

1
dcterms:t

itle
展示資料名 rdfs:Literal 必須 備忘録

2
dcterms:i

sPartOf
展示テーマ rdfs:Resource 必須

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/exhibit/1

3 rdf:type タイプ rdfs:Resource 必須 * kd:Exhibit

4
dcterms:

abstract
キャプション説明 rdfs:Literal 必須

京橋の泰明小学校を卒業した平賀は、

明治23年4月11日に築地の東京府尋常

中学校を受験し、1番で合格した。な

お、尋常中学校の修業年限は5年であ

る。

5
dcterms:

source
画像資料へのリンク rdfs:Resource 必須

http://gazo.dl.itc.u-

tokyo.ac.jp/hiraga2014/images/large

/90190101/90190101-004_001.jpg

6
dcterms:

subject
キーワード rdfs:Resource 任意

http://ja.dbpedia.org/resource/東京

都立日比谷高等学校

Graph URI 説明 備考

1
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/

平賀譲デジタルアー

カイブの目録データ

「資料管理」

プロセスの成果

2
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/phr/hiraga/timeline/1
平賀譲年表

「資料研究」

プロセスの成果

3
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/phr/dbpedia/note
軍艦オントロジー

「資料研究」

プロセスの成果

4
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/exhibtion/

平賀譲展の展示デー

タ

「成果公開」

プロセスの成果
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ここでは四つのパラメータを設定し、それぞれ 5.2で作成した平賀譲デジタルアーカイブ

が公開する目録データ、6.2の平賀譲文書を対象とした戦艦設計の変遷史分析において作

成した平賀譲に関する年表、6.5の DBpediaを対象とした軍艦史研究で得た軍艦構造を記

述した軍艦オントロジー、および本事例で作成した展示に関するデータである。 

 

 システム概要 

『平賀譲文書』を用いたデジタル展示の概要を表 7-7に示す。展示テーマ数は 3件、展

示資料数は延べ 188件である。 

 

表 7-7 平賀譲文書を用いたデジタル展示の概要 

 

 

 ユーザインタフェース例 

以下では、4.5で述べたデジタル展示パッケージシステムを用いた成果公開の例を紹介す

る。公開するデジタル展示インタフェースの概要を図 7-2に示す。本展示インタフェースは

デジタルアーカイブが公開する資料について、年表や地図、事物のつながり等の可視化イン

タフェースを用いた多角的な資料提供を目的としている。以下それぞれのインタフェース例

について述べる。 

 

展示テーマ数 3件

延べ展示資料数 188件

システムURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/
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図 7-2 デジタル展示のための資料情報の可視化インタフェース 

 

図 7-3は展示資料をタイムライン形式で表示し、時系列情報を可視化したインタフェース

である。時代背景や資料が作成された経緯等を視覚的に確認することができる。 

 

 

図 7-3 年表を用いた展示資料のタイムラインインタフェース 

時系列情報
の可視化

位置情報の
可視化

キーワード
の説明

書誌情報の
詳細

書誌情報

キーワード概要

関連事項
の可視化

年表

関連事項の
マッピング

一次史料

史料説明

年表

画像資料 資料
説明
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また、ここでは平賀譲デジタルアーカイブで公開されている一次資料だけでなく、6.5の

DBpediaを対象とした軍艦史研究の成果を活用したアドオンインタフェースを構築した。具体

的には、7.2.2.2の展示資料の RDFデータ作成時にメタデータとして与えたキーワードにつ

いて、当該リソースが軍艦関係のものを活用する。 

この理由として、先述したように「平賀譲文書」には艦艇計画・建造関係の技術資料が多数

含まれる。これらの資料の理解には軍艦に関する知識が求められるが、軍艦は一般になじみ

のないテーマである。したがって、軍艦に関する情報提供を行う「軍艦オントロジー」をテーマ

としたデジタル展示を行う。 

図 7-4に軍艦の階層関係をツリー形式で可視化するインタフェースを示す。 

 

 

図 7-4 軍艦の階層関係の可視化インタフェース 
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軍艦は戦艦や巡洋艦などから構成され、戦艦には「長門型戦艦」や「大和型戦艦」などの

艦型が含まれることを視覚的に確認することができる。それぞれのノードをクリックすることによ

り、各艦型および軍艦の詳細情報を閲覧することができる。本インタフェースの例を図 7-5に

示す。図左部には DBpediaから抽出した対象戦艦のラベルや説明、サムネイル画像を表示

している例を示す。また図右部は DBpediaが提供するリソース間の関係情報を用い、研谷ら

の研究[38]を参考とし、事物のつながりに基づいて資料を検索可能なインタフェースを示す。

例えば戦艦「長門」に関係する戦艦として「陸奥」や「加賀」、また関連する場所として建造所

「呉海軍工廠」などのつながりを表現している。本インタフェースを用いることで、資料説明に

用いられる用語の理解や、関連事項に対する資料検索を支援する。 

 

 

図 7-5 事物のつながり表示インタフェース 

 

さらに、建造所を表現するリソースに関して、DBpediaが提供する位置情報を用い、軍艦

の建造所を地図上にマッピングしたインタフェースを図 7-6に示す。各建造所で建造された

軍艦の一覧を視覚的に確認することができる。 
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図 7-6 軍艦の建造所のマップ表示インタフェース 

 

上述した例に見るように、「資料管理」「資料研究」「成果公開」プロセスの成果物、および

DBpediaが提供する情報を Linked Dataを用いて関連づけることにより、デジタルアーカイブ

が公開する資料やそれに関連する事物の情報など、異なるプロセスの成果物を相互に活用

し、多角的な成果公開を行うデジタル展示を実現することができた。 
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7.3 東洋文庫 

7.3.1 対象とする展示会 

東洋文庫では常設展示に加え、年に複数回企画展示を行う。各回で展示テーマを定め、

所蔵資料の中から展示テーマに合致する資料を選定し、資料の公開を行う。 

この課題点として、企画展示では開催の度に新たな展示テーマを定めて資料を公開する

ため、過去の展示会で整理した情報の再利用が難しい点が挙げられる。本成果公開事例で

は過去の企画展示をデジタルアーカイブ上で公開することにより、既存資産の再利用および

成果の継続的な公開を行う。 

また、展示会で公開される資料情報の例を図 7-7に示す。展示資料のタイトルに加え、一

般の利用者にもわかりやすいキャプションや関連キーワードが整理されている。 

 

 

図 7-7 展示資料の例 
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7.3.2 データ作成 

本プロセスは 3.5.3で述べたデータ記述手順に基づき、「展示テーマ」と「展示資料」それ

ぞれについて RDFデータを作成する。 

 展示テーマの RDFデータ作成 

表 7-8に本適用事例で対象とする展示テーマの一覧を示す。合計 28回の展示テーマ、

および 1,254件の展示資料を対象とする。 
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表 7-8 対象とした展示テーマの一覧 

 

 

展示テーマに関する情報を 3.5.3.1で述べた RDFスキーマを用いて記述した例を表 7-9

に示す。本例は上記の展示テーマの一つ「ア！教科書で見たゾ」について、そのテーマ説明

展示会名 開催年月日 展示品数量

1 東洋文庫 : その成立と蒐集 1983年4月 340

2 世界のなかの江戸・日本 : (財)東洋文庫のコレクションを中心に 1994年1月 189

3 Handbook of 書 a hi-vision 1994年5月 40

4
ジョージ・チネリーと知られざる19世紀広東・マカオ・香港の美術

展 : 遥かなる東洋紀行
1996年 47

5
江戸時代の印刷文化-家康は活字人間だった!! : 印刷博物館開館特別

企画展図録
2000年1月 4

6 東洋文庫名品展 2003年 80

7 「西洋が伝えた日本/日本が描いた異国」図録 : 開国150年記念展 2004年9月 1

8 東洋文庫の名品 2007年3月 205

9 三菱が夢見た美術館 : 岩崎家と三菱ゆかりのコレクション 2010年8月 31

10 時空をこえる本の旅50選 2010年8月 50

11 写楽 : 特別展 2011年 2

12 香り : かぐわしき名宝展 2011年 1

13 東京人2011 2011年11月 10

14 王と王妃の物語帝鑑図大集合 : 名古屋城特別展 2011年9月 1

15 江戸時代の百科事始 : 本草学者小野蘭山の世界 : 特別展 2011年9月 6

16 「東インド会社とアジアの海賊」展示キャプションパネル 2012年 7

17 もっと北の国から : 北方アジア探検史 2012年11月 24

18 中国福建博物院展 : 長崎文化の源流をたずねて 2012年1月 1

19 行列にみる近世 : 武士と異国と祭礼と : 企画展示 2012年1月 2

20 東インド会社とアジアの海賊 2012年3月 27

21 ア!教科書で見たゾ 2012年7月 30

22
マリーアントワネットと東洋の貴婦人 : キリスト教文化をつうじた

東西の出会い
2013年3月 21

23 東洋学の歩いた道 : 学習院・永青文庫・東洋文庫三館連携展示 2013年8月 23

24 仏教 : アジアをつなぐダイナミズム 2014年1月 27

25 トルコ : 日本・トルコ国交樹立90周年 2014年4月 20

26 岩崎コレクション : 孔子から浮世絵まで : 東洋文庫創立90周年 2014年8月 30

27 もっと知りたい!イスラーム 2015年1月 20

28 東京人 15

合計 1254
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やクラスの指定を行った例を示す。 

 

表 7-9 展示テーマの RDF データ例  

 

 

 展示資料の RDFデータ作成 

次に、各展示テーマの展示資料に関する RDFデータを作成する。表 7-10にMS Excel

によって管理された展示テーマ「ア！教科書で見たゾ」に属する展示資料の例を示す。展示

資料毎に名称やキャプション、関連するキーワードが整理されている。 

 

表 7-10 MS Excel によって管理された展示情報の例 

 

URI 説明 値域
入力項目

(* は既定のURIを用いる)

1 rdfs:label
展示テー

マ名

rdfs:Liter

al
ア！教科書で見たゾ

2
rdfs:com

ment

展示テー

マの説明

rdfs:Liter

al

それもそのはず、教科書には東洋

文庫の所蔵品が多数掲載されてい

るのです。どこかで見たおなじみ

の図や絵をご紹介します。…

3 rdf:type タイプ
rdfs:Reso

urce
* kd:Exhibition

図録名
図録内

番号
資料名

キャプ

ション
解説文 メモ

ア！教科

書で見た

ゾ

1
アヘン戦

争図

エドワー

ド・ダン

カン

1843年

ロンドン

刊

1枚

これ、教科書でホントに見たゾ！

　いわゆるアヘン戦争の様子を描いた絵画で

す。アヘン戦争とは1840年、イギリスと中国

(清朝)との間に起こった戦争です。当時、対中

貿易の赤字に悩んだイギリスは、植民地のイン

ドから中国に麻薬の一種であるアヘンを密輸し

ます。

【キーワード】アヘン

戦争、イギリス、清

ア！教科

書で見た

ゾ

3 国富論

アダム・

スミス

1776年

ロンドン

刊

2冊

“経済学の父”アダム・スミスが著した世界的名

著

　「神の見えざる手」というフレーズで有名な

経済学の書物です。『諸国民の富』という書名

でも知られ、今日まで続く経済学の理論を示し

た最初の書物とされています。

【キーワード】アダム・

スミス、見えざる手、

国富論(諸国民の富)
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展示資料に関する情報を 3.5.3.2で述べた RDF スキーマを用いて記述した例を表 7-11

に示す。展示資料名「アヘン戦争図」という資料について、そのキャプション説明や画像資料

へのリンクを指定している。また任意項目として「キーワード」「出版地」「著者」を与えた。それ

ぞれ DBpediaが提供するリソースを与えることにより、サムネイル画像や位置情報、年代情報

を自動的に利用することが可能となる。 

 

表 7-11 展示資料の RDF データ例  

 

 

URI 説明 値域
必須／

任意

入力項目

(* は既定のURIを用いる)

1
dcterms:t

itle
展示資料名 rdfs:Literal 必須 アヘン戦争図

2
dcterms:i

sPartOf
展示テーマ rdfs:Resource 必須

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/hiraga/exhibit/1

3 rdf:type タイプ rdfs:Resource 必須 * kd:Exhibit

4
dcterms:

abstract
キャプション説明 rdfs:Literal 必須

エドワード・ダンカン 1843年

ロンドン刊 1枚

これ、教科書でホントに見た

ゾ！いわゆるアヘン戦争の様

子を描いた絵画です。…

5
dcterms:

source
画像資料へのリンク rdfs:Resource 必須

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/material_toyo/pub

lications/R100000002-

I026443528-00/1.png

6
dcterms:

subject
キーワード rdfs:Resource 任意

http://dbpedia.org/resource/

First_Opium_War

7

dcndl:pu

blication

Place

出版地 rdfs:Resource 任意
http://dbpedia.org/resource/

United_Kingdom

8
dcterms:

creator
著者 rdfs:Resource 任意
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7.3.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.5で述べたデジタル展示パッケージシステムを用い、システム構築を行う。4.5.1で

述べたパラメータの設定値を表 7-12に示す。ここでは二つのパラメータを設定し、それぞれ

5.3で作成した東洋文庫デジタルアーカイブが公開する目録データ、および本事例で作成し

た展示に関するデータである。 

 

表 7-12 デジタル展示パッケージシステムのパラメータ設定 

 

 

 システム概要 

東洋文庫が開催した過去の企画展の展示情報を用いたデジタル展示の概要を表 7-13

に示す。展示テーマ数は 28件、展示資料数は延べ 1,254件である。 

 

表 7-13 過去の企画展の展示情報を用いたデジタル展示の概要 

 

 

Graph URI 説明 備考

1
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/toyo/

東洋文庫デジタル

アーカイブの目録

データ

「資料管理」

プロセスの成果

2
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/toyo/exhibtion/

過去の企画展の展示

データ

「成果公開」

プロセスの成果

展示テーマ数 28件

延べ展示資料数 1254件

システムURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/toyo/publications
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 ユーザインタフェース例 

以下では、4.5で述べたデジタル展示パッケージシステムを用いた成果公開の例を紹介す

る。デジタル展示インタフェースの概要を図 7-8に示す。一般利用者への情報提供を目的と

し、所蔵資料を様々な観点から資料閲覧を支援するインタフェースを提供する。 

具体的には、地理情報に基づく地図検索、展示テーマに基づく検索、著者に基づく人物

検索、年代情報に基づく年表検索などを可能とするインタフェースを構築した。 

 

 

図 7-8 デジタル展示インタフェースの概要 

 

図 7-9は展示テーマを一覧表示した例を示す。本インタフェースではそれぞれの展示

テーマを選択すると、対象展示テーマに基づいて開催された展示会の開催日時や概要を閲

覧でき、さらに展示された資料の一覧を表示する。 

 

2016/3/3 38

地図検索 人物検索

年表検索図録検索
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図 7-9 展示テーマの一覧表示 

 

また本パッケージシステムが提供する標準機能を用い、資料の出版地に基づくマップ表示

インタフェースの例を図 7-10に示す。任意項目「出版地」の値として与えた DBpediaのリ

ソースに基づき、SPARQL Endpointを用いてサムネイル画像や緯度・経度に関する情報を

自動で取得し、表示している。 
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図 7-10 資料の出版地に基づくマップ表示インタフェース 

 

さらに、本適用事例ではアドオンインタフェースとして、図 7-11に示す「著者別検索インタ

フェース」を構築した。本インタフェースの構築には、任意項目「著者」の値として与えた

DBpediaのリソースに基づき、SPARQL Endpointを用いてサムネイル画像や生年月日、生

誕地などを自動で取得し、表示している。 

 

 

図 7-11 著者別検索インタフェース 
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表示された著者を選択することにより、著者に関する情報と、対象展示資料の一覧を閲覧

することができる。本インタフェースの例を図 7-12に示す。この例では「新井白石」が作成し

た資料として二点の展示資料があり、「もっと北の国から：北方アジア探検史」「東インド会社と

アジアの海賊」という異なる展示テーマで公開された資料が表示されている。 

 

 

図 7-12 著者別検索の詳細表示インタフェース 

 

東洋文庫のような広域および様々な性格を持つ資料を管理・公開する組織では、書誌情

報や展示テーマに沿って資料を公開するだけでなく、地理情報や著者情報に基づいて資料

を分類することが有益に機能することを確認した。 

 

  

異なる展示テーマ
で用いられた資料
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7.4 東京大学文書館 

ここでは、5.4で構築した東京大学文書館デジタルアーカイブ、および 6.3の資料研究の

結果を用い、デジタル展示による成果公開を行う。 

7.4.1 対象とする展示会 

成果公開のテーマとして、2014年 7月 25日に発行された東京大学学内広報に掲載され

た東京大学文書館の紹介資料を参考とする。図 7-13に示すように、本資料には文部省往

復が二点掲載されている。ここでは、このような資料紹介を参考とし、『東大の歴史をたどる収

蔵品』と題したデジタル展示を行う。 

 

 

図 7-13 東京大学の学内広報に掲載された文部省往復の紹介例 

7.4.2 データ作成 

本プロセスは 3.5.3で述べたデータ記述手順に基づき、「展示テーマ」と「展示資料」それ

ぞれについて RDFデータを作成する。 
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 展示テーマの RDFデータ作成 

ここでは展示テーマとして先述した『東大の歴史をたどる収蔵品』を対象とする。展示テー

マに関する情報を 3.5.3.1で述べた RDF スキーマを用いて記述した例を表 7-14に示す。対

象とする展示テーマについて、その説明やクラスの指定を行った。 

 

表 7-14 展示テーマの RDF データ例  

 

 

 展示資料の RDFデータ作成 

次に、各展示テーマの展示資料に関する RDFデータを作成する。表 7-15にMS Excel

によって記述した展示資料の例を示す。展示資料毎に No.が割り当てられ、それぞれに名称

やキャプション、出典や作成年が整理されている。 

 

表 7-15 MS Excel によって記述した展示資料の例 

 

URI 説明 値域
入力項目

(* は既定のURIを用いる)

1 rdfs:label
展示テー

マ名

rdfs:Liter

al
東大の歴史をたどる16点

2
rdfs:com

ment

展示テー

マの説明

rdfs:Liter

al

数多の収蔵物の中から、東大の歴史

をたどる16点を紹介します（紹介文

執筆は文書館の森本祥子先生）。

3 rdf:type タイプ
rdfs:Reso

urce
* kd:Exhibition

No. 出典 表題 作成年 説明

1 文部省

往復

フルベッ

キの給与

は600円 1880

お雇い外国人の給与は一人一人異なっており、その都度、文

部省に伺いをたてて認めてもらう必要がありました。ちなみ

にフルベッキの月給は他の外国人教師の３倍以上でした。

2
文部省

往復

この文書

なしに東

大はな

かった 1878

東京大学は、学部毎に成立した時期や由来が異なりますが、

以後それらをまとめて東京大学と称する、と通達された時の

文書です。1937（昭和12）年以降、この日は大学記念日と指

定され、現在に至ります。
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展示資料に関する情報を 3.5.3.2で述べた RDF スキーマを用いて記述した例を表 7-16

に示す。展示資料名「この文書なしに東大はなかった」という資料について、そのキャプション

説明や画像資料へのリンクを指定している。また任意項目として、「キーワード」「出典」「作成

年」を与えた。「キーワード」には DBpediaが提供するリソースを用い、「出典」には「文部省往

復」などを与えた。 

 

表 7-16 展示資料の RDF データ例  

 

 

URI 説明 値域
必須／

任意

入力項目

(* は既定のURIを用いる)

1
dcterms:t

itle
展示資料名 rdfs:Literal 必須

この文書なしに東大はなかっ

た

2
dcterms:i

sPartOf
展示テーマ rdfs:Resource 必須

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/exhibit

/1

3 rdf:type タイプ rdfs:Resource 必須 * kd:Exhibit

4
dcterms:

abstract
キャプション説明 rdfs:Literal 必須

東京大学は、学部毎に成立し

た時期や由来が異なります

が、以後それらをまとめて東

京大学と称する、と通達され

た時の文書です。1937（昭和

12）年以降、この日は大学記

念日と指定され、現在に至り

ます。

5
dcterms:

source
画像資料へのリンク rdfs:Resource 必須

http://park.itc.u-

tokyo.ac.jp/UTArchives/S000

1/images/Mo019/large/Mo01

9_084.jpg

6
dcterms:

subject
キーワード rdfs:Resource 任意

http://ja.dbpedia.org/resourc

e/帝国大学令

7
dcterms:

source
出典 rdfs:Literal 任意 文部省往復

8
dcterms:

date
作成年 rdfs:Literal 任意 1878^^xsd:gYear
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7.4.3 システム構築 

 パラメータ設定 

次に 4.5で述べたデジタル展示パッケージシステムを用い、システム構築を行う。4.5.1で

述べたパラメータの設定値を表 7-17に示す。ここでは三つのパラメータを設定し、それぞれ

5.4で作成した東京大学文書館デジタルアーカイブが公開する目録データ、6.3の文部省往

復を対象とした資料研究プロセスで作成した東大史年表、および本事例で作成した展示に

関するデータである。 

 

表 7-17 デジタル展示パッケージシステムのパラメータ設定 

 

 システム概要 

システムの概要を表 7-18に示す。展示テーマ数は 1件、展示資料数は計 16件である。 

 

表 7-18 東京大学文書館の所蔵資料を用いたデジタル展示の概要 

 

Graph URI 説明 備考

1
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/

東京大学文書館デジ

タルアーカイブの目

録データ

「資料管理」

プロセスの成果

2

http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/phr/utarchives/timelin

e/東京大学の歴史

東京大学史
「資料研究」

プロセスの成果

3
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/exhibtion/

「東大の歴史をたど

る16点」の展示デー

タ

「成果公開」

プロセスの成果

展示テーマ数 1件

延べ展示資料数 16件

システムURL
http://apps.is.k.u-

tokyo.ac.jp/utarchives/exhibitionList
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 ユーザインタフェース例 

以下では、4.5で述べたデジタル展示パッケージシステムを用いた成果公開の例を紹介す

る。 

図 7-14は展示資料を一覧表示した例を示す。それぞれの展示資料には、展示資料名や

キャプション、DBpediaから得た情報に基づく関連キーワードの説明が表示される。 

 

 

図 7-14 『東大の歴史をたどる収蔵品』のデジタル展示（一覧表示） 

 

また、図 7-15は 6.3の資料研究プロセスにおいて登録した東大史に関する年表を組み

合わせ、東京大学の設立時期における出来事と、その出来事に関係する資料をタイムライン

形式で閲覧可能なインタフェースである。図中に表示している資料は、1877年 4月 12日に

東京大学が設立された際に文部省が作成したものである。本資料の前後には、開成学校と

医学校の合併や、以後「東京大学」と名称が変わっていることなどを、関連年表を通じて視覚

的に確認できる。 

展示資料名

キャプション

キーワード

展示品一覧
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図 7-15 『東大の歴史をたどる収蔵品』のデジタル展示（年表表示） 
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7.5 まとめ 

これまでの成果公開を目的としたデジタル展示システムの構築事例から、提案手法および

開発したシステムが汎用的に機能することを確認した。また実際に開催された過去の展示会

での資料公開方法をシステム上で再現できたことに加え、Web空間上での永続的な成果公

開を可能とした。 

特に過去の企画展における成果物の再公開については、展示スペースの制約などの特

徴上、企画展開催後の再利用が困難であることを課題として述べた。この課題に対し、デジ

タルアーカイブ上で展示を行うことにより、スペース制約を超え、企画展示で公開した資料お

よび研究成果を継続して公開することが可能となった。具体的には、平賀譲譲文書を対象と

した企画展示や、東洋文庫が定期的に開催する企画展の内容をデジタルアーカイブ上で展

示するシステムを構築した。 

また展示会では、歴史になじみのない利用者への情報提供を目的として、「資料に関する

背景知識」や「年表や地図等を組み合わせた多角的な資料提供のための情報」を整理する

必要があることを述べた。この整理プロセスを Linked Open Data として公開されている

DBpediaを知識ベースとして活用する手法を提案した。これにより、関連事項に関する説明

や年代情報、位置情報を自動で利用することが可能となり、これらの情報を人手で整理する

労力を低減した。これは資料に関する情報を Linked Data として記述したことにより、他の

Linked Data との連携が容易となった利点である。 

さらに、上述した情報に対して可視化技術を用いることにより、人物や地図、年表等と組み

合わせた多角的な資料提供が可能となった。ただし、このような可視化方法が利用者の理解

度向上にどの程度寄与するかについては、今後の課題とする。 
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7.5.1 実利用に基づく評価 

構築したデジタル展示システムの実利用に基づく評価について述べる。具体的には、7.4

の東京大学文書館を対象とした適用事例において構築したシステムを対象とする。 

本システムは東京大学柏キャンパス一般公開（2016年 10月 21日から 22日）に合わせて

東京大学文書館が企画した展示会において利用され、原資料の展示と並行し、本システム

を用いたデジタル展示を実施した。この利用風景を図 7-16に示す。 

東京大学文書館は東京大学柏キャンパスと本郷キャンパスの二か所に所蔵庫を持つた

め、本展示会で用いた原資料は柏キャンパスの所蔵庫に収蔵されている資料が中心であっ

た。一方、本適用事例で構築したデジタル展示システムを利用することにより、本郷キャンパ

スなどの他の館に所蔵されている資料を合わせて展示することが可能となった。このように、

展示スペースの問題や資料の所在地に関する制約を超えた資料展示を実現できた点につ

いて、展示企画者から良好な評価を得た。 

 

 

図 7-16 東京大学柏キャンパス一般公開での利用風景 
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8.1 はじめに 

本章では、適用事例に基づき、提案手法の有用性の評価と課題点について考察する。 

8.2 「資料管理」プロセスに対する考察 

本研究では、デジタルアーカイブを単なる資料公開のツールとしてではなく、歴史学研究

を構成する「資料研究」および「成果公開」プロセスの支援に向けた情報活用基盤として機能

するシステムとして設計・構築を行った。以下では、これらのプロセスへの寄与、および課題

点について考察する。 

8.2.1 「資料研究」プロセスへの効果 

「資料研究」プロセスへの効果として、「資料収集」プロセスの労力の低減が挙げられる。本

手法では Linked Open Dataの思想に基づき、データとアプリケーションを疎連携な形で管理

する手法を提案した。具体的には、公開目録データを利用する一つのアプリケーションとして

デジタルアーカイブを位置づけ、第三者または他のアプリケーションによるデータ利用を容易

とする設計を行った。これにより、SPARQL Endpointを介して、目録データを機械的に活用

することが可能となり、研究に必要となる資料を収集するコスト削減に寄与した。具体的に

は、資料研究支援システム「PHR」の資料収集機能を用いることにより、検索対象とする目録

データを公開する SPARQL Endpointや Graph URIを指定することで、研究に利用するデー

タを機械的に抽出することを可能とした。 

また、5.6のデジタルアーカイブ構築事例のまとめで述べたように、デジタルアーカイブ構

築支援パッケージを用いることにより、システム構築に要するコストの削減、それに伴う公開資

料の増加に寄与する。実際、本研究を通じ、平賀譲文書、東洋文庫や東京大学文書館が所

蔵する資料に関するデジタルアーカイブの構築について、パッケージシステムのパラメータ

設定によって実現した。加えて、東京大学内連携アーカイブのような複数の組織が所蔵する

資料に対する横断検索を可能とするポータルサイトを構築した。このようにインターネット上で

積極的に資料を公開することにより、研究者が限られた時間の中でアクセス可能な資料数が
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増加し、長期的・間接的な観点から資料研究プロセスの支援につながると考えられる。 

8.2.2 「成果公開」プロセスへの効果 

「成果公開」プロセスへの効果としては、物理的な展示スペースの制約を超えた展示が可

能となる点が挙げられる。企画展示などでは、定期的に展示テーマおよび展示資料を入れ

替える特徴上、過去に開催した展示会の成果の活用が困難であった。これに対し、デジタル

アーカイブを展示空間の一つとして活用することにより、展示スペースやテーマの制約を超え

た展示成果の継続的な公開を可能とした。具体的には、平賀譲文書や東京大学文書館の

所蔵資料を用いた企画展示について、構築したデジタルアーカイブ上で再現した。さらに、

異なる展示テーマに基づいて選定された資料を同一空間上で取り扱うことにより、展示テー

マを横断した資料および研究成果の公開を可能とした。これについては、東洋文庫を対象と

した成果公開事例において、過去に開催された展示資料を横断して検索・閲覧可能なデジ

タル展示システムの構築によって実現した。さらに地図や年表等との連携により、物理的に開

催する従来の展示会とは異なる視点での資料提供を実現した。 

8.2.3 今後の課題 

本研究では、デジタルアーカイブを単なる資料公開ツールではなく、歴史学研究を構成す

る「資料研究」および「成果公開」プロセスの支援に向けた情報基盤として機能するシステムと

して構築することを提案した。この点について、提案する「資料管理」プロセスが他プロセスへ

与える効果に関する一連の考察から、情報活用基盤としてのデジタルアーカイブ構築に対し

て、提案手法が有効に機能したと考える。 

一方、本研究で提案した手法に基づいて構築したデジタルアーカイブは、資料の目録

データに基づくメタデータ検索機能や、資料間の階層構造に基づく検索機能の提供に限定

される。資料の提供および検索方式については数多くの手法が提案されているため、今後は

東京大学文書館が導入を検討している「シリーズ・システム」などの資料管理に関する方法論

を取り入れ、目録データの管理や検索の効率化に取り組む。 
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8.3 「資料研究」プロセスに対する考察 

本研究では、研究者が研究過程で蓄積する研究データやその成果物を Linked Dataに

よって記述・管理することにより、資料研究プロセスを支援する手法を提案した。さらに本手法

を実装したシステムとして、デジタルアーカイブ等の公開データに対して、研究者が研究目

的に応じて研究メモや知見をメタデータとして付与可能なシステム「PHR」を開発した。本シス

テムを用いることにより、研究データの管理、研究者の目的に応じた資料分類や比較、可視

化による定量的な資料分析を支援した。 

ここでは、デジタルアーカイブ構築を主目的とした「資料管理」プロセス、デジタル展示によ

る「成果公開」プロセスに対する本手法の効果について、考察および課題点の整理を行う。 

8.3.1 「資料管理」プロセスへの効果 

デジタルアーカイブ構築を主目的とする資料管理プロセスへの効果については、研究者

による目録データの拡充が挙げられる。研究者は研究活動における資料の読解過程におい

て、翻刻作業や目録データの修正・追加を行う。しかし、従来はこれらの活動成果を研究者

の環境において管理しており、また研究者によって記述形式も様々であった。この結果、これ

らの活動成果は他者との共有は困難であった。 

これに対し、本手法では研究者の研究データや活動成果を Linked Dataによって管理す

る手法を提案した。これにより、研究データは RDFの記述形式である「主語」「述語」「目的

語」から成るトリプルによって記述され、記述形式を統一化した。また、目録データと研究デー

タが Graph URIを介して同一リソースのメタデータとして記述されることにより、収集資料と研

究データの関連づけられ、目録データに対する研究成果のフィードバックが容易となる。この

結果、研究者がデジタルアーカイブで公開されている目録データを用いて研究を実施する

により、書誌情報の誤りの修正や、不足情報の追加が可能となった。 

例えば、6.2で述べた平賀譲文書の設計図面を対象とした資料研究事例において、資料

の読解や参考文献を用いた調査などを行うことにより、作成時期が不明な図面資料の年代

情報を同定した。この新たに同定した時代情報について、その妥当性を精査したのち、目録

データへ反映させている。また、6.3の東京大学文書館が所蔵する『文部省往復』を対象とし
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た研究事例においては、「資料研究」プロセスで翻刻した情報を目録データに追加し、資料

の全文情報に基づく検索を可能とした。 

このように目録データの拡充については、提供者側による追加や検証では限界があるた

め、その利用者である研究者が研究過程で生成する研究データを活用可能な環境が、今後

重要となると考える。 

 

さらに目録データだけでなく、資料のデジタル化についても、研究者が積極的に参画可能

な環境が必要である。これは、組織が主体となって資料のデジタル化と公開をトップダウン的

に行うには限界があるためである。研究者が研究過程で収集した資料および作成した目録

データを活用し、デジタルアーカイブの構築プロセスに対してボトムアップ的に参画可能な環

境を提供することにより、個々の研究者の資料管理を効率化するだけでなく、デジタル化資

料の拡大にも寄与できると考える。 

この点について、6.4の個人研究者を対象とした資料研究事例で述べたように、本手法で

は研究者の収集資料の管理手法として、デジタルアーカイブの構築手法と同一のものを採

用した。これにより、画像資料と研究データを関連づけて管理し、その記述規約を与えること

による資料管理支援だけでなく、研究成果をデジタルアーカイブとして公開可能な形式で管

理することを支援した。実際、先述した外交文書を分析対象とした資料研究プロセスにおい

て収集・デジタル化した資料について、その研究成果を一つのデジタルアーカイブとして公

開している。この点に対して、研究者が蓄積するデータを即座に目録データとして利用するこ

とは、データの信頼性や客観性、不足などの観点から課題は残る。しかし、研究者が収集・

デジタル化した資料および研究過程で蓄積した研究データをデジタルアーカイブとして公開

するような試みは、研究者の成果公開、さらに他の研究者との知識共有につながり、歴史学

研究の発展に寄与すると考える。 

8.3.2 「成果公開」プロセスへの効果 

本研究で提案した資料研究プロセスの支援手法としては、Linked Dataを用いた資料と研

究データを関連づけて管理するだけでなく、年表などの関連情報についても、RDFによって

記述・管理する手法を提案した。本手法が成果公開プロセスへ与える効果として、デジタル
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展示などへの研究成果の活用が容易となった点が挙げられる。例えば 6.3および 7.4で述

べた東京大学文書館の『文部省往復』を対象とした資料研究および成果公開事例におい

て、定量的な資料分析を目的として作成した東大史に関する年表を、展示資料として選定し

た文部省往復のタイムライン表示に再利用することができた。これは、研究者が資料の理解

のために利用した研究データを、歴史になじみのない一般利用者への情報提供を目的とし

た展示データに活用できたことを意味する。また、研究過程で翻刻した全文テキストについて

も、展示資料に付与するキャプションの一つとして再利用した。古文書のくずし字などの読解

には経験を必要とし、一般利用者への障壁は高い課題に対し、これらの読解に長けた研究

者が整理した研究データを活用することにより、一般利用者の展示資料に対する理解を支援

することができたと考える。このように、同一の空間およびの記述形式によって管理することに

より、「資料研究」「成果公開」プロセス間の活動成果の相互利用を実現した。 

8.3.3 今後の課題 

ここでは、提案した資料研究プロセスの支援手法に関する課題について考察する。 

本研究では、定量的な資料分析支援および研究成果の他のプロセスへの活用支援を目

的とし、研究過程で生み出される中間生成物や研究成果などの研究データを Linked Data

を用いて管理する手法の提案に留まった。近年では、情報技術の発展により、画像処理技

術や自然言語処理技術などの様々な技術を活用し、資料に記述されている情報抽出や、計

算機による資料比較や分類が可能となっている。これらの技術導入によって、研究プロセス

の効率化や、従来の人手による分析結果とは異なる知見の創出などが期待される。 

一方、このような技術導入においては、大規模な教師データが必要となるケースがある。例

えば、6.4の個人研究者を対象とした資料研究事例における筆跡認識の自動化を例とした場

合、研究対象領域において登場する人物の筆跡に関する教師データが必要となる。この課

題に対し、本研究が提案する複数研究者間のデータ共有を支援する手法は、教師データの

作成コストの低下に寄与できると考える。今後は、このような技術導入の支援に向けたシステ

ムの活用方法について検討していきたい。 
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8.4 「成果公開」プロセスに対する考察 

本研究では、デジタルアーカイブを展示空間として利用することにより、デジタル展示を用

いた成果公開を支援する手法の提案およびシステムの構築を行った。これにより、過去の企

画展示の成果物の再利用や、DBpediaの活用による一般利用者への専門知識や背景知識

に関する情報の補足を支援した。ここでは、本手法が「資料管理」および「資料研究」プロセ

スへ与える効果について考察し、また課題点について述べる。 

8.4.1 「資料管理」プロセスへの効果 

資料管理プロセスへの効果については、展示インタフェースの資料検索インタフェースへ

の応用が挙げられる。一般に、目録データは資料に記載された表題や作成日、その出典情

報などの客観的なデータが中心であり、対象資料に関する背景知識などを持たない閲覧者

による利用は困難である。一方、展示会などに求められる要件は、単なる目録データを用い

た資料提供だけでなく、資料や時代背景に関する説明やキーワードの提供、地図や年表を

用いた展示方法の工夫等を通じ、歴史になじみのない一般利用者に対する啓蒙活動を行う

ことである。このような資料展示の特徴を考慮し、本研究では上述した資料や時代背景に関

する説明などを展示データとして整理し、目録データと合わせて資料公開を行う資料展示イ

ンタフェースや、地図や年表と組み合わせた可視化インタフェースを構築した。このようなイン

タフェースをデジタルアーカイブにおける資料検索機能の一つとして応用することにより、展

示データに基づく多角的な資料検索が可能となる。 

具体的には、7.2に述べた『平賀譲文書』を対象とした成果公開事例において、「軍艦」と

いう一般利用者になじみない概念に対して、各々の軍艦に関する説明や軍艦の姉妹関係等

を階層構造で可視化した「軍艦オントロジー」を構築した。この軍艦オントロジーを 5.2で構築

したデジタルアーカイブの資料検索機能に活用することにより、目録データに基づく単純なメ

タデータ検索だけでなく、軍艦の階層構造に基づく推論検索を可能とした。例えば、「長門型

戦艦」に関する資料を検索する場合には、これまで「長門」「陸奥」といった複数の検索クエリ

を発行する必要があった。一方、構築したオントロジーに基づく推論検索を利用することによ

り、「長門型戦艦」という単一のクエリを用いることにより、対象とする艦型の戦艦である「長門」
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「陸奥」の両戦艦に関する資料群を検索することが可能となった。また、7.3の東洋文庫を対

象とした成果公開においては、構築した地図や年表、著者別に展示資料を公開するインタ

フェースについて、5.3で構築したデジタルアーカイブの資料検索機能として利用した。地図

や年表、著者などの様々な観点に基づく資料検索が可能となることにより、一般利用者に対

する情報提供の支援だけでなく、専門家による多角的な資料検索の支援にも寄与することが

期待できる。これは、本研究で提案する Linked Dataの活用により、歴史学研究を構成する

プロセス間の成果物を相互に利用可能な環境を構築した有用性を示す一つの結果である。 

8.4.2 「資料研究」プロセスへの効果 

次に、資料研究プロセスへの効果については、資料研究テーマの創出が挙げられる。 

例えば、7.2に述べた『平賀譲文書』を対象とした成果公開事例において、軍艦の建造地

を地図上に可視化したマップ表示インタフェースを例とする。図 7-6に示した軍艦の建造所

の可視化インタフェースを用いて、1904年から 1905年にかけて発生した日露戦争前後にお

ける建造所を比較した結果を図 8-1に示す。 

本図から、日露戦争以前では、国内では横須賀海軍工廠における戦艦「薩摩」の建造だ

けであるのに対し、イギリスでは戦艦「富士」「敷島」「香取」の三隻が建造されていた。一方、

日露戦争後においてイギリスで建造されたのは戦艦「金剛」の一隻であり、本事例で取り扱っ

た他のすべての戦艦は国内で建造されていることを視覚的に確認できる。これは「日本海軍

がイギリスからの技術導入から脱却し、日露戦争後から戦艦の国産化が始まった」[91]という

戦艦史を支持する結果である。この例では、既知の事実に対する視覚的な再現に留まるが、

このような可視化インタフェースが研究者に対する新たな気づきの提供につながることが期待

できる。本例は、成果公開プロセスと資料研究プロセスが有機的に関連づけられたことによる

利点を示す一つの結果であると考える。 

 



 

 

 

考察 

197 

 

図 8-1 日露戦争前後における軍艦の建造所のマップ表示 

 

8.4.3 今後の課題 

本研究では、3.5.1.2の展示企画プロセスの要件定義で述べたように、過去に開催された

展示会のデジタル展示による再現を目的とした。したがって、展示企画におけるストーリーラ

インの作成や、テーマに合致する資料選定プロセスの支援などは非対象とした。しかし、これ

らの展示企画プロセスには、属人的な不確実性が多分に含まれ、この知識継承が課題とされ

ている[57]。今後は、これらのプロセスの支援に取り組むことを課題とする。この点について、

本研究の目録データ、研究データ、および展示データを一元的に管理する手法を用いること

により、これらの多様なデータを統合的に扱い、上述したプロセス支援への活用を検討する。 

  

日露戦争前(～1905) 日露戦争後(1906～) 

日本国内における軍艦
の建造件数が増加
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8.5 まとめ 

これまで、歴史学研究を構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」の各々を主題とし、

他のプロセスに対する効果について考察した。 

ここでは、これらのプロセス間の成果物の相互利用の全体像を俯瞰することを目的とし、

『平賀譲文書』を対象とした歴史学研究を構成するプロセス間の連携例を図 8-2に示す。 

 

 

図 8-2 『平賀譲文書』を対象とした歴史学研究を構成するプロセス間の連携例 

 

まず「資料管理」プロセスにおいては、目録データを利用することにより、インターネットを

通じた資料公開を行う「平賀譲デジタルアーカイブ」を構築した。次に、戦艦の設計変更に関

する研究を対象とした「資料研究プロセス」においては、煙突本数などのメタデータ登録や、

関連年表の作成を行った。これらの研究データと目録データを関連づけて利用することによ

り、研究者の目的に応じた資料検索や分類が可能となり、平賀譲デジタルアーカイブで公開

されている図面資料の比較などによる資料分析を可能とした。また、本プロセスで整理した研

究データの一つである翻刻結果を目録データに加えることにより、デジタルアーカイブにおけ

る資料検索項目の拡充を実現した。 
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そして「成果公開」プロセスにおいては、「資料管理」プロセスの成果物である平賀譲デジ

タルアーカイブの目録データ、および「資料研究」プロセスで作成した年表情報をデジタル展

示に活用することにより、タイムライン形式で資料展示を行うことが可能となり、背景知識など

を加味した資料提供を支援した。また、このような可視化インタフェース、および成果公開の

ために整理した展示データを「資料管理」「資料研究」プロセスに活用することにより、軍艦オ

ントロジーや年表情報に基づく資料検索や、軍艦の建造所に関する位置情報を用いた学説

検証を実現した。 

2.4の本研究の位置づけで述べたように、デジタルアーカイブに対する Linked Dataの導

入は進められているが、その具体的な活用が見いだされていない点を課題として挙げた。こ

の点に対して、上述した『平賀譲文書』の例にみるように、歴史学研究を構成するプロセス間

における成果物の具体的な相互利用例を示したことは、当該分野における本研究の有用性

を示す結果である。 

以下、歴史学研究を構成するプロセス間の有機的なサイクルの実現に寄与した要因とし

て、提案手法および開発したシステムの観点から、プロセスを横断した有用性を考察する。 

8.5.1 手法の観点に基づく考察 

ここでは、Linked Dataを用いたデータの記述および管理手法の観点において、歴史学研

究を構成する各プロセスに対する利点を整理する。 

「資料管理」プロセスにおいては、目録データを RDFによって記述することにより、既存の

語彙の利用による目録データの標準化を実現した。これにより、複数の組織が所蔵する資料

の目録データを統一的に取り扱うことが可能となり、それら資料に対する横断検索ポータル

サイトの構築が容易となった。また、Linked Data として公開されたデータを利用するアプリ

ケーションとしてデジタルアーカイブを位置づけることにより、データとアプリケーションの疎結

合を実現し、「資料研究」や「成果公開」プロセスにおけるデータの利活用を支援した。 

「資料研究」プロセスにおいては、Linked Data化された目録データに対して、Web APIの

利用による機械的なアクセスが可能となり、資料収集プロセスに要する労力の低減を支援し

た。また、デジタルアーカイブとして公開されている大規模なデータセットを研究対象資料と

して取り扱うことが可能となり、定量的な資料分析に基づく新たな知見の発見を支援した。さ
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らに、RDFの拡張性の高さを生かし、利用者がメタデータ項目を動的に追加することが可能

となり、研究者の多様な目的に基づく資料整理および分析を支援した。 

「成果公開」プロセスにおいては、DBpediaをはじめとする LODが提供するデータセットと

の連携を通じ、キーワードに関する概要情報やサムネイル画像、位置情報や年代情報を機

械的に活用することが可能となり、展示資料のメタデータとして必要となる専門知識や背景知

識の半自動的な補完、これによる展示データの整理コストの低減に寄与した。 

8.5.2 システムの観点に基づく考察 

本研究では、上述した Linked Dataを活用するアプリケーションを開発することにより、歴

史学研究を構成する各プロセスの支援を行った。以下では、開発したシステム群に対する考

察を行う。 

「資料管理」プロセスの支援を目的としたシステムとして、デジタルアーカイブの構築を支

援するためのパッケージシステムを開発した。デジタルアーカイブ構築に共通して必要となる

機能やインタフェースを標準機能として提供し、パラメータの設定によって性格やドメインの

違いに柔軟に対応可能とした。これにより、構築コストの低減に加え、適用ドメインの違いに

応じた機能追加やインタフェース構築に注力可能な環境を提供した。 

「資料研究」プロセスの支援を目的としたシステムとして、資料研究支援システムを開発し

た。資料の収集や整理を支援する機能提供に加え、特に定量的な資料分析を支援する機

能を提供し、資料のメタデータに基づく分類結果や、年表と資料の出現頻度に基づく変遷史

の可視化を行う資料分析インタフェースを構築した。 

「成果公開」プロセスの支援を目的としたシステムとして、デジタル展示に共通して必要とな

るインタフェースを提供するデジタル展示パッケージシステムを開発した。地図や年表などの

可視化インタフェースを用いたデジタル展示が可能となることにより、Web空間を用いた永続

的な資料公開や、異なる展示テーマを横断した資料展示を実現した。 

また、上述したシステム群の開発にあたり、RDF ストアに対する CRUD操作などの共通機

能をWeb API として提供するアプリケーション開発基盤システム「KASHIWADE」を開発し

た。本システムを用いることにより、個々のシステム構築プロセスの効率化に加え、開発者が

適用ドメインに応じた機能開発やインタフェース設計に注力可能な環境を構築した。 
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9.1 結論 

本研究では、歴史学研究の発展に向け、デジタルアーカイブと Linked Dataの実践的な活

用方法を提案した。具体的には、歴史学研究を構成する「資料管理」「資料研究」「成果公開」

プロセスで取り扱うデータを Linked Dataを用いて記述し、それらを統合的に管理する手法を

提案した。また、デジタルアーカイブを情報活用の基盤として捉え、各々のプロセスの効率化、

およびプロセス間の成果物を相互に利用可能なシステム群を開発した。さらに、複数の歴史

学研究事例への適用を通じ、提案手法および開発したシステムの評価を行った。 

「資料管理」プロセスにおける適用事例では、デジタルアーカイブの構築支援を目的とした

パッケージシステムを用いることにより、『平賀譲文書』や東洋文庫、東京大学文書館の所蔵

資料を対象としたデジタルアーカイブを構築した。加えて、構築したデジタルアーカイブを含

めた複数の組織が所蔵する資料への横断検索を可能とするポータルサイトを構築し、提案

手法および開発したシステムの有用性および汎用性を示した。 

「資料研究」プロセスにおける適用事例では、研究者の目的に応じた資料の登録や整理、

デジタルアーカイブの活用による大規模なデータに基づく定量的な分析を支援する資料研

究支援システムを開発した。本システムを複数の資料研究事例に適用することにより、研究

者に対する新たな気づきの提供や、定量的な仮説の立案や検証支援を実現した。この結果、

複数の研究課題に対して、新たな知見の発見や既知の学説検証を実現し、本手法の有用

性を示した。 

「成果公開」プロセスにおける適用事例では、上記の二つのプロセスの活動成果を活用す

るデジタル展示手法を提案した。さらに、Linked Open Data を活用した展示データの作成支

援や、地図や年表などを用いた多角的な資料展示を可能とするデジタル展示システムを開

発した。本システムを複数の展示事例へ適用することにより、過去に開催された展示会をデ

ジタルアーカイブ上で再現することができ、また Web 空間の活用による展示スペースの制約

を超えた資料展示を可能とした。 

さらに、「資料研究」や「成果公開」プロセスの成果物に基づく「資料管理」プロセスにおけ

る目録データの拡充やデジタルアーカイブの機能改良をはじめ、プロセス間における成果物

の相互利用を実現した。これらの結果、歴史学研究を構成するプロセス間の協調的な連携

支援に対して、本提案手法が有効に機能することを確認した。 
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9.2 今後の展望 

今後の課題としては、他のデジタルアーカイブ構築や資料研究などの歴史学研究活動へ

の事例適用を通じ、提案手法および開発したシステムの改善を行う。特に、Linked Dataなど

の情報技術になじみのないアーキビストや研究者が、情報技術者によるサポートを必要とせ

ず、自律的に資料の管理や分析が可能なインタフェースの設計・改良を行う。 

また、本研究では、歴史学研究を構成するプロセスの成果物を統合的に管理するインフラ

構築を主眼とした。第 8章の考察でも述べたように、今後は蓄積されたデータに対して自然

言語処理技術や画像処理技術を応用することにより、資料分析プロセスの自動化や展示企

画におけるストーリーラインの自動構築など、計算機の活用による歴史学研究の支援に取り

組む。 
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